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テキストが削除されました�
テキスト
「令和元年度補正・令和３年度補正」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（１３次締切分）」 
[新] : 「（１４次締切分）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「令和４年１０月」 
[新] : 「令和５年１月」

テキストが挿入されました�
テキスト
「1」
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テキストが削除されました�
テキスト
「【事業概要】 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金は、中小企業・小規模事業者等が今後複数 年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイ ス導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作 品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支援するものです。また、業況の厳しい 事業者や、デジタル・グリーン分野で生産性向上に取り組む事業者に対して、通常枠とは別に、 [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] [デジタル枠 ] [グリーン枠 ]を設け、補助率や補助上限額の優遇によ り積極的に支援します。 補助上限 一般型 [通常枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※ ） [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※） [デジタル枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※） [グリーン枠 ] １，０００万円～２，０００万円（※） グローバル展開型 ３，０００万円 ※ 従業員規模により補助上限の金額が異なります。 補助 率 一般型 [通常枠 ] １／２ 小規模事業者等 ２／３ [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] ２／３ [デジタル枠 ] ２／３ [グリーン枠 ] ２／３ グローバル展開型 １／２ 小規模事業者等 ２／３ 補助要件 【基本要件】以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実行 ・付加価値額 ＋３％以上／年 ・給与支給総額 ＋１．５％以上／年 ・ 事業場内最低賃金≧地域別最低賃金＋３０円 ※ 回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠及びグリーン枠については、基本要件に加えて、別途要 件があります。詳細は、「４．補助対象事業の要件」をご参照ください。 ※ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響が継続している状況に鑑み、補助事業実施年度の付加価値 額及び賃金の引上げを求めず、目標値の達成年限の１年猶予を可能とします（回復型賃上げ・雇 用拡大枠を除く）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「公募開始：令和４年１０月２４日（月） １７時～ 申請受付：令和４年１１月 ７日（月） １７時～ 応募締切：令和４年１２月２２日（木） １７時 ○ １３次締切分の採択発表は、令和５年２月中旬頃を予定しています。 ○ １３次締切以降の公募予定は未定となっております。」 
[新] : 「公募開始：令和５年１月１１日（水） １７時～ 申請受付：令和５年３月２４日（金） １７時～ 応募締切：令和５年４月１９日（水） １７時 ○ １４次締切分の採択発表は、令和５年６月中旬頃を予定しています。」

テキストが削除されました�
テキスト
「1」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「より優れた事業提案を採択します。グローバル展開型は特に優れた内容を求めます。申請前に、 書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不備がある場合（例えば、小規模事業者で ないにも関わらず、通常枠で補助率３分の２の事業計画を提出等）は、不採択となります。な お、「採択結果」についての異議申し立ては一切受け付けておりません。 ○ 本事業は、通年で公募し、複数の締切を設けて審査・採択を行うことで、申請事業者の予見可 能性を高め、十分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・補助事業実施することを可能とし ています。なお、以前の締切回で不採択となった場合でも、再度申請することが可能です。 ○ 「採択結果」は、提出いただいた事業計画に記載のある補助対象経費の全額に対して、補助金 の交付を保証するものではありません。採択結果に基づき「補助金交付申請」をいただき、その 内容をあらためて事務局で精査し、必要に応じて事業者にご照会・ご連絡等を行ったうえで交付 額を決定し、通知いたします。その結果、補助対象外経費が含まれていた場合は、交付決定額が 減額となります。」 
[新] : 「より優れた事業提案を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認くださ い。不備がある場合（例えば、小規模事業者でないにも関わらず、通常枠で補助率３分の２の事 業計画を提出等）は、不採択となります。なお、「採択結果」についての異議申し立ては一切受 け付けておりません。 ○ 本事業は、通年で公募し、複数の締切を設けて審査・採択を行っており、申請者の都合のよい タイミングで申請・補助事業実施することを可能としています。なお、以前の締切回で不採択と なった場合でも、再度申請することが可能です。 ○ 「採択結果」は、提出いただいた事業計画に記載のある補助対象経費の全額に対して、補助金 の交付を保証するものではありません。採択結果に基づき「補助金交付申請」をいただき、その 内容を改めて事務局で精査し、必要に応じて事業者にご照会・ご連絡等を行ったうえで交付額を 決定し、通知いたします。その結果、補助対象外経費が含まれていた場合等は、交付決定額が減 額となります。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サポートセンターまでお問合せください。 問い合わせが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。」 
[新] : 「応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サポートセンターまでお問合せください。問 い合わせが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助対象者 ....................................................................................... 5 ３． 補助対象事業の類型及び補助率等 ........................................................... 8 ４． 補助対象事業の要件 .......................................................................... 10 ５． 事業のスキーム ................................................................................ 15 ６． 応募手続き等の概要 .......................................................................... 16 ７． 補助対象経費 ................................................................................... 17 ８． 補助事業者の義務 （交付決定後に遵守すべき事項） ................................. 21 ９． 応募申請にかかる留意点 .................................................................... 23 10． 中小企業庁関連事業データ利活用について ............................................. 32 【様式（申請の際に活用いただくもの）】 様式１ 賃金引上げ計画の誓約書（必須） 様式２ 炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状況（グリーン枠のみ） 様式３ デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況（デジタル枠のみ、任意） 【参考様式】 参考様式１･ 2」 
[新] : 「応募手続き等の概要 ............................................................................ 5 ３． 事業のスキーム ................................................................................. 7 ４． 補助対象者 ....................................................................................... 8 ５． 補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等 ....................................... 12 ６． 補助対象経費 .................................................................................. 20 ７． 補助事業者の義務 （交付決定後に遵守すべき事項） ................................ 25 ８． 応募申請にかかる留意点 .................................................................... 27 ９． 添付書類 ........................................................................................ 29 １０． 審査項目・加点項目 ....................................................................... 33 １１． 中小企業庁関連事業データ利活用について .......................................... 37 【様式（申請の際に活用いただくもの）】 様式１ 補助経費に関する誓約書（必須） 様式２ 賃金引上げ計画の誓約書（必須） 様式３ 炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状況（グリーン枠のみ） 様式４ 大幅な賃上げ計画書（大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例のみ） （様式２、様式３、様式４については、１月中に公表予定） 【参考様式】 参考様式」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い生産性を向上させるための設備投 資等を支援します。 ２．補助対象者 本事業の補助対象者は、日本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する以下のア～エのいずれかの 要件を満たすものに限ります（グローバル展開型の①①①については、事業実施場所が海外でも可）。」 
[新] : 「組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、生産性を向上させるための設備 投資等を支援します。 ２．応募手続き等の概要 （１）公募期間 公募開始：令和５年１月１１日（水） １７時～ 申請受付：令和５年３月２４日（金） １７時～ 応募締切：令和５年４月１９日（水） １７時 電子申請システムの改修作業に一定の時間を要するため、申請の受付は令和５年３月２４日 （金）に開始予定です。それまでの間、【参考様式】を用いて申請内容のご準備を行っていただく と、受付開始後、円滑にお手続きいただけます（ただし、本参考様式は、あくまで申請の準備にご 活用いただくためのものであり、申請いただくには改めてシステムへの入力が必要となります）。 ※ 十分な対策を行ってはおりますが、申請が集中した場合、申請手続きが滞る可能性がございます。特に締切り 間際には多くの申請が予想されます。一般的に、申請入力には３～５時間程度を要しますので、十分な余裕を持 って申請手続きを開始していただきますようお願いいたします。 （２）申請方法 申請は、電子申請システムのみで受け付けます。入力については、電子申請システム操作マニ ュアルに従って作業してください。入力情報については、必ず、申請者自身がその内容を理解、 確認してください。 本事業の申請にはＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要です。未取得の方は、お早めに利用 登録を行ってください。同アカウントは、事業者情報の再入力の手間を省くため、採択後の手続きに おいても活用いただきます。本アカウント及びパスワードを外部支援者等の第三者に開示すること は、ＧビズＩＤの利用規約第１０条に反する行為であり、トラブルの原因となり得ますので、ご注意 ください。 ※ 申請時及び各報告時に提出された情報については、審査・管理・確定・精算・政策効果検証に使用し、個社情 報が特定されないよう統計処理をした上で、公開する場合がございます。また、事業者間の連携の推進に使用す ることを目的として公開する場合があります。 （３）審査結果の通知・公表 採択案件（補助対象予定者）の決定後、申請者全員に対して、速やかに採択・不採択の結果を事 務局から通知します。採択となった案件については、受付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、 事業計画名（３０字以内）、事業の主たる実施場所、支援を行った認定経営革新等支援機関名につ いて、申請での記載内容通りにホームページ等で公表します。 (公表後の修正は一切行いません。） なお、申請枠の区分は、申請枠の性質に配慮し、明らかにしない形式にて公表します。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「5」
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https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html
https://tranzax-emc.co.jp/guidance/
https://tranzax-emc.co.jp/guidance/
テキストが挿入されました�
テキスト
「（４）採択後の手続き 採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（交 付申請の手続きに関しましては公式サイトの補助事業の手引きをご覧ください）。 この際、審査によって交付決定される補助金額が減額となる場合がありますので、予めご了承く ださい。また、補助事業実施場所を変更することは原則認められていません。 交付申請の際、従業員数の確認資料として、法人事業概況説明書等を提出いただく場合がありま す（応募申請時に未提出の場合）。従業員数に応じた補助上限額を上回る申請額となっていた場合 は、交付決定額が減額となります。 本事業のうち固定資産の取得に充てるための経費については、圧縮記帳が認められる旨の回答を 国税庁から得ております。詳細は、ものづくり補助金総合サイトのお知らせページをご覧ください。 事業資金の調達については、金融機関の判断によるつなぎ融資（①ものづくり補助金対応 POファ イナンス ＊１ 、②交付決定債権譲渡 ＊２ ） や概算払 ＊３ を利用することが可能です。 ＊１ 本補助金の交付決定通知を電子記録債権化し、これを譲渡担保として金融機関から融資を受けられるサービス。 ＊２ 本補助金の交付決定債権を金融機関等に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達する手法。 ＊３ 補助金交付決定額の 90％を上限として、「支払済み補助対象経費×補助率」の額を支払う制度。なお、支払 済み経費の証憑（請求書及び金融機関の振込金受取書等）の提出が必要。 （５）その他 本事業に申請された方に対し、経済産業省、独立行政法人中小企業基盤整備機構又は独立行政法 人日本貿易振興機構（ JETRO）、全国中小企業団体中央会から、申請事業の成果を上げる支援策等 のご案内をすることがあります。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「6」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html
https://www.jgrants-portal.go.jp/
テキストが挿入されました�
テキスト
「３．事業のスキーム 中小企業 基盤整備機構 ①① 募 ② 事 画書申請請請（電子申請） 中小企業 小規模事業者等 補助金交付 Gビズ ID の取得 ↓ 電子申請システムに ログイン ↓ 支援 （任意） 事業実施事務局 （全国中小企業団体中 央会、都道府県中小企 業団体中央会） 事業計画書入力 ↓ 送信 ③③③通知 ④ 交 請 請 請 ⑤ 補 業業業実施期間 交付決定 認定経営革新等 支援機関 申請又は事業化に 対する各種支援 審査・採択 （中間検査） 採択審査委員会 補助事業実施・実績報告 照会（デジタル枠のみ） ＩＰＡ 情報処理推進機構 ⑥ 確 査（交付額の確定） ） ） ⑦ 補 の請求 求 求 ⑧ 補 の支払 払 払 ⑨ 事 状況報告告告・知的財産権等報告 ※ 自己負担額を超える利益が生じた場合は 収益納付をしていただく場合があります ※ ④以降の手続きは、原則、 J-Grants上で行います。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「7」
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https://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/kaitei_13.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3
テキストが挿入されました�
テキスト
「４．補助対象者 本事業の補助対象者は、日本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する以下のア～オのいずれかの 要件を満たすものに限ります（グローバル市場開拓枠のうち、①①外直接投資類型については、事業実 施場所が日本国内の他に海外にも有していることが必要です。）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「予 め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使 用される者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試の使用期間中の者は含まれません。 イ 【中小企業者（組合関連）】」 
[新] : 「常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「解雇 の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用される 者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試用期間中の者は含まれません。 イ 【中小企業者（組合・法人関連）】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「該当しない組合や財団法人（公益・一般）、社団法人（公益・一般）、医療法人、社会福祉法人 及び法人格のない任意団体は補助対象となりません。」 
[新] : 「該当しない組合や財団法人（公益・一般）、社団法人（公益・一般）、医療法人及び法人格のな い任意団体は補助対象となりません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「5」 
[新] : 「8」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「その直接又は間接の構成員の３分の２以上が５，０００万円（卸売業を主たる事業とする事業者について は、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人（卸売業又はサービ ス業を主たる事業とする事業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。」 
[新] : 「その直接又は間接の構成員の３分の２以上が５，０００万円（卸売業を主たる事業とする事業者については、 １億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人（卸売業又はサービス業を 主たる事業とする事業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。」
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https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=340CO0000000097
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若しくは 出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合 会及び酒販組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が５，０００万 円（酒類卸売業者については、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時 ５０人（酒類卸売業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。 ＊３ その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額 若しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの。」 
[新] : 「その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若しくは出 資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合会及 び酒販組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が５，０００万円（酒 類卸売業者については、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人 （酒類卸売業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。 ＊３ その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若 しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「従業員数の考え方は、ア※ １ ，２と同様。 ② 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会 その直接又は間接の構成員の３分の２以上が、常時３００人（卸売業を主たる事業とする事業者について は、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額 とするものであるもの。 ③ 酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組合、酒販組合連合会、酒販組合中央会 その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が、常時５００人以下の従業員を使用する者で あるものであって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 または、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が、常時３００人（酒類卸売業者につ いては、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の 総額とするものであるもの。 ④ 内航海運組合、内航海運組合連合会 その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が常時５００人以下の従業員を使用す る者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。」 
[新] : 「従業員数の考え方は、ア※１，２と同様。 ② 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会 その直接又は間接の構成員の３分の２以上が、常時３００人（卸売業を主たる事業とする事業 者については、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金 の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 ③ 酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組合、酒販組合連合会、酒販組合中央会 その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が、常時５００人以下の従業員を 使用する者であるものであって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする ものであるもの。 または、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が、常時３００人（酒類 卸売業者については、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその 資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 ④ 内航海運組合、内航海運組合連合会 その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が常時５００人以下の従 業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするもの であるもの。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「6」 
[新] : 「9」

テキストが挿入されました�
テキスト
「オ 【社会福祉法人】 ・ 「社会福祉法」第３２条に規定する所管庁の認可を受け設立されている法人であること。 ・ 従業員数が３００人以下であること。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「＊平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業、令和元年度補正・令和２年度補正・令和３ 年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業 ・ 次の（１）～（５）のいずれかに該当する事業者（みなし大企業） （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小 企業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有して いる中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを 占めている中小企業者 ※ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の 数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数がと もにアの表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関し ても、中小企業基本法の範囲外であり、大企業とみなします。ただし、以下が株式を保有する場合は、その 保有比率等をもって上記のみなし大企業の規定を適用しません。」 
[新] : 「＊令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業 ・ 次の（１）～（５）のいずれかに該当する事業者（みなし大企業） （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企 業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有してい る中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占 めている中小企業者 ※ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表 の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数が ともにアの表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関 しても、中小企業基本法の範囲外であり、大企業とみなします。ただし、以下が株式を保有する場合は、そ の保有比率等をもって上記のみなし大企業の規定を適用しません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募申請以降に上記ア～エのいずれの要件も満たさなくなった事業者及び上記（１）～（５）の」 
[新] : 「応募申請以降に上記ア～オのいずれの要件も満たさなくなった事業者及び上記（１）～（５）の」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「7」 
[新] : 「10」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「３．補助対象事業の類型及び補助率等 本公募要領は、「一般型」及び「グローバル展開型」の申請類型に関するものです。同一法人・事 業者での「一般型」及び「グローバル展開型」への応募は、１申請に限ります。」 
[新] : 「・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する 暴力団又は暴力団員と関係がある中小企業等 ・ 同一法人・事業者が同一の締切回において複数申請を行っている事業者 ※ 親会社が議決権の５０％超を有する子会社が存在する場合、親会社と子会社は同一法人とみなし、いずれ か１社のみでの申請しか認められません。また、親会社が議決権の５０％超を有する子会社が複数存在する 場合、親会社と複数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これ らの場合において、複数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさな いものとして扱いますのでご注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を５０％超保有 する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみなします。また、親会社が議決権の５０％超を有する子会社 が、議決権の５０％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の５０％超を有するひ孫会社等について も同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 ・ （過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）等が助成する制度との重複を含む事業を申請す る事業者。すなわち、テーマや事業内容から判断し、本事業を含む補助金若しくは委託費と同一 若しくは類似内容の事業（交付決定を受けていない過去の申請を除く )、又は公的医療保険・介護 保険からの診療報酬・介護報酬、固定価格買取制度等との重複がある事業を申請する事業者は補 助対象とならない。」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。
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テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 中小企業生産性革命推進事業の他の補助金（小規模事業者持続化補助金等）と同一の補助対象を 含む事業者 ※ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が重複受給の確認を行います。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 他の中小企業・小規模事業者等から提出された事業と同一若しくは極めて類似した内容の事業 ※１」

テキストが挿入されました�
テキスト
「他社の事業計画を流用したり、他社に流用されたりしないようご注意ください。 ※２ 他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を申請した場合、１回目は次回公募の申請不可、２回 目以降は次回と次々回の公募への申請ができなくなりますので、十分ご注意下さい。 ・ 申請時に虚偽の内容を提出した事業者 ※ 虚偽の内容で故意又は重過失により申請した場合、次回以降の公募への申請ができなくなりますので、十 分ご注意下さい。 ・ 平成２７～３０年度、令和元年度及び令和２年度補正ものづくり・商業・サービス補助事業の採 択事業者のうち、「事業化状況・知的財産権等報告書」を未提出の事業者 ・ 応募申請時点において、一時的に資本金の減額や従業員数の削減を行い、補助事業実施期間終了 後に資本金の増額や従業員数の増加を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目的 として、資本金、従業員数等を変更していると認められる事業者」

テキストが挿入されました�
テキスト
「11」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「５．補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等 ○以下の補助事業実施期間内に、発注・納入・検収・支払等の全ての事業の手続きが完了する事業で あること（原則、補助事業実施期間の延長はありません）。 ・ 通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠：交付決定日から１０ヶ月以内 （ただし、採択発表日から１２ヶ月後の日まで）。 ・ グローバル市場開拓枠：交付決定日から１２ヶ月以内（ただし、採択発表日から１４ヶ月後の日ま で）。 ○基本要件 ＜以下の要件を全て満たす３～５年の事業計画を策定することが必要＞ ・ 事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加。 （被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合は、年 率平均１％以上増加） ・ 事業計画期間において、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で最も低い賃金）を、 毎年、地域別最低賃金＋３０円以上の水準とする。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 事業計画期間において、事業者全体の付加価値額を年率平均３％以上増加。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＜以下に同意の上、事業計画を策定・実行することが必要＞ ・ 申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を策定していることが必要です。交付後に策定し ていないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 財産処分や収益納付等も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とします。 ・ 再生事業者である場合には、各目標が達成できていない場合であっても返還は免除します。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「○ 基 本要件未達の場合の返還義務」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画終了時点において、給与支給総額の年率 平均１．５％以上増加目標が達成できていない場合は、導入した設備等の簿価又は時価のいず れか低い方の額のうち補助金額に対応する分（残存簿価等× 補助金額／実際の購入金額）の返 還を求めます。 ・ ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達成を求めることは 困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加価値額の年率増加率平均／２」を越 えている場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還 を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給与 支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ １ 申請後の事業類型の変更はできません。」 
[新] : 「・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、事業場 内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した額の返還を 求めます。 ・ ただし、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合や、天災など事業者の責めに負わ ない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。 ○本公募要領は、通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠及びグローバル市場 開拓枠の申請枠に関するものです。同一法人・事業者の応募は、１申請に限ります。 ※ 申請後の申請枠・類型の変更はできません。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「12」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「〇補助事業の実施場所（工場や店舗等）を有していることが必須です。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※１ 応募申請時点で建設中の場合や土地（場所）のみを確保して建設予定である場合は対象外となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業では２０人以下、卸売 業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を言います。補助率は２／３ですが、採択後、交 付決定までの間に小規模企業者・小規模事業者の定義からはずれた場合は、１／２に変更となります。また、 交付決定後における従業員数の変更も同様であり、確定検査において労働者名簿等を確認しますので、補助事 業実施期間終了までに定義からはずれた場合は補助率２／３から１／２への計画変更となります。特定非営利 活動法人は、従業員が２０人以下の場合、補助率が２／３になります。 ※ ３ 回復型賃上げ・雇用拡大枠及びデジタル枠の応募申請は、当該枠で不採択の場合、通常枠で再審査されま す。ただし、再審査の結果、通常枠で採択された場合は、通常枠の補助率等の条件が適用されます。 【一般型】 ＜通常枠＞」 
[新] : 「補助事業の実施場所が自社の所有地でない場合、交付申請までに、不動産登記事項証明書により所有権が移転 していることや賃貸借契約書等により使用権が明確であることが必要です。 ※ ３ 「補助事業の実施場所」とは、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格納、保管等により主と して管理を行う場所を指します。 ○以下に該当しない事業であること。 （該当するとされた場合は不採択、採択決定の取消、又は交付決定の取消の措置を行います。）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「① 本公募要領にそぐわない事業」

テキストが挿入されました�
テキスト
「② 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注又は委託する事業（グローバル市場開拓枠におい て、海外子会社へ外注する場合を除く） ③ 試作品等の製造・開発の主たる部分を他社に委託し、企画だけを行う事業 ④ 事業の実施にあたり、実質的に労働を伴わない事業、専ら資産運用的性格の強い事業（例：無人 駐車場（コインパーキング等）運営にあたって単に機械装置の購入のみを行う事業等）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「⑤ 購入した設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるよ うな事業 ⑥ 公序良俗に反する事業」

テキストが挿入されました�
テキスト
「⑦ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条各項に 定める事業」

テキストが挿入されました�
テキスト
「⑧ 「補助対象経費」の各区分等に設定されている上限を超える補助金を計上する事業 ⑨ その他申請要件を満たさない事業」

テキストが挿入されました�
テキスト
「13」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3
テキストが挿入されました�
テキスト
「○各申請枠の概要、補助金額、補助率、基本要件に加えた追加要件は以下のとおりとなります。従業 員数は、応募時の常勤従業員（中小企業基本法上の「常時使用する従業員」）をいいます。 〈通常枠〉」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「１／２、小規模企業者・小規模事業者、再生事業者（※ ）２／３ ※ 本事業における再生事業者の定義は、別紙４の通り。 補助率 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 ＜回復型賃上げ・雇用拡大枠＞ 項 目 要 件 業況が厳しいながら賃上げ・雇用拡大に取り組む事業者（※）が行う、革新 的な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に必要 な設備・システム投資等を支援 概要 ※ 応募締切時点の前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であり、常時使用する従業員が いる事業者に限る。 従業員数 5人以下 ：１００万円～７５０万円 補助金額 ６人～２０人：１００万円～１，０００万円 ２１人以上 ：１００万円～１，２５０万円 補助率 ２／３ 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費」 
[新] : 「１／２、小規模企業者・小規模事業者、再生事業者（※）２／３ ※ １ 小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業 では２０人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を 言います。補助率は２／３ですが、採択後、交付決定までの間に小規模企業者・小規 模事業者の定義からはずれた場合は、１／２に変更となります。また、交付決定後に おける従業員数の変更も同様であり、確定検査において労働者名簿等を確認しますの で、補助事業実施期間終了までに定義からはずれた場合は補助率２／３から１／２へ の計画変更となります。特定非営利活動法人は、従業員が２０人以下の場合、補助率 が２／３になります。 補助率 ※２ 本事業における再生事業者の定義は、別紙４の通り。それぞれの枠の補助率に関わ らず、補助率が 2/3となり、また基本要件未達の場合の返還要件の免除があります。 〈回復型賃上げ・雇用拡大枠〉 項 目 要 件 業況が厳しいながら賃上げ・雇用拡大に取り組む事業者（※）が行う、革新的 な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に必要な設 備・システム投資等を支援 概要 ※ 応募締切時点の前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であり、常時使用する従業員がい る事業者に限る。 従業員数 5人以下 ：１００万円～７５０万円 補助金額 ６人～２０人：１００万円～１，０００万円 ２１人以上 ：１００万円～１，２５０万円 補助率 ２／３ 以下の全ての要件に該当するものであること。 （１）前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であること （２）常時使用する従業員がいること （３）補助事業を完了した事業年度の翌年度の３月末時点において、その時点 基本要件に 加えた追加 要件 での給与支給総額の増加率が１．５％、事業場内最低賃金が地域別最低賃 金＋３０円以上の水準の増加目標を達成すること ・ 回復型賃上げ・雇用拡大枠は、従業員に対する賃上げ等を前提とした優遇制 度であることから、上述の２つの増加目標未達の場合に加え、同枠で採択さ れた事業者が補助事業を完了した事業年度の翌年度の３月末時点において、 給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標のいずれか一方でも達成でき ていない場合には、補助金交付額の全額の返還を求めることとします。 ・ ただし、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金 返還を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情があ る場合には、給与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用い ることを認めます。 基本要件の 返還要件に 加えた追加 の返還要件」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「8」 
[新] : 「14」
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https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html
https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/index.html
https://security-shien.ipa.go.jp/security/
mailto:ikc-dxpi@ipa.go.jp
https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html
テキストが挿入されました�
テキスト
「＜デジタル枠＞ 項 目 要 件」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「＜デジタル枠＞ 項 目 要 件」 
[新] : 「概要」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「概要」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 ＜グリーン枠＞ 項 目 要 件 温室効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービス開発又は炭素生産性 向上を伴う生産プロセス・サービス提供方法の改善による生産性向上に必要な 設備・システム投資等を支援 概要 従業員数 5人以下 ：１００万円～１，０００万円 ６人～２０人：１００万円～１，５００万円 ２１人以上 ：１００万円～２，０００万円 補助金額 補助率 ２／３ 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 【グローバル展開型】 項 目 要 件 海外事業の拡大・強化等を目的とした「革新的な製品・サービス開発」又は 「生産プロセス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等 を支援（① 海 接投資、②②②海外市場開拓、③ イ ウンド市場開拓、④④④海 外事業者との共同事業のいずれかに合致するもの） 概要 補助金額 １，０００万円～３，０００万円 補助率」 
[新] : 「以下の全ての要件に該当するものであること。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「１／２、小規模企業者・小規模事業者 ２／３」

テキストが削除されました�
テキスト
「設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、海外旅費」

テキストが削除されました�
テキスト
「9」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「４．補助対象事業の要件 ○以下の補助事業実施期間内に、発注・納入・検収・支払等のすべての事業の手続きが完了する事業 であること（事務局による補助事業者に対する補助金交付等のスケジュールの都合上、補助事業 実施期間の延長を行うことはできません）。 ・ 一般型（通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠）：交付決定日から１０ ヶ月以内又は令和５年１２月２０日までのいずれか早い日のいずれかまでとします。（※））。 ・ グローバル展開型：交付決定日から１０ヶ月以内又は令和５年１２月２０日のいずれか早い日まで とします。（※ ））。 ※ 補助事業実施期間の期限が従前の扱いとは異なりますので、ご注意ください。 ○【基本要件】 以下の要件を全て満たす３～５年の事業計画を策定していること。 ・ 事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加。 （被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合は、 年率平均１％以上増加） ・ 事業計画期間において、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で最も低い賃金）を地 域別最低賃金＋３０円以上の水準にする。 ・ 事業計画期間において、事業者全体の付加価値額を年率平均３％以上増加。 ○回復型賃上げ・雇用拡大枠については、基本要件に加えて、 ①前年度の事業年度の課税所得がゼロ 以下であること、 ②常時使用する従業員がいること及び ③補助事業を完了した事業年度の翌年度の ３月末時点において、その時点での給与支給総額、事業場内最低賃金の増加目標を達成すること。 ○デジタル枠については、基本要件に加えて、以下の全ての要件に該当するものであること。 （１）次の①①は②に該当する事業であること。 ①①①に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：ＡＩ・ＩｏＴ、センサー、デジタル技術等を活用した遠隔操作や自動制御、プロセスの可視化等 の機能を有する製品・サービスの開発（部品、ソフトウェア開発を含む）等） ②②②タル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善 （例：ＡＩやロボットシステムの導入によるプロセス改善、受発注業務のＩＴ化、複数の店舗や施設に サービスを提供するオペレーションセンターの構築等） ※ 単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フローそのものの見 直しを伴わないもの、及び導入先企業において前述の単なる電子化にとどまる製品・サービスの開発は該 当しません。 （例：帳票の電子保存システム・デジタルスキャナ・電子契約書サービス・医療用画像診断機器の導入 等、電子書籍・写真等のアルバム・動画編集サービスの開発等） （２）経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活用して、ＤＸ推進に向けた現状や課題に対する認 識を共有する等の自己診断を実施するとともに、自己診断結果を応募締切日までに独立行政 法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に対して提出していること。」 
[新] : 「（１）次の①①は②に該当する事業であること。 ①①①に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：ＡＩ・ＩｏＴ、センサー、デジタル技術等を活用した遠隔操作や自動制御、プ ロセスの可視化等の機能を有する製品・サービスの開発（部品、ソフトウェア開発 を含む）等） ②②②タル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善 （例：ＡＩやロボットシステムの導入によるプロセス改善、複数の店舗や施設にサー ビスを提供するオペレーションセンターの構築等） ※ 単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フ ローそのものの見直しを伴わないもの、及び導入先企業において前述の単なる電子化に とどまる製品・サービスの開発は該当しません。 （例：帳票の電子保存システム・デジタルスキャナ・電子契約書サービス・医療用画 像診断機器の導入等、電子書籍・写真等のアルバム・動画編集サービスの開発等） （２）経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活用して、ＤＸ推進に向けた現状や 課題に対する認識を共有する等の自己診断を実施するとともに、自己診断 結果を応募締切日までに独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に対し て提出していること。 基本要件に 加えた追加 要件」

フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「DX推進ポータルにログインする際は、本補助金の申請時と同じ Gビズ IDプライムアカウントを使用してください。 （３） 独立行政法人情報処理推進機構（ IPA）が実施する「 SECURITY ACTION」の 「★ 一つ星」または「★★ 二つ星」いずれかの宣言を応募申請時点で行っていること。」 
[新] : 「DX推進ポータルにログインする際は、本補 助金の申請時と同じ Gビズ IDプライムアカウントを使用してください。 ※ 独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）への問い合わせについては、電話 による問い合わせを受け付けておらず、メールでのみ問い合わせが可能な場合 がございますので、ご注意ください。 （３） 独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が実施する「 SECURITY ACTION」の「★ 一つ星」または「★★ 二つ星」いずれかの宣言を応 募申請時点で行っていること。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「10」 
[新] : 「15」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（２）（３）について、自己診断結果をＩＰＡに対して提出していること及び「 SECURITY ACTION」の 宣言をおこなっていることが必須の要件となります。ものづくり補助金事務局がＩＰＡに対して照会を行 い、提出・宣言状況の確認を行います。診断結果・宣言が提出されていない場合には、デジタル枠では要件 不備として不採択となりますので、ご注意ください。」 
[新] : 「（２）（３）について、自己診断結果をＩＰＡに対して提出していること及び 「 SECURITY ACTION」の宣言をおこなっていることが必須の要件となります。 ものづくり補助金事務局がＩＰＡに対して照会を行い、提出・宣言状況の確認を 行います。診断結果・宣言が提出されていない場合には、デジタル枠では要件不 備として不採択となりますので、ご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「お問合せフォーム：https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html ○グリーン枠については、基本要件に加えて、以下の全ての要件に該当するものであること。」 
[新] : 「お問合せフォーム： https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「＜グリーン枠＞ 項 目 要 件」

テキストが挿入されました�
テキスト
「温室効果ガスの排出削減に資する取組に応じ、温室効果ガスの排出削減に資する革 新的な製品・サービス開発又は炭素生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供 方法の改善による生産性向上に必要な設備・システム投資等を支援 概要 （エントリー類型） 従業員数 5人以下 ６人～２０人 ２１人以上 ： １００万円～ ７５０万円 ： １００万円～１，０００万円 ： １００万円～１，２５０万円 （スタンダード類型） 従業員数 5人以下 ： ７５０万円～１，０００万円 ：１，０００万円～１，５００万円 ：１，２５０万円～２，０００万円 ：１，０００万円～２，０００万円 ：１，５００万円～３，０００万円 ：２，０００万円～４，０００万円 補助金額 ６人～２０人 ２１人以上 （アドバンス類型） 従業員数 5人以下 ６人～２０人 ２１人以上 補助率 ２／３ 以下の全ての要件に該当するものであること。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「①①①効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、非石油由来の部素材を用いた製品・サービスの 開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等） ②②②生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供の方法の改善 （例：生産工程の労働生産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、水素・アンモニアを活用する設 備導入による燃焼工程と生産プロセスの最適化、複数ラインの作業工程を集約・高効率化 等） ※ ② に て、直接、、、設備投資に関係のない炭素生産性向上を伴う取組は、該当しません。 （例：社内全体での節電対策、設備投資による間接的な炭素排出量の削減等） （２）３～５年の事業計画期間内に、事業場単位または会社全体での炭素生産性を年率平均１％ 以上増加する事業であること。 （３）これまでに自社で実施してきた温室効果ガス排出削減の取組の有無（有る場合はその具体 的な取組内容）を示すこと。 ○グローバル展開型については、以下のいずれか一つの類型の各条件を満たす投資であること。 ①①①：海外直接投資」 
[新] : 「①①①効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、非石油由来の部素材を用いた製 品・サービスの開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等） ②②②生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供の方法の改善 （例：生産工程の労働生産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、水素・アンモニ アを活用する設備導入による燃焼工程と生産プロセスの最適化、複数ラインの作業工程 を集約・高効率化 等） ※ ② に て、直接、設備備備投資に関係のない炭素生産性向上を伴う取組は、該当しませ ん。（例：社内全体での節電対策、設備投資による間接的な炭素排出量の削減等） （２）３～５年の事業計画期間内に、事業場単位または会社全体での炭素生産性 を年率平均１％以上増加する事業であること。 （３）エントリー類型について、以下のいずれかを満たすこと。 １．エネルギーの種類別に毎月使用量を整理し、事業所の CO2の年間排出量を把握してい る。 ２．事業所の電気、燃料の使用量を用途別に把握している。 （４）スタンダード類型について、上記（３）を全て満たし、以下のいずれかを 基本要件 満たすこと。 に加えた 追加要件 ３．本事業で開発に取り組む製品・サービスが、自社のみならず、業界・産業全体での温室効果ガス削 減に貢献するものである。 ４．小売電気事業者との契約で、一部でも再生可能エネルギーに係る電気メニューを選択している。 ５．自社で太陽光やバイオマスなど再生可能エネルギーでの発電を導入している。 ６．グリーン電力証書を購入している。 ７．省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による CO2等の排出削減量や、適切な森 林管理による CO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度（Ｊ－クレジット制度）がある が、この制度を活用し、自社での温室効果ガス削減の取組を環境価値として売却している。 （５）アドバンス類型について、上記（３）を全て満たし、上記（４）３．～ ７．のうち２つ以上を満たし、以下のいずれかを満たすこと。 ８． SBT（ Science Based Targets）若しくは RE100に参加している。 ９．エネルギーの使用の合理化等に関する法律（通称：省エネ法）の事業者クラス分け評 価制度において『 Sクラス』に該当するとされたこと（原則、公募締切時点で「令和３年 定期報告書分」として資源エネルギー庁ホームページにて、『Ｓクラス』として公表さ れていることが確認できること） １０． 2022 年 12 月 31 日以前を起点とし、 2019 年度以降に以下のいずれかの事業における 省エネルギー診断を受診している。または、地方公共団体で実施する省エネルギー診断を 受診している。 ○ 「 無料省エネ診断等事業及び診断結果等情報提供事業」 ○ 「 エネルギー利用最適化診断事業及び情報提供事業」 ○ 「 省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」 ○ 「 地域プラットフォーム構築事業」」

テキストが挿入されました�
テキスト
「16」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「・ 国内事業と海外事業の双方を一体的に強化し、グローバルな製品・サービスの開発・提供体制 を構築することで、国内拠点の生産性を高めるための事業であること。 ・ 具体的には、国内に所在する本社を補助事業者とし、補助対象経費の２分の１以上が海外支店 の補助対象経費となること、又は海外子会社（半数以上の発行済株式の総数又は出資価格の総 額の２分の１以上を補助事業者が所有している、国外に所在する会社）の事業活動に対する外 注費（本補助金の補助対象経費の範囲に限る。一般管理費は含まない。事業実施に不可欠な開 発・試作にかかる業務等を想定）若しくは貸与する機械装置・システム構築費（本補助金の補 助対象経費の範囲に限る。）に充てられること。 ・ 国内事業所においても、単価５０万円（税抜き）以上の海外事業と一体的な機械装置等を取得 （設備投資）すること。 ・ 応募申請時に、海外子会社等の事業概要・財務諸表・株主構成が分かる資料、実績報告時に、 海外子会社等との委託（貸与）契約書とその事業完了報告書を追加提出すること。 ②②②：海外市場開拓 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、製品等の販売先の２分の１以上が海外顧客となり、計画期間 中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書、実績報告時に、想定顧客によ る試作品等の性能評価報告書を追加提出すること。」 
[新] : 「＜グローバル市場開拓枠＞ 項 目 要 件 概要 海外事業の拡大・強化等を目的とした「製品・サービス開発」又は「生産プロ セス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援（①海 外直接投資類型、②海外市場開拓（ JAPAN ブランド）類型、③インバウンド市 場開拓類型、④海外事業者との共同事業類型のいずれかに合致するもの） 補助金額 １００万円～３，０００万円 １／２、小規模企業者・小規模事業者 ２／３ 補助率 ※ 小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業では２０ 人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を言います。補助率 は２／３ですが、採択後、交付決定までの間に小規模企業者・小規模事業者の定義からはずれ た場合は、１／２に変更となります。また、交付決定後における従業員数の変更も同様であり、確 定検査において労働者名簿等を確認しますので、補助事業実施期間終了までに定義からはずれ た場合は補助率２／３から１／２への計画変更となります。特定非営利活動法人は、従業員が ２０人以下の場合、補助率が２／３になります。 以下のいずれか一つの類型の各条件を満たす投資であること。 ①①①直接投資類型 ・ 国内事業と海外事業の双方を一体的に強化し、グローバルな製品・サービスの 開発・提供体制を構築することで、国内拠点の生産性を高めるための事業であ ること。 ・ 具体的には、国内に所在する本社を補助事業者とし、補助対象経費の２分の１ 以上が海外支店の補助対象経費となること、又は海外子会社（半数以上の発行 済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を補助事業者が所有してい る、国外に所在する会社）の事業活動に対する外注費（本補助金の補助対象経 費の範囲に限る。一般管理費は含まない。事業実施に不可欠な開発・試作にか かる業務等を想定。）若しくは貸与する機械装置・システム構築費（本補助金 の補助対象経費の範囲に限る。）に充てられること。 ・ 国内事業所においても、単価５０万円（税抜き）以上の海外事業と一体的な機 械装置等を取得（設備投資）すること。 ・ 応募申請時に、海外子会社等の事業概要・財務諸表・株主構成が分かる資料、 実績報告時に、海外子会社等との委託（貸与）契約書とその事業完了報告書を 追加提出すること。 基本要件 に加えた ②②②市場開拓（ JAPANブランド）類型 追加要件 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、製品等の最終販売先の２分の１以上が海外顧 客となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有 していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書、実績報告時 に、想定顧客による試作品等の性能評価報告書を追加提出すること。 ③インバウンド市場開拓類型 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、サービス等の販売先の２分の１以上が訪日外 国人となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を 有していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かるインバウンド市場調査報告書、実績 報告時に、プロトタイプの仮説検証の報告書を追加提出すること。 ④④④事業者との共同事業類型 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、外国法人と行う共同研究・共同事業開発に伴う設 備投資等があり、その成果物の権利（の一部）が補助事業者に帰属すること（外国 法人の経費は、補助対象外）」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「11」 
[新] : 「17」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「③③③：インバウンド市場開拓 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、サービス等の販売先の２分の１以上が訪日外国人となり、計 画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有していること。」 
[新] : 「・ 応募申請時に、共同研究契約書又は業務提携契約書（検討中の案を含む）、実 績報告時に、当該契約の進捗が分かる成果報告書を追加提出すること。」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3
https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea
https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かるインバウンド市場調査報告書、実績報告時に、プロ トタイプの仮説検証の報告書を追加提出すること。 ④④④：海外事業者との共同事業 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、外国法人と行う共同研究・共同事業開発に伴う設備投資等であ り、その成果物の権利（の一部）が補助事業者に帰属すること（外国法人の経費は、補助対象外） ・ 応募申請時に、共同研究契約書又は業務提携契約書（検討中の案を含む）、実績報告時に、当 該契約の進捗が分かる成果報告書を追加提出すること。 ※１ 事業計画の策定にあたっては、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」又は「中小企業 の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」を参考にしてください。 ※ ２」 
[新] : 「＜大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例＞ 大幅な賃上げに取り組む事業者については、以下のとおり、従業員数に応じて補助上限額を引き上 げます（ただし、回復型賃上げ・雇用拡大枠、各申請枠の補助金額の上限額に達しない場合、再生事 業者、常勤従業員がいない場合は、活用不可）。 補助上限 額の引き 上げ額 従業員数 5人以下 ：各申請枠の上限から最大 １００万円引き上げ ６人～２０人：各申請枠の上限から最大 ２５０万円引き上げ ２１人以上 ：各申請枠の上限から最大１，０００万円引き上げ 以下の全ての要件に該当するものであること。 ※ 追加要件を満たさない場合、大幅な賃上げに係る補助上限額引上の特例を適用しない取扱い 基本要件 に加えた 追加要件 となります。 （１）事業計画期間において、基本要件である給与支給総額を年率平均１．５％ 以上増加に加え、更に年率平均４．５％以上（合計で年率平均６％以上） 増加とすること。 （２）事業計画期間において、基本要件である地域別最低賃金＋３０円以上の水 準とすることに加え、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で 最も低い賃金）を毎年、年額＋４５円以上増額すること。 （３）応募時に、上記（１）（２）の達成に向けた具体的かつ詳細な事業計画 （大幅な賃上げに取り組むための事業計画）を提出すること。 ・ 給与支給総額の年率平均１．５％以上増加目標に加え、更に年率平均４．５％ 以上（合計で年率で６％以上）の増加目標が達成できていない場合は、補助金 交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分（上記補助上 限引上額）について補助金の返還を求めます。 基本要件 の返還要 件に加え た追加の ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点 において、事業場内最低賃金を申請時より毎年、年額＋４５円以上増加するこ とが達成できていない場合は、補助金交付金額から各申請枠の従業員規模ごと の補助上限額との差額分（上記補助上限引上額）について補助金の返還を求め 返還要件 ます。 ・ 事業計画期間において、常時使用する従業員がいなくなった場合には、補助金 交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分（上記補助上 限引上額）について補助金の返還を求めます。 ＜以下、各申請枠及び特例に関する注意書き＞ ※ １ 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め 解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用さ れる者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試用期間中の者は含まれません。 ※２ 事業計画の策定にあたっては、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」又は「中小企業の 特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」を参考にしてください。 ※３」

フォント「Meiryo」が「MeiryoUI-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ ３」 
[新] : 「認定経営革新等支援機関検索システム https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea ※４」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※４ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、賞与及び役員報酬 等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいいます。 ※ ５ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～１００名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させるこ とを指します。」 
[新] : 「※５ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、賞与及び役員報酬等 は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいいます。 ※６ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～１００名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させること を指します。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「18」

テキストが削除されました�
テキスト
「※６」

テキストが削除されました�
テキスト
「補助事業実施期間に新型コロナウイルス感染症の影響を受けることを想定して、上記の賃上げ及び付加価値 額増加の目標を据え置きし、その翌年度から３～５年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です （回復型賃上げ・雇用拡大枠を除く）。 ※ ７ グローバル展開型において海外子会社又は海外支店が主たる補助事業実施主体となる場合は、日本国内の本 社に対して上記の要件が適用されます。」
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https://mirasapo-plus.go.jp/hint/14583/
https://www.youtube.com/watch?v=eOJtZc2jTcE
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html
テキストが挿入されました�
テキスト
「※７ 補助事業実施期間に新型コロナウイルス感染症の影響を受けることを想定して、上記の賃上げ及び付加価値額 増加の目標を据え置きし、その翌年度から３～５年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です（回 復型賃上げ・雇用拡大枠を除く）。 ※８ グローバル市場開拓枠① 海 接投資類型型型において海外子会社又は海外支店が主たる補助事業実施主体となる 場合は、日本国内の本社に対して補助対象事業の申請要件が適用されます。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1,600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化することができます。必要に応じて、自社 の事業計画作成にご活用ください。」 
[新] : 「1,600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化することができます。必要に応じて、自社の 事業計画作成にご活用ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「また、内閣府において、知財が企業の価値創造メカニズムにおいて果たす役割を的確に評価して経営を デザインするためのツール（経営デザインシート）やその活用事例等を公表しています。事業計画の作 成に際し、必要に応じてご活用ください。」 
[新] : 「また、内閣府において、知財が企業の価値創造メカニズムにおいて果たす役割を的確に評価して経営をデ ザインするためのツール（経営デザインシート）やその活用事例等を公表しています。事業計画の作成に 際し、必要に応じてご活用ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「12」 
[新] : 「19」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「〇補助事業の実施場所（工場や店舗等）を有していること。 ※ １ 応募申請時点で建設中の場合や土地（場所）のみを確保して建設予定である場合は対象外となります。 ※ ２ 補助事業の実施場所が自社の所有地でない場合、交付申請までに、不動産登記事項証明書により所有権が移 転していることや賃貸借契約書等により使用権が明確であることが必要です。 ※３ 「補助事業の実施場所」とは、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格納、保管等により主 として管理を行う場所を指します。」 
[新] : 「６．補助対象経費」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「○ 以 下に同意の上、事業計画を策定・実行すること。 ・ 申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を策定していることが必要です。交付後に策 定していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。 ・ 財産処分や収益納付等も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とします。 ・ 再生事業者である場合には、各目標が達成できていない場合であっても返還は免除します。 ＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞ ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画終了時点において、給与支給総額の年 率平均１．５％以上増加目標が達成できていない場合は、導入した設備等の簿価又は時価の いずれか低い方の額のうち補助金額に対応する分（残存簿価等×補助金額／実際の購入金 額）の返還を求めます。 ・ ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達成を求めること は困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加価値額の年率増加率平均／２」 を越えている場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金一 部返還を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給 与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。 ＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞ ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、事 業場内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した額 の返還を求めます。 ・ ただし、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合や、天災など事業者の責めに 負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。 ＜回復型賃上げ・雇用拡大枠において、給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞ ・ 回復型賃上げ・雇用拡大枠は、従業員に対する賃上げ等を前提とした優遇制度であることか ら、上述の２つの増加目標未達の場合に加え、同枠で採択された事業者が補助事業を完了し た事業年度の翌年度の３月末時点において、給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標 のいずれか一方でも達成できていない場合には、補助金交付額の全額の返還を求めることと します。 ・ ただし、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金返還を求めませ ん。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給 与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。 ○以下に該当しない事業であること。（該当するとされた場合は不採択、採択決定の取消、又は交付 決定の取消の措置を行います。） ① 本公募要領にそぐわない事業 ② 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注又は委託する事業（グローバル展開型において、 海外子会社等へ外注する場合を除く） ③ 試作品等の製造・開発の全てを他社に委託し、企画だけを行う事業 ④ 事業の実施にあたり、実質的に労働を伴わない事業、専ら資産運用的性格の強い事業（例：無 人駐車場（コインパーキング等）運営にあたって単に機械装置の購入のみを行う事業等） ⑤ 購入した設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるよ うな事業 ⑥ 公序良俗に反する事業 ⑦ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条により 定める事業」

テキストが削除されました�
テキスト
「13」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑧ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に規定する 暴力団又は暴力団員と関係がある中小企業等による事業 ⑨ 政治団体、宗教上の組織又は団体による事業 ⑩ 「補助対象経費」の各区分等に設定されている上限を超える補助金を計上する事業 ⑪ 重複案件 ・ 同一法人・事業者が同一の締切回において複数申請を行っている事業 ※ 親会社が議決権の 50％超を有する子会社が存在する場合、親会社と子会社は同一法人とみなし、いずれ か 1社のみでの申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する 場合、親会社と複数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。こ れらの場合において、複数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満た さないものとして扱いますのでご注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超 保有する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみなします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子 会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の 50％超を有するひ孫会社等につい ても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 ・ （過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）が助成する制度との重複を含む事業。すな わち、テーマや事業内容から判断し、本事業を含む補助金、委託費と同一又は類似内容の事 業（交付決定を受けていない過去の申請を除く )、及び公的医療保険・介護保険からの診療報 酬・介護報酬、固定価格買取制度等との重複がある事業。 ・ 中小企業生産性革命推進事業の他の補助金（小規模事業者持続化補助金等）と同一の補助対 象を含む事業 ※ 中小企業基盤整備機構が重複受給の確認を行います。 ・ 他の中小企業・小規模事業者等から提出された事業と同一若しくは極めて類似した内容の事業 ※ 他社の事業計画を流用したり、他社に流用されないようご注意ください。 ※ 他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を故意又は重過失により申請した場合、次回以降の公 募への申請ができなくなりますので、十分ご注意下さい。 ⑫ 申請時に虚偽の内容を提出した事業者による事業 ⑬ 平成２７～３０年度、令和元年度及び令和２年度補正のものづくり・商業・サービス補助事 業の採択事業者のうち、「事業化状況・知的財産権等報告書」を未提出の事業者による事業 ⑭ 応募申請時点において、一時的に資本金の減額や従業員数の削減を行い、補助事業実施期間終 了後に資本金の増額や従業員数の増加を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目 的として、資本金、従業員数等を変更していると認められる事業者による事業 ⑮ その他申請要件を満たさない事業」

テキストが削除されました�
テキスト
「５．事業のスキーム 中小企業 基盤整備機構 ①① 募 ② 事 画書申請請請（電子申請） 中小企業 小規模事業者等 補助金交付 Gビズ IDの取得 ↓ 電子申請システムに ログイン ↓ 支援 （任意） 事業実施事務局 （全国中小企業 団体中央会） 事業計画書入力 ↓ 送信 ③③③通知 ④ 交 請 請 請 認定経営革新等 支援機関 審査・採択 ⑤ 補 業業業実施期間 交付決定 申請又は事業化に 対する各種支援 （中間検査） 採択審査委員会 補助事業実施・実績報告 照会（デジタル枠のみ） ＩＰＡ 情報処理推進機構 ⑥ 確 査（交付額の確定） ） ） ⑦ 補 の請求 求 求 ⑧ 補 の支払 払 払 ⑨ 事 状況報告告告・知的財産権等報告 ※ 自己負担額を超える利益が生じた場合は 収益納付をしていただく場合があります ※ ④以降の手続きは、原則、 J-Grants上で行います。」

テキストが削除されました�
テキスト
「６．応募手続き等の概要 （１）公募期間 公募開始：令和４年１０月２４日（月） １７時～ 申請受付：令和４年１１月 ７日（月） １７時～ 応募締切：令和４年１２月２２日（木） １７時 電子申請システムの改修作業に一定の時間を要するため、申請の受付は令和４年１１月７日 （月）に開始予定です。それまでの間、【参考様式１･ 2】を用いて申請内容のご準備を行ってい ただくと、受付開始後、円滑にお手続きいただけます（ただし、本参考様式は、あくまで申請の準 備にご活用いただくためのものであり、申請いただくには改めてシステムへの入力が必要となり ます）。 ※ 十分な対策を行ってはおりますが、申請が集中した場合、申請手続きが滞る可能性がございます。特に締切 り間際には多くの申請が予想されます。一般的に、申請入力には３～５時間程度を要しますので、十分な余裕 を持って申請手続きを開始していただきますようお願いいたします。 （２）申請方法 申請は、電子申請システムのみで受け付けます。入力については、電子申請システム操作マ ニュアルに従って作業してください。入力情報については、必ず、申請者自身がその内容を理 解、確認してください。本事業の申請にはＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要です。未 取得の方は、お早めに利用登録を行ってください。同アカウントは、事業者情報の再入力の手間を 省くため、採択後の手続きにおいても活用いただきます。本アカウント及びパスワードを外部支援 者等の第三者に開示することは、ＧビズＩＤの利用規約第１０条に反する行為であり、トラブルの 原因となり得ますので、ご注意ください。 ※ 申請時及び各報告時に提出された情報については、審査・管理・確定・精算・政策効果検証に使用し、個社 情報が特定されないよう統計処理をした上で、公開する場合がございます。また、事業者間の連携の推進に使 用することを目的として公開する場合があります。 （３）審査結果の通知・公表 採択案件（補助対象予定者）の決定後、申請者全員に対して、速やかに採択・不採択の結果を事 務局から通知します。採択となった案件については、受付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、 事業計画名（３０字以内）、事業の主たる実施場所、支援を行った認定経営革新等支援機関名につ いて、申請での記載内容通りにホームページ等で公表します。 (公表後の修正は一切行いません。） なお、一般型における申請類型の区分は、申請類型の性質に配慮し、明らかにしない形式にて公表 します。 （４）採択後の手続き 採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（交 付申請の手続きに関しましては公式サイトの補助事業の手引きをご覧ください）。 この際、審査によって交付決定される補助金額が減額となる場合がありますので、予めご了承く ださい。また、補助事業実施場所を変更することは原則認められていません。 交付申請の際、従業員数の確認資料として、法人事業概況説明書等を提出いただく場合がありま す（応募申請時に未提出の場合）。従業員数に応じた補助上限額を上回る申請額となっていた場合 は、交付決定額が減額となります。 本事業のうち固定資産の取得に充てるための経費については、圧縮記帳が認められる旨の回答を 国税庁から得ております。詳細は、ものづくり補助金総合サイトのお知らせページをご覧ください。 事業資金の調達については、つなぎ融資（①ものづくり補助金対応 POファイナンス ＊１ 、②交付決 定債権譲渡 ＊２ ） や概算払いを利用することが可能です。 ＊１ 本補助金の交付決定通知を電子記録債権化し、これを譲渡担保として金融機関から融資を受けられるサービス。 ＊２ 本補助金の交付決定債権を金融機関等に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達する手法。」

テキストが削除されました�
テキスト
「７．補助対象経費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「専ら補助事業のために使用される機械・装置、工具・器具（測定工 具・検査工具、電子計算機、デジタル複合機等）の購入、製作、借用に 要する経費 ② 専ら補助事業のために使用される専用ソフトウェア・情報システムの 購入・構築、借用に要する経費」 
[新] : 「専ら補助事業のために使用される機械・装置、工具・器具（測定 工具・検査工具、電子計算機、デジタル複合機等）の購入、製作、 借用に要する経費 ② 専ら補助事業のために使用される専用ソフトウェア・情報システ ムの購入・構築、借用に要する経費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「生産性向上に必要な、防災性能の優れた生産設備等を補助対象経費に含めること は可能です。 ※２ 機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品の購入に要する経費は 「機械装置・システム構築費」となります。」 
[新] : 「生産性向上に必要な、防災性能の優れた生産設備等を補助対象経費に含める ことは可能です。 ※２ 機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品の購入に要する経費 は「機械装置・システム構築費」となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「「借用」とは、いわゆるリース・レンタルをいい、交付決定後に契約したことが 確認できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。したがって、契」 
[新] : 「「借用」とは、いわゆるリース・レンタルをいい、交付決定後に契約したこ とが確認できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。したが って、契約期間が補助事業期間を超える場合の補助対象経費は、按分等の方式 により算出された当該補助事業期間分のみ対象となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「約期間が補助事業期間を超える場合の補助対象経費は、按分等の方式により算出さ れた当該補助事業期間分のみ対象となります。 ※４ 「改良・修繕」とは、本事業で新たに購入する機械設備の機能を高め又は耐久性 を増すために行うものです。 ※５ 「据付け」とは、本事業で新たに購入する機械・装置の設置と一体で捉えられる 軽微なもの (設置場所に固定等 )に限ります。設置場所の整備工事や基礎工事は含みま」 
[新] : 「＝単価５０万円（税抜 き）以上の設備投資を 行うことが必須 ※４ 「改良・修繕」とは、本事業で新たに購入する機械設備の機能を高め又は耐 久性を増すために行うものです。 ※５ 「据付け」とは、本事業で新たに購入する機械・装置の設置と一体で捉えら れる軽微なもの (設置場所に固定等 )に限ります。設置場所の整備工事や基礎工 事は含みません。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「9.96001」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「せん。 ※６」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「本事業で購入する機械装置等を担保に金融機関から借入を行う場合は、事務局へ の事前申請が必要です。なお、担保権実行時には国庫納付が必要です。 ※ ７ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得して いる場合には、中古設備も対象になります。 ※ ８ グローバル展開型において、海外子会社が主たる補助事業実施主体となる場合に 限り、本事業で購入した機械装置等について貸与の契約を締結した上で、海外子会 社に貸与することも可能です。ただし、海外子会社への貸与価格が市場価格から乖 離している場合など、取引形態によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な 場合がありますので、ご注意ください。」 
[新] : 「※ ６ グリーン枠のうち、既存の機械装置（自社で購入、リースを問わない）を補 助事業で購入する機械装置に入れ替える場合に限り、その撤去・廃棄費用を補 助対象経費として認めます。なお、既存の機械装置を売却した場合は、当該売 却額より撤去費用が大きいときに限り、その差額分を対象経費とします。但 し、補助事業で購入する機械装置を超える額の費用は認めません。 ※７ 本事業で購入する機械装置等を担保に金融機関から借入を行う場合は、事務 局への事前申請が必要です。なお、担保権実行時には国庫納付が必要です。 ※８ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得 している場合には、中古設備も対象になります。 ※９ グローバル市場開拓枠のうち、①海外直接投資類型において、海外子会社が 主たる補助事業実施主体となる場合に限り、本事業で購入した機械装置等につ いて貸与の契約を締結した上で、海外子会社に貸与することも可能です。ただ し、海外子会社への貸与価格が市場価格から乖離している場合など、取引形態 によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な場合がありますので、ご注 意ください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「＝補助対象経費総額（税抜き）の３分の１」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「知的財産権を所有する他者から取得（実施権の取得を含む）する場合は書面によ る契約の締結が必要となります。 ※２ 技術導入費支出先には、専門家経費、外注費を併せて支払うことはできません。」 
[新] : 「知的財産権を所有する他者から取得（実施権の取得を含む）する場合は書面 による契約の締結が必要となります。 ※２ 技術導入費支出先には、専門家経費、外注費を併せて支払うことはできませ ん。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＝補助対象経費総額（税抜き）の３分の１」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「17」 
[新] : 「20」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ーランス等の専門家に依頼したコンサルティング業務や旅費等の経費を補助対象 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の２分の１ とすることができます（※ ２の謝金単価に準じるか、依頼内容に応じた価格の妥 当性を証明する複数の見積書を取得することが必要（ただし、１日５万円を上 限））。」 
[新] : 「ーランス等の専門家に依頼したコンサルティング業務や国内旅費等の経費を補助 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１ 対象とすることができます（※ ２ の謝金単価に準じるか、依頼内容に応じた価格 の妥当性を証明する複数の見積書を取得することが必要（ただし、１日５万円を 上限））。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別紙 １ ）の通りとします。」 
[新] : 「国内旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別 紙１）の通りとします。なお、専門家の海外旅費（グローバル市場開拓枠のみ） は、海外旅費に計上してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「クラウドサービス利用 費」 
[新] : 「クラウドサービス利 用費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「クラウドサービス利用に付帯する経費についても補助対象となります（例：ル ータ使用料・プロバイダ契約料・通信料等）。ただし、あくまでも補助事業に必 要な最低限の経費であり、販売促進のための費用（ホームページ作成料等）は対 象になりません。 また、パソコン・タブレット端末・スマートフォンなどの本 体費用は対象となりません。」 
[新] : 「クラウドサービス利用に付帯する経費について、ルータ使用料・プロバイダ契 約料・通信料等の補助事業に必要な最低限のものは補助対象となります。ホーム ページ作成料等の販売促進のための費用は、グローバル市場開拓枠② 海海外場開 拓（ JAPANブランド）類型においてのみ、クラウドサービス利用費ではなく広告 宣伝・販売促進費に計上することができます。また、パソコン・タブレット端 末・スマートフォンなどの本体費用は対象となりません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「18」 
[新] : 「21」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「＝補助対象経費総額（税 抜き）の２分の１」 
[新] : 「＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１」

テキストが挿入されました�
テキスト
「く）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「てください（グローバル展開型において、海外子会社へ外注する場合を除く）。 ※４」 
[新] : 「てください（グローバル市場開拓枠において、海外子会社へ外注する場合を除 く）。 ※ ４ 同一代表者・役員が含まれている事業者、資本関係がある事業者、過去１年間 に令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービ ス生産性向上促進事業で補助事業を実施した事業者を外注先とすることはできま せん。 ※５」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ ５ グローバル展開型において、海外子会社が主たる補助事業実施主体となる場合 に限り、本事業の補助対象経費の区分に該当する費用において、経費総額の過半 を海外子会社に外注することが可能です。ただし、海外子会社への外注価格が当 該業務委託の市場価格から乖離している場合など、取引形態によっては移転価格 税制等の税制上の検討が必要な場合がありますので、ご注意ください。」 
[新] : 「※６ グローバル市場開拓枠のうち① 海 接投資類型型型において、海外子会社が主た る補助事業実施主体となる場合に限り、本事業の補助対象経費の区分に該当する 費用において、経費総額の過半を海外子会社に外注することが可能です。ただ し、海外子会社への外注価格が当該業務委託の市場価格から乖離している場合な ど、取引形態によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な場合があります ので、ご注意ください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＝補助対象経費総額 （税抜き）の３分の１」

テキストが削除されました�
テキスト
「＝補助対象経費総額（税 抜き）の３分の１」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「グローバル展開型のみ」 
[新] : 「グローバル市場開拓枠」

テキストが挿入されました�
テキスト
「のみ ※ １ 海外旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別 紙１）の通りとします。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※２ 国内旅費や本事業と無関係な海外旅費は、補助対象になりません。交付申請時に、海外渡航の計画を予め申請いただくことが必要です。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の５分の１」 
[新] : 「３ 一度の渡航での海外旅費の使用は、事業者３名まで (専門家、通訳者が海外に 同行する場合には事業者 3 名に加え 2 名まで )とし、 1 人あたり最大 50 万円 (税 ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の５分の１ 抜き )を限度とします。 通訳・翻訳費 事業遂行に必要な通訳及び翻訳を依頼する場合に支払われる経費 グローバル市場開拓枠 のうち②海外市場開拓 ※１ 翻訳については、広告宣伝・販売促進に必要な翻訳のみとします。事業計画に 係る契約書の翻訳は不可です。 ※２ 本経費は最大 30万円（税抜き）までを限度とします。 （ JAPAN ブランド類 型）のみ ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の５分の１」

フォントサイズ「9.96001」が「0」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「22」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ １ 旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別紙 １ ）の通りとします。」 
[新] : 「広告宣伝・販売促進費 グローバル市場開拓枠 のうち②海外市場開拓 本事業で開発又は提供する製品・サービスの海外展開に必要な広告（パ ンフレット、動画、写真等）の作成及び媒体掲載、展示会出展等、ブラ ンディング・プロモーションに係る経費 （ JAPAN ブランド）類 型のみ ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１ ※ １ 補助事業以外の自社の製品・サービス等の広告や会社全体のＰＲ広告に関する 経費は対象外です。 ※ ２ 補助事業実施期間内に広告が使用・掲載されること、展示会が開催されること が必要です。なお、交付決定後の発注・契約が前提となります。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「※２ 国内旅費や本事業と無関係な海外旅費は、補助対象になりません。交付申請時に、海外渡航の計画を予め申請いただくことが必要です。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「一度の渡航に随行できるのは、専門家含め２名までとします。」 
[新] : 「マーケティング市場調査については、対象外となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「す（グローバル展開型の場合は、１，０００万円（税抜き）まで）。」 
[新] : 「す（グローバル市場開拓枠の場合は、１，０００万円（税抜き）まで）。 ・ 補助対象経費（税抜き）は、事業に要する経費（税込み）の３分の２以上であることが必 要です。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「費以外の諸経費（テスト販売を除く）」 
[新] : 「費以外の諸経費（ただし、グローバル市場開拓枠のうち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブ ランド）類型におけるテスト販売については除く。テスト販売として認められる経費等に ついての詳細は、別紙５をご覧ください。）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「19」 
[新] : 「23」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「＊＊事業所や作業所内のみで走行し、公道を自走することができないものおよび税法上の車両及び運搬具に 該当しないものを除きます。」 
[新] : 「＊事業所や作業所内のみで走行し、公道を自走することができないものおよび税法上の車両及び運搬具に該 当しないものを除きます。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「作成ソフトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機、診療報酬・介護 報酬を受ける事業に使用し得るものなど）の購入費」 
[新] : 「作成ソフトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機）の購入費（ただ し、補助事業のみに使用することが明らかなものは除く）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「20」 
[新] : 「24」
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https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。」 
[新] : 「を中止、廃止とする場合には、事前に事務局の承認を得なければなりません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「を受けなければなりません（グローバル展開型において、補助事業者から外注を受ける海外 子会社の取得財産についても、同様の制限がかかります）。」 
[新] : 「を受けなければなりません（グローバル市場開拓枠のうち①海外直接投資類型において、補 助事業者から外注を受ける海外子会社の取得財産についても、同様の制限がかかります）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「21」 
[新] : 「25」
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https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「13）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合に」 
[新] : 「13）補助金の概算払を受けた後に本事業を廃止した場合は、概算払を受けた補助金相当分は全額 返納になります。 （ 14）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合に」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９ 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 （ 15）事務局、経済産業省及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力を」 
[新] : 「15）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９ 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。また、補助事業実施期間 中に他の補助金で同様の行為等をした場合にも、補助金の交付決定取消・返還を行うことがあ ります。 （ 16）事務局、経済産業省及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力を」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「22」 
[新] : 「26」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「９．応募申請にかかる留意点」 
[新] : 「８．応募申請にかかる留意点」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「い。申請の準備にあたっては、【参考様式１･２】を参照し、入力が必要な項目をご確認ください。 添付書類については、表１：添付書類を参照し、決められたファイル名にしてください。」 
[新] : 「い。申請の準備にあたっては、【参考様式】を参照し、入力が必要な項目をご確認ください。添付 書類については、表１：添付書類を参照し、決められたファイル名にしてください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「○ 添付書類に関わる留意点」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「本事業の目的・手段について、今までの自社での取組みの経緯・内容をはじめ、今回の補 助事業で機械装置等を取得しなければならない必要性を示してください。また、課題を解決 するため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明確にしながら、具体的な目 標及びその具体的な達成手段を記載してください（必要に応じて図表や写真等を用い具体的 かつ詳細に記載してください）。」 
[新] : 「本事業の目的・手段について、今までの自社での取組の経緯・内容をはじめ、今回の補助 事業で機械装置等を取得しなければならない必要性を示してください。また、課題を解決す るため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明確にしながら、具体的な目標 及びその具体的な達成手段を記載してください（必要に応じて図表や写真等を用い具体的か つ詳細に記載してください）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「グリーン枠の申請においては、様式２を用いて、事業場単位での炭素生産性を年率平均」 
[新] : 「グリーン枠の申請においては、様式３を用いて、事業場単位での炭素生産性を年率平均」

テキストが挿入されました�
テキスト
「グローバル市場開拓枠のうち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型の申請にて、 広告宣伝・販売促進費を対象経費に計上する場合においては、ブランディング・プロモーシ ョン等のマーケティング戦略を具体的かつ詳細に記載してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「23」 
[新] : 「27」
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https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/partner/index.html
テキストが削除されました�
テキスト
「・ その３：会社全体の事業計画」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ その３：会社全体の事業計画」

テキストが削除されました�
テキスト
「10．中小企業庁関連事業データ利活用について 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただ いた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申 請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産 業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、か つ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がご ざいます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は、以下の中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。 中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー 補助金・行政手続（※）・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提 出時等に提供いただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策 立案や経営支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、経済産 業省、中小企業庁及びその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関・施設等機関（政策 の効果検証（ EBPM）目的のみの利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書を提出した機関・研究者で あって、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし 中小企業庁が基準に合致すると認めたものに限る）に提供・利活用され、かつ、支援機関からのデ ータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支援機関にも提供される場合があります。 上記を前提として、申請・利用・報告等を行うことにより、データ利活用に同意したものとみな します。ただし、行政手続については、データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るもの とし、申請時に添付するチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。 （※）「行政手続」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）に基づく経営力向上 計画の申請、事業継続力強化計画の申請、経営革新計画の申請を指します。 なお、申請は新規・変更の両方を含みます。また、経営力向上計画の申請は、経済産業省 （経済産業部局）宛のみの申請に限ります。 ○ 補 助金・行政手続・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等 に提供いただいた情報（提供いただいた情報を加工して生じた派生的な情報も含みます）は、デ ータの区分に従い、効果的な政策立案や経営支援等のために、以下【利活用目的・データ区分・ データ提供先】の表に定める利活用目的で利活用され、提供先に提供（提供を受けた中小企業庁 又はその業務委託先からさらに第三者に提供される場合も含みます。以下同じです）される場合 があります（以下「本データ利活用」といいます）。 〇申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報は、法令等により認められる場合を除 き、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活用目的以外の目的に利活 用されることはなく、また、提供先以外に提供されることはありません。 なお、申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報については、中小企業庁の判断 により提供されない場合や提供先を制限する場合があります。」

テキストが削除されました�
テキスト
「24」

テキストが削除されました�
テキスト
「〇支援機関情報、支援情報、その他の第三者に関する情報が含まれる情報（以下「支援機関等情 報」といいます）について、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活 用目的に利活用され、提供先に提供される場合があることについて、申請者は、支援機関等情報 について権限を有する者から事前に承諾を得るものとします。 〇申請・利用・報告等を行うことにより、本データ利活用に同意し、申請等に当たり提供いただい た情報を包括的に本データ利活用に供することに同意したものとみなします。ただし、行政手続 については、本データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るものとし、申請時に添付す るチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。 〇なお、令和４年度以降、ミラサポ plus（https://mirasapo-plus.go.jp/）の事業者向けデー タ利活用許諾管理機能（データ利活用の範囲について個別の設定を可能とする機能）により本デ ータ利活用への同意の範囲について変更することが可能になる予定です。本データ利活用のうち 申請時の提供情報の中小企業庁及びその業務委託先以外の提供先への提供については、ミラサポ plusの事業者向けデータ利活用許諾管理機能が実装されて以降、実施するものとします。 〇申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報を以下【利活用目的・データ区分・デ ータ提供先】の表に定める提供先に提供する場合、提供先に対し、提供を受けた情報について適 切な管理及び取扱いを行うことを義務付けることとしています。特に、政策の効果検証（EBPM） の実施において、大学その他の研究機関・施設等機関に所属する研究者については、EBPM目的 （研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみの利活用や守秘義務等の遵守 に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関に所属する研究者であって、ミラサポ plus上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁が基 準に合致すると認めたものに限り、提供することとしています。さらに、支援機関に個社名（個 人の場合は当該個人の氏名）つきの詳細な情報を提供する場合はミラサポ plus上で申請者に対し 個別に同意を取得することとします。 〇支援機関からのデータ開示依頼への承認や事業者向けデータ利活用許諾管理機能の利用に当たっ ては、ミラサポ plusへの Gビズ ID を用いた会員登録が必要となります。 また、中小企業庁等からの申請者への各種情報提供や支援機関からのデータ開示依頼に当たっ て、申請時に登録いただいたメールアドレスにメールをさせていただく可能性がありますのでご 留意ください。 ○補助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画 名、補助金名、申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等を中小企業庁ホームページ、ミラサ ポ plus、その他中小企業庁が運営するウェブサイト等で公表する場合があります。また、行政保 有データのオープンデータ化推進の観点から、行政手続の申請等に当たって提供いただいた情報 については、申請時に添付するチェックシートにて同意した場合には、gBizINFO（経済産業省 が運営する政府保有の法人情報のオープンデータ化サイト、https://info.gbiz.go.jp/）におい て、認定等の事実、認定日等を公表する場合があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「〇本データ利活用に関するお問合せは、以下の宛先までお願いいたします。 【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー窓口】 info@mirasapo-connect.go.jp 【利活用目的・データ区分・データ提供先】 データの区分 提供先 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 1 2 3 4 5 6 7 8 申 共 事 申 担 財 事 申 審 制 課 支 支 経 中 独 大 支 中 申 ホ 請 同 業 請 当 務 業 請 査 度 題 援 援 済 小 立 学 援 小 請 ー ム ー ジ 者 申 ・」 
[新] : 「・ 海外事業の準備状況を示す内容：グローバル市場開拓の専門性について（グローバル市場開拓枠 のみ） ① 申請者のみでグローバル市場開拓に関する業務を自主的に遂行する能力を有する場合には、 これまでいつどの国に対し、どのような商品を輸出し、あるいは役務の提供をしたかなど、 申請者の遂行能力が分かる情報について、具体的かつ詳細に説明してください。 ② 申請者のみでグローバル市場開拓に関する業務を自主的に遂行する能力を有さない場合に は、海外展開・新市場開拓等に成功した支援実績等を有する外部専門家等を活用するなど、 当該外部専門家等がいつどの国に対し、どのような商品の輸出・役務の提供を支援したかな ど、外部専門家等の遂行能力が分かる情報について、具体的かつ詳細に説明してください。 〈特に②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型の方への参考〉 令和４年度当初予算「 JAPANブランド育成支援等事業」支援パートナー検索ページ (https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/partner/index.html） 中小企業者が海外販路開拓等を行う上で必要となる様々な活動をサポートする民間の支援事業者を掲載 しておりますのでご参考ください（本事業を申請するにあたって、本リストの支援事業者の選択・活用は 必須ではありません。）。本リストに掲載されている支援事業者との契約等は、各申請者の判断と責任の 下に行ってください。なお、本リストに掲載されている支援事業者等を選択することが、本事業の採択を 確約するものではありません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「26」 
[新] : 「28」


9. MMIEM

oV H B &

2714

EEEEEEEEPAORNE i s EEEE R

(1) |HEHESE (o]
(511 OR—ZBIATOERICT BN IEE W)

TD 1 : HHBERORANEENE

TD2 : FBRORE

TD 3 : BEREEICH T B HHEFAEF DS HRH

BASROEMRRZRITAE : HY0—)ULihiBFREDE

FIEICDWT (OO0 ULihERRaRD;)
%1 Word S THEM®D L. POFBERICERULBFI7(IL2BF
$%>X?A@ﬁi®%ﬁcﬁﬁbt<ﬁém(ﬁﬁ@m)o
%2 ERFEDK. REEED [ AFiRORLEZIRATEDE
DREFRBETIN, REE %@ﬁ%ﬂ%ﬁﬁcﬁiiaﬁﬁk
2T BRABENH S TONE, FIREEOHCRABREDF
RS (CBITI BT ENTEEITDT, AFMIEDZ L 4E=IAT
EZEME. BHBBDOICHX VR TEEHRLET.

(2) #HEFEICRITHIENS (HX1] [ex)
¥ (BR1] ZEBVWTIEER L. EF I 7ML ZEBFREBES AT LD
FTEDBERICH T LTS IZEE0N,

(3) &5 LIFFHEDENE (HBR2a+csER)]  [Xox]
X [#HR 2] #AVWT. BHEBAOBEILADSESNRRESKV
BIFRB(CHT DRSS ZEHRENARE SN, cnEsIELIF3E
DENZREUTLESEV. &85 EIFIRORETNEESE (. K
ENzmiCNaiEEziEalExrd. Fio. KERERS| ETEHE
ENFECOnWTEHBEDER EULET.

(4) REEF [x]

(ER 2 FEOEMEERR, BEH8E (WEIFEFEE

lf*(ilﬁibu"l’%g) . %LEW#E:E\ ”ﬁ;u%ﬂﬁﬂﬂm\

{E B R)

X1 ERI2FETHEBVFNEEESE (1FME2FKmE) (&,
1D DOREE (BEMERR. Eéﬁ%i(%i#ﬁﬂﬁﬁﬁk
(FEBFESE) . RiERMRES ARSEEIRERM. ERIET
x) ZRHFLTZE,

X EFERREEORGHN TERVRNDEES (L, B
STEERCINFEEZRMIL T IZE0,

X3 EASEXOBEIEEREEFERMILTIZE,

%4 HSRMBEENVIRGTERERM(E. RN S/ERL TL
BHBEDIHFMTUTLES0N,

FEBEETD1 (FHEER)
FEBEETD2 (FHEER)
BRITEETD3 (BEER)

EEHEE (JO—/LTHIBRED
BHRMECDLT) (BEER)

WM REECEITDIENSE (BF
E=E2))

BELTENE (BFER)

[EADBZE]

FOHREES (FXER)

X BT D 2D DREEFL.
18071 J7(ILELTEN 2D
J_”rjl/%/l\\'f—_"b_C(r éb\

(BAFBEEDHEE]
BEREES (FXER)

(BRIUEBBEIRBRNWT EFICKIDRE
EEFEOREN TERNEEE]
HUBRTEEEF (FFER)

29



テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「者 者 情 計 事 情 活 に 機 情 産 企 行 そ 機 企 者 の 識 ・ 属 情 報 請 者 営 業 の 承 情 報 情 報 報 画 業 内 報 用 情 係 る 関 情 報 業 省 （ 中 小 業 庁 除 く 外 局 む ） 業 庁 び 業 委 託 政 法 人 （ ※ の 他 研 究 関 ・ 設 等 機 関 （ ２ ） 所 属 る 研 関 （ ３ ） 業 ・ 規 模 業 者 （ 本 人 ペ ※ 別 情 情 継 容 報 情 報 及 の 小 報 報 報 ・ gBizINFO 性 企 務 １ 機 事 ） を 先 施 利活用目的 ※ ４ ） を ※ 含 に す 究 者 政策の効果検証（EBPM）の 実施（※５） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 効果的な政策立案や経営支 援、業務効率化等のための 行政機関内での情報共有 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 申請者本人による過去の申 請情報等の一括した保存・ 閲覧 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 将来的な申請の円滑化に向 けた申請情報の活用（ワン スオンリー等） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 中小企業・小規模事業者に 対する経営支援情報（補助 金や支援者等）の紹介 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 経営相談に際する支援者に よる中小企業・小規模事業 者の情報の閲覧 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 支援機関の支援実績や専門 知見等の見える化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング 〇 〇 ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 政府保有情報のオープンデ ータ化（※ ６ ） ○」 
[新] : 「９．添付書類」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「8.03999」が「12」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「（※ １）「独立行政法人」とは、利活用目的等に照らし中小企業庁が認めた独立行政法人を指しま す。 （※ ２）「大学その他の研究機関・施設等機関」とは、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主 な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁が基準に合致すると認めた大学その他 の研究機関及び施設等機関を指します。なお、利活用可能なデータは、下掲（※５）のとおり とします。 （※ ３）「支援機関」とは、以下のとおりです。なお、ミラサポ plus 上で支援機関からのデータ開示 依頼に対して申請者の承認が得られた場合に限り、当該申請者の個社名（個人の場合は当該個 人の氏名）つきの詳細な情報が利活用可能となります。 • 特殊法人（株式会社日本政策金融公庫等） • 特別法人及び特別法人に所属する組織（日本商工会議所、全国商工会連合会及び各単会等） • 中小企業庁の設置する各種相談窓口（よろず支援拠点等） • 中小企業庁所管法律に定められる中小企業支援者（認定経営革新等支援機関等） • 中小企業庁の所管する事業における中小企業支援者（中小企業１１９の専門家・地域プラッ トフォーム等） （※ ４）「中小企業・小規模事業者等」への提供データは、採択発表時の公表情報とします。 • 法人名・都道府県・市区町村 • 事業計画名 • 補助金名・申請年度・申請応募回、採択 • 支援機関名 等 （※ ５）「政策の効果検証（ EBPM）の実施」に係る誓約書を取り交わした研究者等に提供するデータ は、以下のとおりとします。 • 法人：法人番号 • 個人事業主：企業名、住所、代表者名、電話番号 • 従業員数、資本金、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都道府県 、業種 （主な業 種、日本標準産業分類の中分類） • 売上高、 経常利益 、付加価値額（粗利、減価償却費） • 審査結果（採択/不採択）、審査点 • 補助金名、申請年度、事業実施年度、応募回 （※ ６）ホームページ（中小企業庁ホームページ、ミラサポ plus、その他中小企業庁が運営するウェ ブサイト等）・ gBizINFOにおいて、以下の項目を公表する場合があります。 ・ 【補助金で採択となった案件】法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画名、補助金 名、申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等 ・ 【行政手続で認定等となった案件】認定等の事実、認定日等」

テキストが削除されました�
テキスト
「27」

テキストが削除されました�
テキスト
「なお、上記のデータ区分は、以下のとおりです。 No. データ区分 定義 具体例 1 申請者の識別・属性 情報 申請者を特定し、又は申請者に到達することが可能な情報及 び法人の規模や体制を示す情報 Gビズ ID 申請者名（法人名／屋号等を含む） 本店住所・代表電話番号 代表者名 従業員数、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都 道府県、市区町村、業種（主な業種、日本標準産業分類の 中分類） 等 2 共同申請者情報 補助金等の事業に申請するに当たり、申請者が提携する法人 及び所属する組織の情報 連携先情報 加入組織情報 等 3 事業・営業情報 申請者の事業概要及び特許情報、取引情報等、事業活動にお いて有用となる技術上又は営業上の情報（営業秘密となる情 報を含む） 事業内容 特許情報 販売先／仕入れ先 株主・出資者 等 4 申請者の承継情報 申請者の事業を承継した（承継する予定の）法人等に係る情 報 事業承継形態・事業承継状況 承継者の要件 承継者の基本情報 等 5 担当者情報 申請者において、補助金の申請を担当している部門名及び従 業員の氏名並びにその連絡先 申請担当者名 申請担当者の所属部署 申請担当者の連絡先 等 6 財務情報 申請者の確定申告及び財務三表（貸借対照表、損益計算書及 びキャッシュフロー計算書）に記載されている情報及びそれ らの情報から算出された経営・財務指標 確定申告書等に記載されている情報 貸借対照表に記載されている情報 損益計算書に記載されている情報 各種利益率 ローカルベンチマーク 等 7 事業計画 申請者の中期経営計画及び補助金等の申請をした事業に係る 計画の内容 中期経営計画 その他事業計画 等 8 申請事業内容 申請者が補助金等を申請する事業の概要並びに補助金交付金 額及び費用などの情報 申請事業名・概要 補助金交付情報 等 9 審査情報 申請に対して審査員等が審査をした際の情報 審査点 等 10 制度活用情報 過去に認定・承認を受けた補助金・行政手続の情報又は申請 中の補助金・行政手続の情報 補助金交付の履歴 行政手続の履歴（認定等の事実､認定日等） 申請年度・事業実施年度、申請応募回 等 11 課題に係る情報 申請者が抱える課題等、申請者から支援者又は支援機関が収 集した情報 事業者が抱える課題 支援機関への相談内容 等 12 支援機関情報 支援機関として登録している情報 認定支援機関 ID 認定支援機関名 認定支援機関のサービス内容 認定支援機関の資格保有内容 等 13 支援情報 申請者が支援機関から受けた支援に関わる内容 支援内容 等 中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーは、中小企業庁のホームページにも掲載しています。 【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー】 https://www.chusho.meti.go.jp/hojyokin/data_policy/」

テキストが削除されました�
テキスト
「表１：添付書類」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（１） 事業計画書【★★】」 
[新] : 「■■■■■■■■ 必 須の添付書類■■■■■■■■ （１） 事業計画書【☆☆】」

フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「海外事業の準備状況を示す内容：グローバル市場開拓の専 門性について（グローバル市場開拓枠のみ）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申 請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。 ※ 申請の際、見積書等の「入手価格の妥当性を証明できる書類」の 提出は不要ですが、見積書等の補助対象経費に計上する経費に該 当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続 きに移行することができますので、入手価格の妥当性を証明でき る書類は、極力お早めに揃えていただくことを推奨します。 （２） 賃金引上げ計画の誓約書【様式１】【★★】」 
[新] : 「事業計画書（グローバル市場開拓の 専門性について）（事業者名） ※１ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子 申請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。 ※２ 申請の際、見積書等の「入手価格の妥当性を証明できる書類」 の提出は不要ですが、見積書等の補助対象経費に計上する経費に 該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手 続きに移行することができますので、入手価格の妥当性を証明で きる書類は、極力お早めに揃えていただくことを推奨します。 （２） 補助経費に関する誓約書【様式１】【☆☆】 補助対象経費に関する誓約書（事業 者名） ※ 【様式１】を用いて作成し、電子ファイルを電子申請システムの 所定の場所に添付してください。 （３） 賃金引上げ計画の誓約書【様式 2(1月中に掲載 )】【☆☆】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【様式１】を用いて、申請時点の直近月の事業場内最低賃金及び直 近決算における給与支給総額が明記され、これを引き上げる旨の誓 約を提出してください。賃金引上げ幅の大きい事業者は、本資料を 元に加点措置を講じます。 （３）決算書等【★】」 
[新] : 「【様式２】を用いて、申請時点の直近月の事業場内最低賃金及び 直近決算における給与支給総額が明記され、これを引き上げる旨 の誓約を提出してください。賃金引上げ幅の大きい事業者は、本 資料を元に加点措置を講じます。また、大幅な賃金引上げ計画の 誓約書についても共通の様式とします。 （４） 決算書等【☆】」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※ 提出する２期分の決算書等は、 １期分を１ファイルとして計２フ ァイルを添付してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「設立２年に満たない中小企業者等（１年以上２年未満）は、１期 分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動 ※ 提出する２期分の決算書等は、１期 分を１ファイルとして計２ファイルを 添付してください。 【個人事業主の場合】 計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付 してください。」 
[新] : 「設立２年に満たない中小企業者等（１年以上２年未満）は、 １期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人 は活動計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記 表）を添付してください。 ※」

テキストが削除されました�
テキスト
「確定申告書等（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ ２ 設立まもなく決算書の添付ができない中小企業者等は、事業計 画書及び収支予算書を添付してください。」 
[新] : 「２ 設立まもなく決算書の添付ができない中小企業者等は、事業 計画書及び収支予算書を添付してください。」

フォントサイズ「9」が「0」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している 場合のみ添付してください。」 
[新] : 「製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成してい る場合のみ添付してください。 【個人事業主の場合】」

テキストが挿入されました�
テキスト
「確定申告書等（事業者名）」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【法人の場合】 （４）従業員数の確認資料【★★ 】」 
[新] : 「添 付 書 類 ファイル名 【法人の場合】 （５） 従業員数の確認資料【☆☆】」

フォント「Meiryo」が「MS-Gothic」に変更されました。
フォントサイズ「9.96001」が「12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「【個人事業主の場合】」

テキストが削除されました�
テキスト
「【個人事業主の場合】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「労働者名簿【★★】」 
[新] : 「労働者名簿【☆☆】」

テキストが挿入されました�
テキスト
「労働者名簿（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「21名以上で、上記（４）従業員数の」 
[新] : 「21名以上で、上記（５）従業員数の」

テキストが削除されました�
テキスト
「労働者名簿（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「様式の定めはありませんが、「事業者名」「従業員数」「従業員 氏名」「生年月日（西暦）」「雇入れ年月日（西暦）」「従事する 業務の種類」の記載があるものを作成してください。」 
[新] : 「様式の定めはありませんが、「事業者名」「従業員数」「従業 員氏名」「生年月日（西暦）」「雇入れ年月日（西暦）」「従事 する業務の種類」の記載があるものを作成してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「上で、上記４従業員数の確認資料 における期末の従業員数が 20 名以 下の場合のみ、添付が必要。」 
[新] : 「上で、上記（５）従業員数の確認 資料における期末の従業員数が 20 名以下の場合のみ、添付が必要。 （７）応募申請時において再生事業者であることを証明する書 類【☆☆】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「添 付 書 類 ファイル名 「再生事業者」に係る確認書（事 業者名） （６）応募申請時において再生事業者であることを証明する書 類【★★ 】 （再生事業者のみ）」 
[新] : 「（再生事業者のみ） 「再生事業者」に係る確認書（事業 者名）」

フォント「MS-Gothic」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【法人の場合】 （７） 課税所得の状況を示す確定申告書類【★★】」 
[新] : 「（８） 課税所得の状況を示す確定申告書類【☆☆】 【法人の場合】」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9.96001」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ 課税所得の状況を証明する書類として、前年度の確定申告書等を 添付してください。 ※ 確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記載の あるものについては、「受信通知（メール詳細）」の添付は不要と します。 e-TAXで申告していない場合、所轄税務署の収受日付印が押印（受付日時の印字）されていることが必要です。 ※ 所轄税務署の収受日付印又は「受信通知（メール詳細）」のいずれ も存在しない場合には、提出する確定申告書類の年度の「納税証明 書（その２所得金額用）」（総所得金額の記載のみで可）を提出す ることで代替することができます。 (1) 確定申告書別表一 (一 )の控え （事業者名） (2) 確定申告書別表四の控え（事 業者名） (3) 受信通知（事業者名） ※ e-TAXで申告している場合のみ 【個人事業主の場合】 (1)確定申告書第一表の控え（事 業者名）」 
[新] : 「※１ 課税所得の状況を証明する書類として、前年度の確定申告書 等を添付してください。 ※２ 確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記 載のあるものについては、「受信通知（メール詳細）」の添付は 不要とします。 e-TAXで申告していない場合、所轄税務署の収受日付印が押印（受付日時の印字）されていることが必要です。 ※３ 所轄税務署の収受日付印又は「受信通知（メール詳細）」の いずれも存在しない場合には、提出する確定申告書類の年度の 「納税証明書（その２所得金額用）」（総所得金額の記載のみで 可）を提出することで代替することができます。 (1) 確定申告書別表一 (一 )の控え（事業 者名） (2) 確定申告書別表四の控え（事業者 名） (3) 受信通知（事業者名） ※ e-TAXで申告している場合のみ 【個人事業主の場合】 (1) 確定申告書第一表の控え（事業者 名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（８）炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状 況【様式２】【★★】」 
[新] : 「（９）炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状 況【様式３ (１月中に掲載 )】【☆☆ 】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【様式２】を用いて、３～５年の事業計画期間内に、事業場単位 での炭素生産性を年率平均１％以上増加させる具体的な計画内容 と、これまでに自社で実施した温室効果ガス排出削減の取組内容の 有無やその効果等を、詳細に記載し、添付してください。」 
[新] : 「【様式３】を用いて、３～５年の事業計画期間内に、事業場単 位での炭素生産性を年率平均１％以上増加させる具体的な計画内 容と、これまでに自社で実施した温室効果ガス排出削減の取組内 容の有無やその効果等を、詳細に記載し、添付してください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「30」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（９） 海外事業の準備状況を示す書類【★★】 （グローバル展開型のみ） ・ ①類型（海外直接投資）」 
[新] : 「添 付 書 類 ファイル名 （１０） 大幅な賃上げ計画書【様式４ (1月中に掲載 )】【☆☆】 （大幅な賃上げを行う事業者のみ） ※ 【様式４】を用いて、３～５年の事業計画期間内に取り組む、 大幅な賃上げに取り組むための事業 計画（事業者名） 大幅な賃上げのための具体的な計画内容と、これまでに自社で実 施した賃上げの取組内容の有無やその効果等を、詳細に記載し、 添付してください。 （１１） 海外事業の準備状況を示す書類【☆☆】 （グローバル市場開拓枠のみ） ・ ①海外直接投資類型」

フォント「Meiryo-Bold」が「MS-Gothic」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「・ ②②型（海外市場開拓） 具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書 ・ ③③型（インバウンド市場開拓）」 
[新] : 「・②②外市場開 拓（ JAPANブランド）類型 Ａ．具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書 Ｂ．海外展開の専門性について ・ ③③ンバウンド市場開拓類型」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「④類型（海外事業者との共同事業）」 
[新] : 「④海外事業者との共同事業類型」

テキストが挿入されました�
テキスト
「の場所に添付してください（様式自由、ページ数の制限なし）。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※２」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「①類型：海外子会社等の事業概要 等（事業者名） ② 類 海外市場調査査査報告書（事 業者名） ③類型：ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ市場調査報告書 （事業者名） ④ 類 共同研究契約書等等等（事業 者名） の場所に添付してください（様式自由、ページ数の制限なし）。」 
[新] : 「提出資料は日本語で作成されたもの、若しくは日本語訳をお つけいただいたものに限ります。 ①海外直接投資類型：海外子会社等の 事業概要等（事業者名） ②海外市場開拓（ JAPAN ブラン ド）：海外市場調査報告書（事業者 名） ③インバウンド類型：インバウンド市 場調査報告書（事業者名） ④海外事業者との共同事業類型：共 同研究契約書等（事業者名）」

フォントサイズ「9.96001」が「9」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「※２」

テキストが削除されました�
テキスト
「④類型の各契約書を除き、提出資料は日本語で作成されたも の、もしくは日本語訳をおつけいただいたものに限ります。 ※ ３ 申請類型以外の類型に関する資料についても、添付のあったも のについては、審査の対象といたします。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「30」 
[新] : 「31」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
テキストが挿入されました�
テキスト
「■■■■■■■■ 任 意の添付書類■■■■■■■■ （１２）審査における加点を希望する場合に必要な追加書類 【☆☆】」

テキストが挿入されました�
テキスト
「添 付 書 類 ファイル名」

テキストが削除されました�
テキスト
「添 付 書 類 ファイル名 （１０）審査における加点を希望する場合に必要な追加書類 【★★】」

テキストが削除されました�
テキスト
「＊所轄税務署の収受印もしくは電子申請の受付刻印のある「個人」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＊所轄税務署の収受印若しくは電子申請の受付刻印のある「個人」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「：デジタル技術の活用及び DX推進の取組状況【様式３】 （デジタル枠に申請する場合）」 
[新] : 「サイバーセキュリティお助け隊の契 約書（事業者名）」

フォントサイズ「10.56」が「9」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「事業継続力強化計画（事業者名） 連携事業継続力強化計画（事業者名）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「特定適用事業所該当通知書（事業者 名） ：サイバーセキュリティお助け隊の契約書の写し（デジタ ル枠のみ）」

テキストが削除されました�
テキスト
「デジタル技術等取組状況（事業者 名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「事業継続力強化計画（事業者名） 連携事業継続力強化計画（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「特定適用事業所該当通知書（事業 者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【★ 】」 
[新] : 「【 ☆】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【★★ 】 ：申請事業者の許可があれば、経済産業省が指定する」 
[新] : 「【 ☆☆】：申請事業者の許可があれば、経済産業省が指定する」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「31」 
[新] : 「32」
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https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf
https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html
https://atotsugi-koshien.go.jp/
テキストが挿入されました�
テキスト
「１０．審査項目・加点項目」

テキストが削除されました�
テキスト
「表２：審査項目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「「４．補助対象事業の要件」を満たすか。３～５年計画で「付加価値額」年率平均３％以上の 増加等を達成する取組みであるか。なお、「応募者の概要」に記載いただいた内容は、審査に考 慮されません。」 
[新] : 「「５．補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等」を満たすか。３～５年計画で「付加価 値額」年率平均３％以上の増加等を達成する取組であるか。なお、「応募者の概要」に記載いた だいた内容は、審査に考慮されません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「針」に沿った取組みであるか（グローバル展開型では、地域内での革新性だけではなく、 国際競争力を有しているか）。」 
[新] : 「針」に沿った取組であるか。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「調達が見込まれるか（グローバル展開型では、海外展開に必要な実施体制や計画が明記され ているか）。」 
[新] : 「調達が見込まれるか。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ニーズの有無を検証できているか（グローバル展開型では、事前の十分な市場調査分析を 行っているか）。」 
[新] : 「ニーズの有無を検証できているか。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「事業となることが期待できるか（グローバル展開型では、事業の成果・波及効果が国内に 環流することが見込まれるか）。」 
[新] : 「事業となることが期待できるか。 ※ 以下に選定されている企業や承認を受けた計画がある企業は審査で考慮いたします。 ○地域未来牽引企業 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html ○地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※ 以下のファイナリスト企業は審査で考慮いたします。 ○アトツギ甲子園 https://atotsugi-koshien.go.jp/」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「32」 
[新] : 「33」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/index.html
https://www.biz-partnership.jp/index.html
テキストが挿入されました�
テキスト
「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （５）炭素生産性向上の取組等の妥当性（グリーン枠のみ。【様式２】を元に審査します。）」 
[新] : 「（５）炭素生産性向上の取組等の妥当性（グリーン枠のみ。【様式３】を元に審査します。）」

フォント「MS-Gothic」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（６）加点項目」 
[新] : 「（６） グローバル市場開拓の取組等の妥当性（グローバル市場開拓枠のみ。事業計画書を元に審査 します。） ➀ 海外展開等に必要な実施体制や計画が明記されているか。また、グローバル市場開拓に係 る専門性を申請者の遂行能力または外部専門家等の関与により有しているか。 ② 事前の十分な市場調査分析を行った上で、国際競争力の高い製品・サービス開発となって いるか。 ③ 国内の地域経済に寄与するものであるか。また、将来的に国内地域での新たな需要や雇用 を創出する視点はあるか。 ④ ブランディング・プロモーション等の具体的なマーケティング戦略が事業計画書に含まれ ているか。（②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型のみ） （７） 大幅な賃上げに取り組むための事業計画の妥当性（大幅な賃上げに係る補助上限額引上の特 例のみ。【様式４】を元に審査します。） ➀ 大幅な賃上げの取組内容が具体的に示されており、その記載内容や算出根拠が妥当なもの となっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来に渡り、継続的に利益の増加等を人件費に充 当しているか。また、人件費だけでなく、設備投資等に適切に充当し、企業の成長が見込 めるか。 （８）加点項目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「において宣言を公表している事業者。（応募締切日時点） ②-3：再生事業者（本事業における再生事業者の定義は別紙４の通り）」 
[新] : 「において宣言を公表している事業者。（応募締切日前日時点） ②-3：再生事業者（本事業における再生事業者の定義は別紙４の通り） ②-4：デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況（デジタル枠のみ） Ａ．経営の方向性及びデジタル技術等の活用の方向性の決定 ａ．デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについて認」

テキストが挿入されました�
テキスト
「34」
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https://www.ipa.go.jp/security/keihatsu/sme/otasuketai/#list
https://www.kenko-keiei.jp/
https://www.j-startup.go.jp/
https://www.j-startup.go.jp/local_3/
https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
テキストが挿入されました�
テキスト
「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「②-4：「デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況」（デジタル枠のみ） ※ 「様式３」を用いて、デジタル技術等の活用の方向性の公表状況や体制の提示等の取組状況を記載 してください。」 
[新] : 「識、その内容について公表 ※ホームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 ｂ．上記ａ．を踏まえた経営ビジョンやビジネスモデルを策定・公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｂ．上記Ａ．の経営ビジョンやビジネスモデルを実現するための戦略を公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｃ．上記Ｂ．の戦略を推進するための体制・組織（ CIO（最高情報責任者）の配置、担 当部門の配置等）を示し、公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｄ．「ＤＸ推進指標」自己診断フォーマットの定量指標における「人材欄」（ 688～ 690 行目 /Ver.2.3 以降の場合はシート「 IT システム構築の取組状況（定量指 標）」の 11～ 13行目）を全て記載 E． 申請時点において、「サイバーセキュリティお助け隊サービス」※ を 利用している か。 ※ 独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)が公表する「サイバーセキュリティお助け隊サービスリ スト」に掲載されているサービス https://www.ipa.go.jp/security/keihatsu/sme/otasuketai/#list ②-５：令和４年度に健康経営優良法人に認定された事業者 ※ 健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト（ https://www.kenko-keiei.jp/） ②-６： J-Startup、 J-Startup地域版に認定された事業者 ※ J-Startup事務局ポータルサイト（ https://www.j-startup.go.jp/） J-Startup地域版（ https://www.j-startup.go.jp/local_3/） ②-７：「新規輸出 1 万者支援プログラム」に登録した事業者（グローバル市場開拓枠のう ち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型のみ） ※ 応募締切日前日時点で「新規輸出 1万者支援プログラム」ポータルサイト （ https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html）において IDを取得している事業者。 ※ 申請者が上記プログラムに登録されているか否かの事実確認を行うことを目的として、本補助金 の申請に関する情報を独立行政法人日本貿易振興機構（ JETRO）と共有することがあります。 ②-８ :取引先の事業者がグリーンに係るパートナーシップ構築宣言をしている事業者（グリ ーン枠のみ）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「④-1:「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均２％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋６０円以上の水準にする計画を有し、事務局に誓約書を 提出している事業者」、又は、「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均３％ 以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋９０円以上の水準にする計 画を有し、事務局に誓約書を提出している事業者」に対して従業員数の規模に応じた加 点を行います。 ④-2:「被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組 む場合」 ※ 最大６項目の加点が可能。デジタル枠に限り、最大 7項目の加点が可能。 ※ 加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致した場合にのみ加点されます。」 
[新] : 「④-1:「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均２％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋６０円以上の水準にする計画を有し、事務局に誓約書 を提出している事業者」、又は、「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均 ３％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋９０円以上の水準に する計画を有し、事務局に誓約書を提出している事業者」に対して加点を行います。 ④-2:「被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合」 ※ 通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、グローバル市場開拓枠（②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型 を除く）については最大６項目の加点が可能。 ※ デジタル枠については最大６項目の加点に加え、デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況にある６項目 を加えた計１２項目の加点が可能。 ※ グリーン枠については最大６項目の加点に加え、取引先の事業者がグリーンに係る取組を宣言している事業 者の計７項目の加点が可能。 ※ グローバル市場開拓枠②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型については最大６項目の加点に加え、 「新規輸出 1万者支援プログラム」に登録した事業者の計７項目の加点が可能。 ※ 加点項目の一部については、エビデンスとなる添付書類を提出していただきます。 ※ 審査の結果、各要件に合致した場合にのみ加点されます。」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業、令和元年度補正・令和２年度補 正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業」 
[新] : 「令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業」

テキストが置換されました�
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[旧] : 「33」 
[新] : 「36」
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テキスト

「令和元年度補正・令和３年度補正」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（１３次締切分）」 
[新] : 「（１４次締切分）」
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[新] : 「令和５年１月」
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テキスト

「【事業概要】 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金は、中小企業・小規模事業者等が今後複数 年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイ ス導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作 品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支援するものです。また、業況の厳しい 事業者や、デジタル・グリーン分野で生産性向上に取り組む事業者に対して、通常枠とは別に、 [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] [デジタル枠 ] [グリーン枠 ]を設け、補助率や補助上限額の優遇によ り積極的に支援します。 補助上限 一般型 [通常枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※ ） [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※） [デジタル枠 ] ７５０万円～１，２５０万円（※） [グリーン枠 ] １，０００万円～２，０００万円（※） グローバル展開型 ３，０００万円 ※ 従業員規模により補助上限の金額が異なります。 補助 率 一般型 [通常枠 ] １／２ 小規模事業者等 ２／３ [回復型賃上げ・雇用拡大枠 ] ２／３ [デジタル枠 ] ２／３ [グリーン枠 ] ２／３ グローバル展開型 １／２ 小規模事業者等 ２／３ 補助要件 【基本要件】以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実行 ・付加価値額 ＋３％以上／年 ・給与支給総額 ＋１．５％以上／年 ・ 事業場内最低賃金≧地域別最低賃金＋３０円 ※ 回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠及びグリーン枠については、基本要件に加えて、別途要 件があります。詳細は、「４．補助対象事業の要件」をご参照ください。 ※ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響が継続している状況に鑑み、補助事業実施年度の付加価値 額及び賃金の引上げを求めず、目標値の達成年限の１年猶予を可能とします（回復型賃上げ・雇 用拡大枠を除く）。」
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[旧] : 「公募開始：令和４年１０月２４日（月） １７時～ 申請受付：令和４年１１月 ７日（月） １７時～ 応募締切：令和４年１２月２２日（木） １７時 ○ １３次締切分の採択発表は、令和５年２月中旬頃を予定しています。 ○ １３次締切以降の公募予定は未定となっております。」 
[新] : 「公募開始：令和５年１月１１日（水） １７時～ 申請受付：令和５年３月２４日（金） １７時～ 応募締切：令和５年４月１９日（水） １７時 ○ １４次締切分の採択発表は、令和５年６月中旬頃を予定しています。」
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「1」





(FRER75IE]

O HHEEF. BFHFZATLDHFTRIFMIETT. ABCDONTIE. HFEESHNEFHFIX
FTLABER ZaAT7ILICHE D TEEL TS SV ANBERICDVT(E. I HFEEENETDOA
BaIBE, HBUTIEE,

O ABEDOHFHICE. GEXIDISALTATY hOBBHMRETY .. REUEDSE. HIE
AICFIASREITOTKESW. B7HDY ME BEEBROBANOFEZELZH. FIR
BOFHRECHNWTEERAUCWEEEERT .. K7HD> MR/ NRD— RZIEBSHEEFDH
=HBICHRIBDZEEF GEXI DHAMRKIE L 0RICRIDITRTHD. MSTILOREREER
NI/BFIDT. TEFBLTESLN.

(XS FEIEA]

O AB|ETI BEECREVWCEVWCSETESZIIEHEN SR3EEZE RN AL,
KOBNEEBEREZZHFIRUET . JO0—/ULEREF(CEBNIZATZRDET . HFERIIC
SACHMEOCRENRNC LZ2M T THERS SV NMan'ddma (BIRE IRIESEEET
BRWCEEDST . BERTHEIR3I DD 2DFEFEZIREE) (F. MRIRELDFT . 12
B, RRFER] COVWTDEZFER UL CE—IRIFIMITTEDEREA

O AFBXEE., BETAREL. BROMZHITTER - SRIRZITDTLET. HFEBEEREDOTRA
BEMZ=RH. TDRERD L. BEDKINWNST AT THEE - MNBERM IS EZnlrEs U
TWET, . URTOMYIEI TAEIRE RO TEHETE. BEHRGBI D ENTRETT.

O  [HRER] & REVZEVWCEESTE(CEEEHDD DHMREEDOEEAICH LT, #lhE
DINZRIETDEDTIEHDFEA. FRIRERICEDE [MHPERMHRE] ZUVWZEE D
ABZHSHTEFRTHAEL. BE(CCUTEREICTRE - TEBFZITOEDOIA TR
BEREL. BHWZUET . TORR. HHSFIMEENSENTOLHEER. RHREEN
IBEAE IR DX,

O FZB|E(@Q, WN\EEBEORENHZES. FESTBHECODIZ D TEEMZEHD 2R
IDEDTIDT, HEEIBENTEDFRNUERTICEEZR DUENHDXT,
SHEIDIRE (CPRU THSDZIEZRITBIES(CE. FRFCHHIERSFELVEUIZFHR
I EZ/RIT DBERREFCTERSIEE L.
HFEEOEMRZIELULENVDHE(E. BREEO [BEAESENZEES] [VERSHE
HNER] DWICHZBREARVUZBRE(CSSHASHMOAE (FRIMEMDIZS X, FRIREF(C
IS EE) LEHEZERERUTSEZ.
BEEOXRRERICHIDIREEZRMITDELE(C. MSTILNESHEDRBREOZRE
U, RBURITRLEZBDOENDIBRZLEDIED. NRULET.
T, SAFREENBERERNEEME THDIHE(C(E. EHEMDRERDHE
UICEDHEREMNDDET . L. HEENIEANTZER U L THERSHEEZERAT S
EZBITBEDTEFIEVEEA

(RBEYATRDA)

- EERZF(CHIDDERE EN VB UTZ SRR IR S 2 BRER&E (AR T D,

- HBNERBERITZEE DY - ERE U TEREBHEFZITS,

- BRI NERIREH Z S T Do

- FUNMBEE (T U TEE 1B E T 2175,

- FFECEROATDRHZHLT D, X(F. FHRIEERZLHLENLD(TRDBD.




https://gbiz-id.go.jp/top/index.html

https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「より優れた事業提案を採択します。グローバル展開型は特に優れた内容を求めます。申請前に、 書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不備がある場合（例えば、小規模事業者で ないにも関わらず、通常枠で補助率３分の２の事業計画を提出等）は、不採択となります。な お、「採択結果」についての異議申し立ては一切受け付けておりません。 ○ 本事業は、通年で公募し、複数の締切を設けて審査・採択を行うことで、申請事業者の予見可 能性を高め、十分な準備の上、都合のよいタイミングで申請・補助事業実施することを可能とし ています。なお、以前の締切回で不採択となった場合でも、再度申請することが可能です。 ○ 「採択結果」は、提出いただいた事業計画に記載のある補助対象経費の全額に対して、補助金 の交付を保証するものではありません。採択結果に基づき「補助金交付申請」をいただき、その 内容をあらためて事務局で精査し、必要に応じて事業者にご照会・ご連絡等を行ったうえで交付 額を決定し、通知いたします。その結果、補助対象外経費が含まれていた場合は、交付決定額が 減額となります。」 
[新] : 「より優れた事業提案を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認くださ い。不備がある場合（例えば、小規模事業者でないにも関わらず、通常枠で補助率３分の２の事 業計画を提出等）は、不採択となります。なお、「採択結果」についての異議申し立ては一切受 け付けておりません。 ○ 本事業は、通年で公募し、複数の締切を設けて審査・採択を行っており、申請者の都合のよい タイミングで申請・補助事業実施することを可能としています。なお、以前の締切回で不採択と なった場合でも、再度申請することが可能です。 ○ 「採択結果」は、提出いただいた事業計画に記載のある補助対象経費の全額に対して、補助金 の交付を保証するものではありません。採択結果に基づき「補助金交付申請」をいただき、その 内容を改めて事務局で精査し、必要に応じて事業者にご照会・ご連絡等を行ったうえで交付額を 決定し、通知いたします。その結果、補助対象外経費が含まれていた場合等は、交付決定額が減 額となります。」
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[旧] : 「応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サポートセンターまでお問合せください。 問い合わせが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。」 
[新] : 「応募に関する不明点は、ものづくり補助金事務局サポートセンターまでお問合せください。問 い合わせが集中した場合、回答に時間を要する可能性がございますので、ご了承ください。」





1. BEEDBEHY (oo 5
2. IR o 5
3. BN REZEOIEERMAIZRE ... 8
4. FHEDIEREBZEDEH oo 10
D BB R D R — a i 15
6. T DI .. i 16
7. FBIIEEREZER ..o 17
8. HWEEEDERRE GEPTRERICETINEEH) v, 21
9. OERERFRICH D EERRT 1o rvv it 23
10. /NEZEFBHEEET —FFPERIC DU T e 32

(R (BFBOERSERVWZESED) ]

#HRN1 S&5| LTFETEOENE (wA)

B2 REREEME _ESTENRNEEINR S ABHE RO (T — 2D dy)

B3 TZYIEMDBERRU D XHEEDEHRIRR (T25)LiEDd. ER)
[(E&#3)

SEKN 1 -2 FESTESEHIER



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助対象者 ....................................................................................... 5 ３． 補助対象事業の類型及び補助率等 ........................................................... 8 ４． 補助対象事業の要件 .......................................................................... 10 ５． 事業のスキーム ................................................................................ 15 ６． 応募手続き等の概要 .......................................................................... 16 ７． 補助対象経費 ................................................................................... 17 ８． 補助事業者の義務 （交付決定後に遵守すべき事項） ................................. 21 ９． 応募申請にかかる留意点 .................................................................... 23 10． 中小企業庁関連事業データ利活用について ............................................. 32 【様式（申請の際に活用いただくもの）】 様式１ 賃金引上げ計画の誓約書（必須） 様式２ 炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状況（グリーン枠のみ） 様式３ デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況（デジタル枠のみ、任意） 【参考様式】 参考様式１･ 2」 
[新] : 「応募手続き等の概要 ............................................................................ 5 ３． 事業のスキーム ................................................................................. 7 ４． 補助対象者 ....................................................................................... 8 ５． 補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等 ....................................... 12 ６． 補助対象経費 .................................................................................. 20 ７． 補助事業者の義務 （交付決定後に遵守すべき事項） ................................ 25 ８． 応募申請にかかる留意点 .................................................................... 27 ９． 添付書類 ........................................................................................ 29 １０． 審査項目・加点項目 ....................................................................... 33 １１． 中小企業庁関連事業データ利活用について .......................................... 37 【様式（申請の際に活用いただくもの）】 様式１ 補助経費に関する誓約書（必須） 様式２ 賃金引上げ計画の誓約書（必須） 様式３ 炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状況（グリーン枠のみ） 様式４ 大幅な賃上げ計画書（大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例のみ） （様式２、様式３、様式４については、１月中に公表予定） 【参考様式】 参考様式」
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[旧] : 「組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い生産性を向上させるための設備投 資等を支援します。 ２．補助対象者 本事業の補助対象者は、日本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する以下のア～エのいずれかの 要件を満たすものに限ります（グローバル展開型の①①①については、事業実施場所が海外でも可）。」 
[新] : 「組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行い、生産性を向上させるための設備 投資等を支援します。 ２．応募手続き等の概要 （１）公募期間 公募開始：令和５年１月１１日（水） １７時～ 申請受付：令和５年３月２４日（金） １７時～ 応募締切：令和５年４月１９日（水） １７時 電子申請システムの改修作業に一定の時間を要するため、申請の受付は令和５年３月２４日 （金）に開始予定です。それまでの間、【参考様式】を用いて申請内容のご準備を行っていただく と、受付開始後、円滑にお手続きいただけます（ただし、本参考様式は、あくまで申請の準備にご 活用いただくためのものであり、申請いただくには改めてシステムへの入力が必要となります）。 ※ 十分な対策を行ってはおりますが、申請が集中した場合、申請手続きが滞る可能性がございます。特に締切り 間際には多くの申請が予想されます。一般的に、申請入力には３～５時間程度を要しますので、十分な余裕を持 って申請手続きを開始していただきますようお願いいたします。 （２）申請方法 申請は、電子申請システムのみで受け付けます。入力については、電子申請システム操作マニ ュアルに従って作業してください。入力情報については、必ず、申請者自身がその内容を理解、 確認してください。 本事業の申請にはＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要です。未取得の方は、お早めに利用 登録を行ってください。同アカウントは、事業者情報の再入力の手間を省くため、採択後の手続きに おいても活用いただきます。本アカウント及びパスワードを外部支援者等の第三者に開示すること は、ＧビズＩＤの利用規約第１０条に反する行為であり、トラブルの原因となり得ますので、ご注意 ください。 ※ 申請時及び各報告時に提出された情報については、審査・管理・確定・精算・政策効果検証に使用し、個社情 報が特定されないよう統計処理をした上で、公開する場合がございます。また、事業者間の連携の推進に使用す ることを目的として公開する場合があります。 （３）審査結果の通知・公表 採択案件（補助対象予定者）の決定後、申請者全員に対して、速やかに採択・不採択の結果を事 務局から通知します。採択となった案件については、受付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、 事業計画名（３０字以内）、事業の主たる実施場所、支援を行った認定経営革新等支援機関名につ いて、申請での記載内容通りにホームページ等で公表します。 (公表後の修正は一切行いません。） なお、申請枠の区分は、申請枠の性質に配慮し、明らかにしない形式にて公表します。」
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「（４）採択後の手続き 採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（交 付申請の手続きに関しましては公式サイトの補助事業の手引きをご覧ください）。 この際、審査によって交付決定される補助金額が減額となる場合がありますので、予めご了承く ださい。また、補助事業実施場所を変更することは原則認められていません。 交付申請の際、従業員数の確認資料として、法人事業概況説明書等を提出いただく場合がありま す（応募申請時に未提出の場合）。従業員数に応じた補助上限額を上回る申請額となっていた場合 は、交付決定額が減額となります。 本事業のうち固定資産の取得に充てるための経費については、圧縮記帳が認められる旨の回答を 国税庁から得ております。詳細は、ものづくり補助金総合サイトのお知らせページをご覧ください。 事業資金の調達については、金融機関の判断によるつなぎ融資（①ものづくり補助金対応 POファ イナンス ＊１ 、②交付決定債権譲渡 ＊２ ） や概算払 ＊３ を利用することが可能です。 ＊１ 本補助金の交付決定通知を電子記録債権化し、これを譲渡担保として金融機関から融資を受けられるサービス。 ＊２ 本補助金の交付決定債権を金融機関等に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達する手法。 ＊３ 補助金交付決定額の 90％を上限として、「支払済み補助対象経費×補助率」の額を支払う制度。なお、支払 済み経費の証憑（請求書及び金融機関の振込金受取書等）の提出が必要。 （５）その他 本事業に申請された方に対し、経済産業省、独立行政法人中小企業基盤整備機構又は独立行政法 人日本貿易振興機構（ JETRO）、全国中小企業団体中央会から、申請事業の成果を上げる支援策等 のご案内をすることがあります。」
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「３．事業のスキーム 中小企業 基盤整備機構 ①① 募 ② 事 画書申請請請（電子申請） 中小企業 小規模事業者等 補助金交付 Gビズ ID の取得 ↓ 電子申請システムに ログイン ↓ 支援 （任意） 事業実施事務局 （全国中小企業団体中 央会、都道府県中小企 業団体中央会） 事業計画書入力 ↓ 送信 ③③③通知 ④ 交 請 請 請 ⑤ 補 業業業実施期間 交付決定 認定経営革新等 支援機関 申請又は事業化に 対する各種支援 審査・採択 （中間検査） 採択審査委員会 補助事業実施・実績報告 照会（デジタル枠のみ） ＩＰＡ 情報処理推進機構 ⑥ 確 査（交付額の確定） ） ） ⑦ 補 の請求 求 求 ⑧ 補 の支払 払 払 ⑨ 事 状況報告告告・知的財産権等報告 ※ 自己負担額を超える利益が生じた場合は 収益納付をしていただく場合があります ※ ④以降の手続きは、原則、 J-Grants上で行います。」
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「４．補助対象者 本事業の補助対象者は、日本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する以下のア～オのいずれかの 要件を満たすものに限ります（グローバル市場開拓枠のうち、①①外直接投資類型については、事業実 施場所が日本国内の他に海外にも有していることが必要です。）。」
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[旧] : 「常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「予 め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使 用される者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試の使用期間中の者は含まれません。 イ 【中小企業者（組合関連）】」 
[新] : 「常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「解雇 の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用される 者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試用期間中の者は含まれません。 イ 【中小企業者（組合・法人関連）】」
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[旧] : 「該当しない組合や財団法人（公益・一般）、社団法人（公益・一般）、医療法人、社会福祉法人 及び法人格のない任意団体は補助対象となりません。」 
[新] : 「該当しない組合や財団法人（公益・一般）、社団法人（公益・一般）、医療法人及び法人格のな い任意団体は補助対象となりません。」
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https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=340CO0000000097
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[旧] : 「その直接又は間接の構成員の３分の２以上が５，０００万円（卸売業を主たる事業とする事業者について は、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人（卸売業又はサービ ス業を主たる事業とする事業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。」 
[新] : 「その直接又は間接の構成員の３分の２以上が５，０００万円（卸売業を主たる事業とする事業者については、 １億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人（卸売業又はサービス業を 主たる事業とする事業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。」
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[旧] : 「その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若しくは 出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合 会及び酒販組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が５，０００万 円（酒類卸売業者については、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時 ５０人（酒類卸売業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。 ＊３ その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額 若しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの。」 
[新] : 「その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若しくは出 資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合会及 び酒販組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が５，０００万円（酒 類卸売業者については、１億円）以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時５０人 （酒類卸売業者については、１００人）以下の従業員を使用する者であるもの。 ＊３ その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が３億円以下の金額をその資本金の額若 しくは出資の総額とする法人又は常時３００人以下の従業員を使用する者であるもの。」
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[旧] : 「従業員数の考え方は、ア※ １ ，２と同様。 ② 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会 その直接又は間接の構成員の３分の２以上が、常時３００人（卸売業を主たる事業とする事業者について は、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額 とするものであるもの。 ③ 酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組合、酒販組合連合会、酒販組合中央会 その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が、常時５００人以下の従業員を使用する者で あるものであって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 または、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が、常時３００人（酒類卸売業者につ いては、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の 総額とするものであるもの。 ④ 内航海運組合、内航海運組合連合会 その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が常時５００人以下の従業員を使用す る者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。」 
[新] : 「従業員数の考え方は、ア※１，２と同様。 ② 生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合、生活衛生同業組合連合会 その直接又は間接の構成員の３分の２以上が、常時３００人（卸売業を主たる事業とする事業 者については、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金 の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 ③ 酒造組合、酒造組合連合会、酒造組合中央会、酒販組合、酒販組合連合会、酒販組合中央会 その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の３分の２以上が、常時５００人以下の従業員を 使用する者であるものであって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする ものであるもの。 または、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の３分の２以上が、常時３００人（酒類 卸売業者については、４００人）以下の従業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその 資本金の額若しくは出資の総額とするものであるもの。 ④ 内航海運組合、内航海運組合連合会 その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の３分の２以上が常時５００人以下の従 業員を使用する者であって１０億円未満の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とするもの であるもの。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。
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「オ 【社会福祉法人】 ・ 「社会福祉法」第３２条に規定する所管庁の認可を受け設立されている法人であること。 ・ 従業員数が３００人以下であること。」
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[旧] : 「＊平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業、令和元年度補正・令和２年度補正・令和３ 年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業 ・ 次の（１）～（５）のいずれかに該当する事業者（みなし大企業） （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小 企業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有して いる中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを 占めている中小企業者 ※ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の 数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数がと もにアの表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関し ても、中小企業基本法の範囲外であり、大企業とみなします。ただし、以下が株式を保有する場合は、その 保有比率等をもって上記のみなし大企業の規定を適用しません。」 
[新] : 「＊令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業 ・ 次の（１）～（５）のいずれかに該当する事業者（みなし大企業） （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企 業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有してい る中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占 めている中小企業者 ※ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表 の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数が ともにアの表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関 しても、中小企業基本法の範囲外であり、大企業とみなします。ただし、以下が株式を保有する場合は、そ の保有比率等をもって上記のみなし大企業の規定を適用しません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「応募申請以降に上記ア～エのいずれの要件も満たさなくなった事業者及び上記（１）～（５）の」 
[新] : 「応募申請以降に上記ア～オのいずれの要件も満たさなくなった事業者及び上記（１）～（５）の」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「7」 
[新] : 「10」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「３．補助対象事業の類型及び補助率等 本公募要領は、「一般型」及び「グローバル展開型」の申請類型に関するものです。同一法人・事 業者での「一般型」及び「グローバル展開型」への応募は、１申請に限ります。」 
[新] : 「・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する 暴力団又は暴力団員と関係がある中小企業等 ・ 同一法人・事業者が同一の締切回において複数申請を行っている事業者 ※ 親会社が議決権の５０％超を有する子会社が存在する場合、親会社と子会社は同一法人とみなし、いずれ か１社のみでの申請しか認められません。また、親会社が議決権の５０％超を有する子会社が複数存在する 場合、親会社と複数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これ らの場合において、複数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさな いものとして扱いますのでご注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を５０％超保有 する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみなします。また、親会社が議決権の５０％超を有する子会社 が、議決権の５０％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の５０％超を有するひ孫会社等について も同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 ・ （過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）等が助成する制度との重複を含む事業を申請す る事業者。すなわち、テーマや事業内容から判断し、本事業を含む補助金若しくは委託費と同一 若しくは類似内容の事業（交付決定を受けていない過去の申請を除く )、又は公的医療保険・介護 保険からの診療報酬・介護報酬、固定価格買取制度等との重複がある事業を申請する事業者は補 助対象とならない。」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 中小企業生産性革命推進事業の他の補助金（小規模事業者持続化補助金等）と同一の補助対象を 含む事業者 ※ 独立行政法人中小企業基盤整備機構が重複受給の確認を行います。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 他の中小企業・小規模事業者等から提出された事業と同一若しくは極めて類似した内容の事業 ※１」



テキストが挿入されました�

テキスト

「他社の事業計画を流用したり、他社に流用されたりしないようご注意ください。 ※２ 他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を申請した場合、１回目は次回公募の申請不可、２回 目以降は次回と次々回の公募への申請ができなくなりますので、十分ご注意下さい。 ・ 申請時に虚偽の内容を提出した事業者 ※ 虚偽の内容で故意又は重過失により申請した場合、次回以降の公募への申請ができなくなりますので、十 分ご注意下さい。 ・ 平成２７～３０年度、令和元年度及び令和２年度補正ものづくり・商業・サービス補助事業の採 択事業者のうち、「事業化状況・知的財産権等報告書」を未提出の事業者 ・ 応募申請時点において、一時的に資本金の減額や従業員数の削減を行い、補助事業実施期間終了 後に資本金の増額や従業員数の増加を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目的 として、資本金、従業員数等を変更していると認められる事業者」



テキストが挿入されました�

テキスト

「11」



テキストが挿入されました�

テキスト

「５．補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等 ○以下の補助事業実施期間内に、発注・納入・検収・支払等の全ての事業の手続きが完了する事業で あること（原則、補助事業実施期間の延長はありません）。 ・ 通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠：交付決定日から１０ヶ月以内 （ただし、採択発表日から１２ヶ月後の日まで）。 ・ グローバル市場開拓枠：交付決定日から１２ヶ月以内（ただし、採択発表日から１４ヶ月後の日ま で）。 ○基本要件 ＜以下の要件を全て満たす３～５年の事業計画を策定することが必要＞ ・ 事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加。 （被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合は、年 率平均１％以上増加） ・ 事業計画期間において、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で最も低い賃金）を、 毎年、地域別最低賃金＋３０円以上の水準とする。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 事業計画期間において、事業者全体の付加価値額を年率平均３％以上増加。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＜以下に同意の上、事業計画を策定・実行することが必要＞ ・ 申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を策定していることが必要です。交付後に策定し ていないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 財産処分や収益納付等も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とします。 ・ 再生事業者である場合には、各目標が達成できていない場合であっても返還は免除します。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「○ 基 本要件未達の場合の返還義務」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画終了時点において、給与支給総額の年率 平均１．５％以上増加目標が達成できていない場合は、導入した設備等の簿価又は時価のいず れか低い方の額のうち補助金額に対応する分（残存簿価等× 補助金額／実際の購入金額）の返 還を求めます。 ・ ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達成を求めることは 困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加価値額の年率増加率平均／２」を越 えている場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還 を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給与 支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ １ 申請後の事業類型の変更はできません。」 
[新] : 「・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、事業場 内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した額の返還を 求めます。 ・ ただし、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合や、天災など事業者の責めに負わ ない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。 ○本公募要領は、通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠及びグローバル市場 開拓枠の申請枠に関するものです。同一法人・事業者の応募は、１申請に限ります。 ※ 申請後の申請枠・類型の変更はできません。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「12」



テキストが挿入されました�

テキスト

「〇補助事業の実施場所（工場や店舗等）を有していることが必須です。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※１ 応募申請時点で建設中の場合や土地（場所）のみを確保して建設予定である場合は対象外となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業では２０人以下、卸売 業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を言います。補助率は２／３ですが、採択後、交 付決定までの間に小規模企業者・小規模事業者の定義からはずれた場合は、１／２に変更となります。また、 交付決定後における従業員数の変更も同様であり、確定検査において労働者名簿等を確認しますので、補助事 業実施期間終了までに定義からはずれた場合は補助率２／３から１／２への計画変更となります。特定非営利 活動法人は、従業員が２０人以下の場合、補助率が２／３になります。 ※ ３ 回復型賃上げ・雇用拡大枠及びデジタル枠の応募申請は、当該枠で不採択の場合、通常枠で再審査されま す。ただし、再審査の結果、通常枠で採択された場合は、通常枠の補助率等の条件が適用されます。 【一般型】 ＜通常枠＞」 
[新] : 「補助事業の実施場所が自社の所有地でない場合、交付申請までに、不動産登記事項証明書により所有権が移転 していることや賃貸借契約書等により使用権が明確であることが必要です。 ※ ３ 「補助事業の実施場所」とは、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格納、保管等により主と して管理を行う場所を指します。 ○以下に該当しない事業であること。 （該当するとされた場合は不採択、採択決定の取消、又は交付決定の取消の措置を行います。）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「① 本公募要領にそぐわない事業」



テキストが挿入されました�

テキスト

「② 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注又は委託する事業（グローバル市場開拓枠におい て、海外子会社へ外注する場合を除く） ③ 試作品等の製造・開発の主たる部分を他社に委託し、企画だけを行う事業 ④ 事業の実施にあたり、実質的に労働を伴わない事業、専ら資産運用的性格の強い事業（例：無人 駐車場（コインパーキング等）運営にあたって単に機械装置の購入のみを行う事業等）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⑤ 購入した設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるよ うな事業 ⑥ 公序良俗に反する事業」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⑦ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条各項に 定める事業」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⑧ 「補助対象経費」の各区分等に設定されている上限を超える補助金を計上する事業 ⑨ その他申請要件を満たさない事業」



テキストが挿入されました�

テキスト

「13」



テキストが挿入されました�

テキスト

「○各申請枠の概要、補助金額、補助率、基本要件に加えた追加要件は以下のとおりとなります。従業 員数は、応募時の常勤従業員（中小企業基本法上の「常時使用する従業員」）をいいます。 〈通常枠〉」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「１／２、小規模企業者・小規模事業者、再生事業者（※ ）２／３ ※ 本事業における再生事業者の定義は、別紙４の通り。 補助率 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 ＜回復型賃上げ・雇用拡大枠＞ 項 目 要 件 業況が厳しいながら賃上げ・雇用拡大に取り組む事業者（※）が行う、革新 的な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に必要 な設備・システム投資等を支援 概要 ※ 応募締切時点の前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であり、常時使用する従業員が いる事業者に限る。 従業員数 5人以下 ：１００万円～７５０万円 補助金額 ６人～２０人：１００万円～１，０００万円 ２１人以上 ：１００万円～１，２５０万円 補助率 ２／３ 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費」 
[新] : 「１／２、小規模企業者・小規模事業者、再生事業者（※）２／３ ※ １ 小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業 では２０人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を 言います。補助率は２／３ですが、採択後、交付決定までの間に小規模企業者・小規 模事業者の定義からはずれた場合は、１／２に変更となります。また、交付決定後に おける従業員数の変更も同様であり、確定検査において労働者名簿等を確認しますの で、補助事業実施期間終了までに定義からはずれた場合は補助率２／３から１／２へ の計画変更となります。特定非営利活動法人は、従業員が２０人以下の場合、補助率 が２／３になります。 補助率 ※２ 本事業における再生事業者の定義は、別紙４の通り。それぞれの枠の補助率に関わ らず、補助率が 2/3となり、また基本要件未達の場合の返還要件の免除があります。 〈回復型賃上げ・雇用拡大枠〉 項 目 要 件 業況が厳しいながら賃上げ・雇用拡大に取り組む事業者（※）が行う、革新的 な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービス提供方法の改善に必要な設 備・システム投資等を支援 概要 ※ 応募締切時点の前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であり、常時使用する従業員がい る事業者に限る。 従業員数 5人以下 ：１００万円～７５０万円 補助金額 ６人～２０人：１００万円～１，０００万円 ２１人以上 ：１００万円～１，２５０万円 補助率 ２／３ 以下の全ての要件に該当するものであること。 （１）前年度の事業年度の課税所得がゼロ以下であること （２）常時使用する従業員がいること （３）補助事業を完了した事業年度の翌年度の３月末時点において、その時点 基本要件に 加えた追加 要件 での給与支給総額の増加率が１．５％、事業場内最低賃金が地域別最低賃 金＋３０円以上の水準の増加目標を達成すること ・ 回復型賃上げ・雇用拡大枠は、従業員に対する賃上げ等を前提とした優遇制 度であることから、上述の２つの増加目標未達の場合に加え、同枠で採択さ れた事業者が補助事業を完了した事業年度の翌年度の３月末時点において、 給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標のいずれか一方でも達成でき ていない場合には、補助金交付額の全額の返還を求めることとします。 ・ ただし、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金 返還を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情があ る場合には、給与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用い ることを認めます。 基本要件の 返還要件に 加えた追加 の返還要件」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「8」 
[新] : 「14」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「＜デジタル枠＞ 項 目 要 件」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「＜デジタル枠＞ 項 目 要 件」 
[新] : 「概要」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「概要」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 ＜グリーン枠＞ 項 目 要 件 温室効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービス開発又は炭素生産性 向上を伴う生産プロセス・サービス提供方法の改善による生産性向上に必要な 設備・システム投資等を支援 概要 従業員数 5人以下 ：１００万円～１，０００万円 ６人～２０人：１００万円～１，５００万円 ２１人以上 ：１００万円～２，０００万円 補助金額 補助率 ２／３ 設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費 補助対象経費 【グローバル展開型】 項 目 要 件 海外事業の拡大・強化等を目的とした「革新的な製品・サービス開発」又は 「生産プロセス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等 を支援（① 海 接投資、②②②海外市場開拓、③ イ ウンド市場開拓、④④④海 外事業者との共同事業のいずれかに合致するもの） 概要 補助金額 １，０００万円～３，０００万円 補助率」 
[新] : 「以下の全ての要件に該当するものであること。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「１／２、小規模企業者・小規模事業者 ２／３」



テキストが削除されました�

テキスト

「設備投資 単価５０万円（税抜き）以上の設備投資が必要 補助対象経費 機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサー ビス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、海外旅費」



テキストが削除されました�

テキスト

「9」
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https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/dx/dx.html

https://www.ipa.go.jp/ikc/info/dxpi.html

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/index.html

https://security-shien.ipa.go.jp/security/

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「４．補助対象事業の要件 ○以下の補助事業実施期間内に、発注・納入・検収・支払等のすべての事業の手続きが完了する事業 であること（事務局による補助事業者に対する補助金交付等のスケジュールの都合上、補助事業 実施期間の延長を行うことはできません）。 ・ 一般型（通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、デジタル枠、グリーン枠）：交付決定日から１０ ヶ月以内又は令和５年１２月２０日までのいずれか早い日のいずれかまでとします。（※））。 ・ グローバル展開型：交付決定日から１０ヶ月以内又は令和５年１２月２０日のいずれか早い日まで とします。（※ ））。 ※ 補助事業実施期間の期限が従前の扱いとは異なりますので、ご注意ください。 ○【基本要件】 以下の要件を全て満たす３～５年の事業計画を策定していること。 ・ 事業計画期間において、給与支給総額を年率平均１．５％以上増加。 （被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合は、 年率平均１％以上増加） ・ 事業計画期間において、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で最も低い賃金）を地 域別最低賃金＋３０円以上の水準にする。 ・ 事業計画期間において、事業者全体の付加価値額を年率平均３％以上増加。 ○回復型賃上げ・雇用拡大枠については、基本要件に加えて、 ①前年度の事業年度の課税所得がゼロ 以下であること、 ②常時使用する従業員がいること及び ③補助事業を完了した事業年度の翌年度の ３月末時点において、その時点での給与支給総額、事業場内最低賃金の増加目標を達成すること。 ○デジタル枠については、基本要件に加えて、以下の全ての要件に該当するものであること。 （１）次の①①は②に該当する事業であること。 ①①①に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：ＡＩ・ＩｏＴ、センサー、デジタル技術等を活用した遠隔操作や自動制御、プロセスの可視化等 の機能を有する製品・サービスの開発（部品、ソフトウェア開発を含む）等） ②②②タル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善 （例：ＡＩやロボットシステムの導入によるプロセス改善、受発注業務のＩＴ化、複数の店舗や施設に サービスを提供するオペレーションセンターの構築等） ※ 単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フローそのものの見 直しを伴わないもの、及び導入先企業において前述の単なる電子化にとどまる製品・サービスの開発は該 当しません。 （例：帳票の電子保存システム・デジタルスキャナ・電子契約書サービス・医療用画像診断機器の導入 等、電子書籍・写真等のアルバム・動画編集サービスの開発等） （２）経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活用して、ＤＸ推進に向けた現状や課題に対する認 識を共有する等の自己診断を実施するとともに、自己診断結果を応募締切日までに独立行政 法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に対して提出していること。」 
[新] : 「（１）次の①①は②に該当する事業であること。 ①①①に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：ＡＩ・ＩｏＴ、センサー、デジタル技術等を活用した遠隔操作や自動制御、プ ロセスの可視化等の機能を有する製品・サービスの開発（部品、ソフトウェア開発 を含む）等） ②②②タル技術を活用した生産プロセス・サービス提供方法の改善 （例：ＡＩやロボットシステムの導入によるプロセス改善、複数の店舗や施設にサー ビスを提供するオペレーションセンターの構築等） ※ 単にデジタル製品の導入やアナログ・物理データの電子化にとどまり、既存の業務フ ローそのものの見直しを伴わないもの、及び導入先企業において前述の単なる電子化に とどまる製品・サービスの開発は該当しません。 （例：帳票の電子保存システム・デジタルスキャナ・電子契約書サービス・医療用画 像診断機器の導入等、電子書籍・写真等のアルバム・動画編集サービスの開発等） （２）経済産業省が公開するＤＸ推進指標を活用して、ＤＸ推進に向けた現状や 課題に対する認識を共有する等の自己診断を実施するとともに、自己診断 結果を応募締切日までに独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に対し て提出していること。 基本要件に 加えた追加 要件」

フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「DX推進ポータルにログインする際は、本補助金の申請時と同じ Gビズ IDプライムアカウントを使用してください。 （３） 独立行政法人情報処理推進機構（ IPA）が実施する「 SECURITY ACTION」の 「★ 一つ星」または「★★ 二つ星」いずれかの宣言を応募申請時点で行っていること。」 
[新] : 「DX推進ポータルにログインする際は、本補 助金の申請時と同じ Gビズ IDプライムアカウントを使用してください。 ※ 独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）への問い合わせについては、電話 による問い合わせを受け付けておらず、メールでのみ問い合わせが可能な場合 がございますので、ご注意ください。 （３） 独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が実施する「 SECURITY ACTION」の「★ 一つ星」または「★★ 二つ星」いずれかの宣言を応 募申請時点で行っていること。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「10」 
[新] : 「15」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「＜グリーン枠＞ 項 目 要 件」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（２）（３）について、自己診断結果をＩＰＡに対して提出していること及び「 SECURITY ACTION」の 宣言をおこなっていることが必須の要件となります。ものづくり補助金事務局がＩＰＡに対して照会を行 い、提出・宣言状況の確認を行います。診断結果・宣言が提出されていない場合には、デジタル枠では要件 不備として不採択となりますので、ご注意ください。」 
[新] : 「（２）（３）について、自己診断結果をＩＰＡに対して提出していること及び 「 SECURITY ACTION」の宣言をおこなっていることが必須の要件となります。 ものづくり補助金事務局がＩＰＡに対して照会を行い、提出・宣言状況の確認を 行います。診断結果・宣言が提出されていない場合には、デジタル枠では要件不 備として不採択となりますので、ご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「お問合せフォーム：https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html ○グリーン枠については、基本要件に加えて、以下の全ての要件に該当するものであること。」 
[新] : 「お問合せフォーム： https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html」



テキストが挿入されました�

テキスト

「温室効果ガスの排出削減に資する取組に応じ、温室効果ガスの排出削減に資する革 新的な製品・サービス開発又は炭素生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供 方法の改善による生産性向上に必要な設備・システム投資等を支援 概要 （エントリー類型） 従業員数 5人以下 ６人～２０人 ２１人以上 ： １００万円～ ７５０万円 ： １００万円～１，０００万円 ： １００万円～１，２５０万円 （スタンダード類型） 従業員数 5人以下 ： ７５０万円～１，０００万円 ：１，０００万円～１，５００万円 ：１，２５０万円～２，０００万円 ：１，０００万円～２，０００万円 ：１，５００万円～３，０００万円 ：２，０００万円～４，０００万円 補助金額 ６人～２０人 ２１人以上 （アドバンス類型） 従業員数 5人以下 ６人～２０人 ２１人以上 補助率 ２／３ 以下の全ての要件に該当するものであること。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「①①①効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、非石油由来の部素材を用いた製品・サービスの 開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等） ②②②生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供の方法の改善 （例：生産工程の労働生産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、水素・アンモニアを活用する設 備導入による燃焼工程と生産プロセスの最適化、複数ラインの作業工程を集約・高効率化 等） ※ ② に て、直接、、、設備投資に関係のない炭素生産性向上を伴う取組は、該当しません。 （例：社内全体での節電対策、設備投資による間接的な炭素排出量の削減等） （２）３～５年の事業計画期間内に、事業場単位または会社全体での炭素生産性を年率平均１％ 以上増加する事業であること。 （３）これまでに自社で実施してきた温室効果ガス排出削減の取組の有無（有る場合はその具体 的な取組内容）を示すこと。 ○グローバル展開型については、以下のいずれか一つの類型の各条件を満たす投資であること。 ①①①：海外直接投資」 
[新] : 「①①①効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発 （例：省エネ・環境性能に優れた製品・サービスの開発、非石油由来の部素材を用いた製 品・サービスの開発、廃棄物削減に資する製品・サービスの開発 等） ②②②生産性向上を伴う生産プロセス・サービス提供の方法の改善 （例：生産工程の労働生産性向上を伴いつつ脱炭素化に資する設備投資、水素・アンモニ アを活用する設備導入による燃焼工程と生産プロセスの最適化、複数ラインの作業工程 を集約・高効率化 等） ※ ② に て、直接、設備備備投資に関係のない炭素生産性向上を伴う取組は、該当しませ ん。（例：社内全体での節電対策、設備投資による間接的な炭素排出量の削減等） （２）３～５年の事業計画期間内に、事業場単位または会社全体での炭素生産性 を年率平均１％以上増加する事業であること。 （３）エントリー類型について、以下のいずれかを満たすこと。 １．エネルギーの種類別に毎月使用量を整理し、事業所の CO2の年間排出量を把握してい る。 ２．事業所の電気、燃料の使用量を用途別に把握している。 （４）スタンダード類型について、上記（３）を全て満たし、以下のいずれかを 基本要件 満たすこと。 に加えた 追加要件 ３．本事業で開発に取り組む製品・サービスが、自社のみならず、業界・産業全体での温室効果ガス削 減に貢献するものである。 ４．小売電気事業者との契約で、一部でも再生可能エネルギーに係る電気メニューを選択している。 ５．自社で太陽光やバイオマスなど再生可能エネルギーでの発電を導入している。 ６．グリーン電力証書を購入している。 ７．省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による CO2等の排出削減量や、適切な森 林管理による CO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度（Ｊ－クレジット制度）がある が、この制度を活用し、自社での温室効果ガス削減の取組を環境価値として売却している。 （５）アドバンス類型について、上記（３）を全て満たし、上記（４）３．～ ７．のうち２つ以上を満たし、以下のいずれかを満たすこと。 ８． SBT（ Science Based Targets）若しくは RE100に参加している。 ９．エネルギーの使用の合理化等に関する法律（通称：省エネ法）の事業者クラス分け評 価制度において『 Sクラス』に該当するとされたこと（原則、公募締切時点で「令和３年 定期報告書分」として資源エネルギー庁ホームページにて、『Ｓクラス』として公表さ れていることが確認できること） １０． 2022 年 12 月 31 日以前を起点とし、 2019 年度以降に以下のいずれかの事業における 省エネルギー診断を受診している。または、地方公共団体で実施する省エネルギー診断を 受診している。 ○ 「 無料省エネ診断等事業及び診断結果等情報提供事業」 ○ 「 エネルギー利用最適化診断事業及び情報提供事業」 ○ 「 省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業」 ○ 「 地域プラットフォーム構築事業」」



テキストが挿入されました�

テキスト

「16」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「・ 国内事業と海外事業の双方を一体的に強化し、グローバルな製品・サービスの開発・提供体制 を構築することで、国内拠点の生産性を高めるための事業であること。 ・ 具体的には、国内に所在する本社を補助事業者とし、補助対象経費の２分の１以上が海外支店 の補助対象経費となること、又は海外子会社（半数以上の発行済株式の総数又は出資価格の総 額の２分の１以上を補助事業者が所有している、国外に所在する会社）の事業活動に対する外 注費（本補助金の補助対象経費の範囲に限る。一般管理費は含まない。事業実施に不可欠な開 発・試作にかかる業務等を想定）若しくは貸与する機械装置・システム構築費（本補助金の補 助対象経費の範囲に限る。）に充てられること。 ・ 国内事業所においても、単価５０万円（税抜き）以上の海外事業と一体的な機械装置等を取得 （設備投資）すること。 ・ 応募申請時に、海外子会社等の事業概要・財務諸表・株主構成が分かる資料、実績報告時に、 海外子会社等との委託（貸与）契約書とその事業完了報告書を追加提出すること。 ②②②：海外市場開拓 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、製品等の販売先の２分の１以上が海外顧客となり、計画期間 中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書、実績報告時に、想定顧客によ る試作品等の性能評価報告書を追加提出すること。」 
[新] : 「＜グローバル市場開拓枠＞ 項 目 要 件 概要 海外事業の拡大・強化等を目的とした「製品・サービス開発」又は「生産プロ セス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援（①海 外直接投資類型、②海外市場開拓（ JAPAN ブランド）類型、③インバウンド市 場開拓類型、④海外事業者との共同事業類型のいずれかに合致するもの） 補助金額 １００万円～３，０００万円 １／２、小規模企業者・小規模事業者 ２／３ 補助率 ※ 小規模企業者・小規模事業者は、常勤従業員数が、製造業その他・宿泊業・娯楽業では２０ 人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社又は個人事業主を言います。補助率 は２／３ですが、採択後、交付決定までの間に小規模企業者・小規模事業者の定義からはずれ た場合は、１／２に変更となります。また、交付決定後における従業員数の変更も同様であり、確 定検査において労働者名簿等を確認しますので、補助事業実施期間終了までに定義からはずれ た場合は補助率２／３から１／２への計画変更となります。特定非営利活動法人は、従業員が ２０人以下の場合、補助率が２／３になります。 以下のいずれか一つの類型の各条件を満たす投資であること。 ①①①直接投資類型 ・ 国内事業と海外事業の双方を一体的に強化し、グローバルな製品・サービスの 開発・提供体制を構築することで、国内拠点の生産性を高めるための事業であ ること。 ・ 具体的には、国内に所在する本社を補助事業者とし、補助対象経費の２分の１ 以上が海外支店の補助対象経費となること、又は海外子会社（半数以上の発行 済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を補助事業者が所有してい る、国外に所在する会社）の事業活動に対する外注費（本補助金の補助対象経 費の範囲に限る。一般管理費は含まない。事業実施に不可欠な開発・試作にか かる業務等を想定。）若しくは貸与する機械装置・システム構築費（本補助金 の補助対象経費の範囲に限る。）に充てられること。 ・ 国内事業所においても、単価５０万円（税抜き）以上の海外事業と一体的な機 械装置等を取得（設備投資）すること。 ・ 応募申請時に、海外子会社等の事業概要・財務諸表・株主構成が分かる資料、 実績報告時に、海外子会社等との委託（貸与）契約書とその事業完了報告書を 追加提出すること。 基本要件 に加えた ②②②市場開拓（ JAPANブランド）類型 追加要件 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、製品等の最終販売先の２分の１以上が海外顧 客となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有 していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書、実績報告時 に、想定顧客による試作品等の性能評価報告書を追加提出すること。 ③インバウンド市場開拓類型 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、サービス等の販売先の２分の１以上が訪日外 国人となり、計画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を 有していること。 ・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かるインバウンド市場調査報告書、実績 報告時に、プロトタイプの仮説検証の報告書を追加提出すること。 ④④④事業者との共同事業類型 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、外国法人と行う共同研究・共同事業開発に伴う設 備投資等があり、その成果物の権利（の一部）が補助事業者に帰属すること（外国 法人の経費は、補助対象外）」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
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テキスト

[旧] : 「11」 
[新] : 「17」
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https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea

https://mirasapo-plus.go.jp/hint/14583/

https://www.youtube.com/watch?v=eOJtZc2jTcE

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「③③③：インバウンド市場開拓 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、サービス等の販売先の２分の１以上が訪日外国人となり、計 画期間中の補助事業の売上累計額が補助額を上回る事業計画を有していること。」 
[新] : 「・ 応募申請時に、共同研究契約書又は業務提携契約書（検討中の案を含む）、実 績報告時に、当該契約の進捗が分かる成果報告書を追加提出すること。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「・ 応募申請時に、具体的な想定顧客が分かるインバウンド市場調査報告書、実績報告時に、プロ トタイプの仮説検証の報告書を追加提出すること。 ④④④：海外事業者との共同事業 ・ 国内に補助事業実施場所を有し、外国法人と行う共同研究・共同事業開発に伴う設備投資等であ り、その成果物の権利（の一部）が補助事業者に帰属すること（外国法人の経費は、補助対象外） ・ 応募申請時に、共同研究契約書又は業務提携契約書（検討中の案を含む）、実績報告時に、当 該契約の進捗が分かる成果報告書を追加提出すること。 ※１ 事業計画の策定にあたっては、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」又は「中小企業 の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」を参考にしてください。 ※ ２」 
[新] : 「＜大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例＞ 大幅な賃上げに取り組む事業者については、以下のとおり、従業員数に応じて補助上限額を引き上 げます（ただし、回復型賃上げ・雇用拡大枠、各申請枠の補助金額の上限額に達しない場合、再生事 業者、常勤従業員がいない場合は、活用不可）。 補助上限 額の引き 上げ額 従業員数 5人以下 ：各申請枠の上限から最大 １００万円引き上げ ６人～２０人：各申請枠の上限から最大 ２５０万円引き上げ ２１人以上 ：各申請枠の上限から最大１，０００万円引き上げ 以下の全ての要件に該当するものであること。 ※ 追加要件を満たさない場合、大幅な賃上げに係る補助上限額引上の特例を適用しない取扱い 基本要件 に加えた 追加要件 となります。 （１）事業計画期間において、基本要件である給与支給総額を年率平均１．５％ 以上増加に加え、更に年率平均４．５％以上（合計で年率平均６％以上） 増加とすること。 （２）事業計画期間において、基本要件である地域別最低賃金＋３０円以上の水 準とすることに加え、事業場内最低賃金（補助事業を実施する事業場内で 最も低い賃金）を毎年、年額＋４５円以上増額すること。 （３）応募時に、上記（１）（２）の達成に向けた具体的かつ詳細な事業計画 （大幅な賃上げに取り組むための事業計画）を提出すること。 ・ 給与支給総額の年率平均１．５％以上増加目標に加え、更に年率平均４．５％ 以上（合計で年率で６％以上）の増加目標が達成できていない場合は、補助金 交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分（上記補助上 限引上額）について補助金の返還を求めます。 基本要件 の返還要 件に加え た追加の ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点 において、事業場内最低賃金を申請時より毎年、年額＋４５円以上増加するこ とが達成できていない場合は、補助金交付金額から各申請枠の従業員規模ごと の補助上限額との差額分（上記補助上限引上額）について補助金の返還を求め 返還要件 ます。 ・ 事業計画期間において、常時使用する従業員がいなくなった場合には、補助金 交付金額から各申請枠の従業員規模ごとの補助上限額との差額分（上記補助上 限引上額）について補助金の返還を求めます。 ＜以下、各申請枠及び特例に関する注意書き＞ ※ １ 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め 解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用さ れる者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試用期間中の者は含まれません。 ※２ 事業計画の策定にあたっては、「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」又は「中小企業の 特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」を参考にしてください。 ※３」

フォント「Meiryo」が「MeiryoUI-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ ３」 
[新] : 「認定経営革新等支援機関検索システム https://ninteishien.force.com/NSK_CertificationArea ※４」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※４ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、賞与及び役員報酬 等は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいいます。 ※ ５ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～１００名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させるこ とを指します。」 
[新] : 「※５ 給与支給総額とは、全従業員（非常勤を含む）及び役員に支払った給与等（給料、賃金、賞与及び役員報酬等 は含み、福利厚生費、法定福利費や退職金は除く）をいいます。 ※６ 被用者保険の任意適用とは、従業員規模５１名～１００名の企業が短時間労働者を厚生年金に加入させること を指します。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「18」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※７ 補助事業実施期間に新型コロナウイルス感染症の影響を受けることを想定して、上記の賃上げ及び付加価値額 増加の目標を据え置きし、その翌年度から３～５年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です（回 復型賃上げ・雇用拡大枠を除く）。 ※８ グローバル市場開拓枠① 海 接投資類型型型において海外子会社又は海外支店が主たる補助事業実施主体となる 場合は、日本国内の本社に対して補助対象事業の申請要件が適用されます。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※６」



テキストが削除されました�

テキスト

「補助事業実施期間に新型コロナウイルス感染症の影響を受けることを想定して、上記の賃上げ及び付加価値 額増加の目標を据え置きし、その翌年度から３～５年の間にこの目標値を達成する計画とすることが可能です （回復型賃上げ・雇用拡大枠を除く）。 ※ ７ グローバル展開型において海外子会社又は海外支店が主たる補助事業実施主体となる場合は、日本国内の本 社に対して上記の要件が適用されます。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1,600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化することができます。必要に応じて、自社 の事業計画作成にご活用ください。」 
[新] : 「1,600品目を対象として、簡易な操作で生産動向等をグラフ化することができます。必要に応じて、自社の 事業計画作成にご活用ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「また、内閣府において、知財が企業の価値創造メカニズムにおいて果たす役割を的確に評価して経営を デザインするためのツール（経営デザインシート）やその活用事例等を公表しています。事業計画の作 成に際し、必要に応じてご活用ください。」 
[新] : 「また、内閣府において、知財が企業の価値創造メカニズムにおいて果たす役割を的確に評価して経営をデ ザインするためのツール（経営デザインシート）やその活用事例等を公表しています。事業計画の作成に 際し、必要に応じてご活用ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「〇補助事業の実施場所（工場や店舗等）を有していること。 ※ １ 応募申請時点で建設中の場合や土地（場所）のみを確保して建設予定である場合は対象外となります。 ※ ２ 補助事業の実施場所が自社の所有地でない場合、交付申請までに、不動産登記事項証明書により所有権が移 転していることや賃貸借契約書等により使用権が明確であることが必要です。 ※３ 「補助事業の実施場所」とは、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格納、保管等により主 として管理を行う場所を指します。」 
[新] : 「６．補助対象経費」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「12」 
[新] : 「19」
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テキストが削除されました�

テキスト

「○ 以 下に同意の上、事業計画を策定・実行すること。 ・ 申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を策定していることが必要です。交付後に策 定していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。 ・ 財産処分や収益納付等も含め、補助金等の返還額の合計は補助金交付額を上限とします。 ・ 再生事業者である場合には、各目標が達成できていない場合であっても返還は免除します。 ＜給与支給総額の増加目標が未達の場合＞ ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画終了時点において、給与支給総額の年 率平均１．５％以上増加目標が達成できていない場合は、導入した設備等の簿価又は時価の いずれか低い方の額のうち補助金額に対応する分（残存簿価等×補助金額／実際の購入金 額）の返還を求めます。 ・ ただし、付加価値額が目標通りに伸びなかった場合に給与支給総額の目標達成を求めること は困難なことから、給与支給総額の年率増加率平均が「付加価値額の年率増加率平均／２」 を越えている場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金一 部返還を求めません。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給 与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。 ＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞ ・ 補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、事 業場内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した額 の返還を求めます。 ・ ただし、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合や、天災など事業者の責めに 負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。 ＜回復型賃上げ・雇用拡大枠において、給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞ ・ 回復型賃上げ・雇用拡大枠は、従業員に対する賃上げ等を前提とした優遇制度であることか ら、上述の２つの増加目標未達の場合に加え、同枠で採択された事業者が補助事業を完了し た事業年度の翌年度の３月末時点において、給与支給総額又は事業場内最低賃金の増加目標 のいずれか一方でも達成できていない場合には、補助金交付額の全額の返還を求めることと します。 ・ ただし、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補助金返還を求めませ ん。 ・ また、給与支給総額を用いることが適切ではないと解される特別な事情がある場合には、給 与支給総額増加率に代えて、一人当たり賃金の増加率を用いることを認めます。 ○以下に該当しない事業であること。（該当するとされた場合は不採択、採択決定の取消、又は交付 決定の取消の措置を行います。） ① 本公募要領にそぐわない事業 ② 事業の主たる課題の解決そのものを他社へ外注又は委託する事業（グローバル展開型において、 海外子会社等へ外注する場合を除く） ③ 試作品等の製造・開発の全てを他社に委託し、企画だけを行う事業 ④ 事業の実施にあたり、実質的に労働を伴わない事業、専ら資産運用的性格の強い事業（例：無 人駐車場（コインパーキング等）運営にあたって単に機械装置の購入のみを行う事業等） ⑤ 購入した設備を自ら占有し、事業の用に供することなく、特定の第三者に長期間賃貸させるよ うな事業 ⑥ 公序良俗に反する事業 ⑦ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条により 定める事業」



テキストが削除されました�

テキスト

「13」
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テキストが削除されました�

テキスト

「⑧ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に規定する 暴力団又は暴力団員と関係がある中小企業等による事業 ⑨ 政治団体、宗教上の組織又は団体による事業 ⑩ 「補助対象経費」の各区分等に設定されている上限を超える補助金を計上する事業 ⑪ 重複案件 ・ 同一法人・事業者が同一の締切回において複数申請を行っている事業 ※ 親会社が議決権の 50％超を有する子会社が存在する場合、親会社と子会社は同一法人とみなし、いずれ か 1社のみでの申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する 場合、親会社と複数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。こ れらの場合において、複数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満た さないものとして扱いますのでご注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超 保有する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみなします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子 会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の 50％超を有するひ孫会社等につい ても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 ・ （過去又は現在の）国（独立行政法人等を含む）が助成する制度との重複を含む事業。すな わち、テーマや事業内容から判断し、本事業を含む補助金、委託費と同一又は類似内容の事 業（交付決定を受けていない過去の申請を除く )、及び公的医療保険・介護保険からの診療報 酬・介護報酬、固定価格買取制度等との重複がある事業。 ・ 中小企業生産性革命推進事業の他の補助金（小規模事業者持続化補助金等）と同一の補助対 象を含む事業 ※ 中小企業基盤整備機構が重複受給の確認を行います。 ・ 他の中小企業・小規模事業者等から提出された事業と同一若しくは極めて類似した内容の事業 ※ 他社の事業計画を流用したり、他社に流用されないようご注意ください。 ※ 他の法人・事業者と同一又は酷似した内容の事業を故意又は重過失により申請した場合、次回以降の公 募への申請ができなくなりますので、十分ご注意下さい。 ⑫ 申請時に虚偽の内容を提出した事業者による事業 ⑬ 平成２７～３０年度、令和元年度及び令和２年度補正のものづくり・商業・サービス補助事 業の採択事業者のうち、「事業化状況・知的財産権等報告書」を未提出の事業者による事業 ⑭ 応募申請時点において、一時的に資本金の減額や従業員数の削減を行い、補助事業実施期間終 了後に資本金の増額や従業員数の増加を行うなど、専ら本事業の対象事業者となることのみを目 的として、資本金、従業員数等を変更していると認められる事業者による事業 ⑮ その他申請要件を満たさない事業」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html

https://www.jgrants-portal.go.jp/

テキストが削除されました�

テキスト

「５．事業のスキーム 中小企業 基盤整備機構 ①① 募 ② 事 画書申請請請（電子申請） 中小企業 小規模事業者等 補助金交付 Gビズ IDの取得 ↓ 電子申請システムに ログイン ↓ 支援 （任意） 事業実施事務局 （全国中小企業 団体中央会） 事業計画書入力 ↓ 送信 ③③③通知 ④ 交 請 請 請 認定経営革新等 支援機関 審査・採択 ⑤ 補 業業業実施期間 交付決定 申請又は事業化に 対する各種支援 （中間検査） 採択審査委員会 補助事業実施・実績報告 照会（デジタル枠のみ） ＩＰＡ 情報処理推進機構 ⑥ 確 査（交付額の確定） ） ） ⑦ 補 の請求 求 求 ⑧ 補 の支払 払 払 ⑨ 事 状況報告告告・知的財産権等報告 ※ 自己負担額を超える利益が生じた場合は 収益納付をしていただく場合があります ※ ④以降の手続きは、原則、 J-Grants上で行います。」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html

https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html

https://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html

https://tranzax-emc.co.jp/guidance/

テキストが削除されました�

テキスト

「６．応募手続き等の概要 （１）公募期間 公募開始：令和４年１０月２４日（月） １７時～ 申請受付：令和４年１１月 ７日（月） １７時～ 応募締切：令和４年１２月２２日（木） １７時 電子申請システムの改修作業に一定の時間を要するため、申請の受付は令和４年１１月７日 （月）に開始予定です。それまでの間、【参考様式１･ 2】を用いて申請内容のご準備を行ってい ただくと、受付開始後、円滑にお手続きいただけます（ただし、本参考様式は、あくまで申請の準 備にご活用いただくためのものであり、申請いただくには改めてシステムへの入力が必要となり ます）。 ※ 十分な対策を行ってはおりますが、申請が集中した場合、申請手続きが滞る可能性がございます。特に締切 り間際には多くの申請が予想されます。一般的に、申請入力には３～５時間程度を要しますので、十分な余裕 を持って申請手続きを開始していただきますようお願いいたします。 （２）申請方法 申請は、電子申請システムのみで受け付けます。入力については、電子申請システム操作マ ニュアルに従って作業してください。入力情報については、必ず、申請者自身がその内容を理 解、確認してください。本事業の申請にはＧビズＩＤプライムアカウントの取得が必要です。未 取得の方は、お早めに利用登録を行ってください。同アカウントは、事業者情報の再入力の手間を 省くため、採択後の手続きにおいても活用いただきます。本アカウント及びパスワードを外部支援 者等の第三者に開示することは、ＧビズＩＤの利用規約第１０条に反する行為であり、トラブルの 原因となり得ますので、ご注意ください。 ※ 申請時及び各報告時に提出された情報については、審査・管理・確定・精算・政策効果検証に使用し、個社 情報が特定されないよう統計処理をした上で、公開する場合がございます。また、事業者間の連携の推進に使 用することを目的として公開する場合があります。 （３）審査結果の通知・公表 採択案件（補助対象予定者）の決定後、申請者全員に対して、速やかに採択・不採択の結果を事 務局から通知します。採択となった案件については、受付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、 事業計画名（３０字以内）、事業の主たる実施場所、支援を行った認定経営革新等支援機関名につ いて、申請での記載内容通りにホームページ等で公表します。 (公表後の修正は一切行いません。） なお、一般型における申請類型の区分は、申請類型の性質に配慮し、明らかにしない形式にて公表 します。 （４）採択後の手続き 採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（交 付申請の手続きに関しましては公式サイトの補助事業の手引きをご覧ください）。 この際、審査によって交付決定される補助金額が減額となる場合がありますので、予めご了承く ださい。また、補助事業実施場所を変更することは原則認められていません。 交付申請の際、従業員数の確認資料として、法人事業概況説明書等を提出いただく場合がありま す（応募申請時に未提出の場合）。従業員数に応じた補助上限額を上回る申請額となっていた場合 は、交付決定額が減額となります。 本事業のうち固定資産の取得に充てるための経費については、圧縮記帳が認められる旨の回答を 国税庁から得ております。詳細は、ものづくり補助金総合サイトのお知らせページをご覧ください。 事業資金の調達については、つなぎ融資（①ものづくり補助金対応 POファイナンス ＊１ 、②交付決 定債権譲渡 ＊２ ） や概算払いを利用することが可能です。 ＊１ 本補助金の交付決定通知を電子記録債権化し、これを譲渡担保として金融機関から融資を受けられるサービス。 ＊２ 本補助金の交付決定債権を金融機関等に譲渡し、譲渡債権の対価として資金を調達する手法。」
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https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/international/177.htm

テキストが削除されました�

テキスト

「７．補助対象経費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「専ら補助事業のために使用される機械・装置、工具・器具（測定工 具・検査工具、電子計算機、デジタル複合機等）の購入、製作、借用に 要する経費 ② 専ら補助事業のために使用される専用ソフトウェア・情報システムの 購入・構築、借用に要する経費」 
[新] : 「専ら補助事業のために使用される機械・装置、工具・器具（測定 工具・検査工具、電子計算機、デジタル複合機等）の購入、製作、 借用に要する経費 ② 専ら補助事業のために使用される専用ソフトウェア・情報システ ムの購入・構築、借用に要する経費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「生産性向上に必要な、防災性能の優れた生産設備等を補助対象経費に含めること は可能です。 ※２ 機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品の購入に要する経費は 「機械装置・システム構築費」となります。」 
[新] : 「生産性向上に必要な、防災性能の優れた生産設備等を補助対象経費に含める ことは可能です。 ※２ 機械装置又は自社により機械装置を製作する場合の部品の購入に要する経費 は「機械装置・システム構築費」となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「「借用」とは、いわゆるリース・レンタルをいい、交付決定後に契約したことが 確認できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。したがって、契」 
[新] : 「「借用」とは、いわゆるリース・レンタルをいい、交付決定後に契約したこ とが確認できるもので、補助事業期間中に要する経費のみとなります。したが って、契約期間が補助事業期間を超える場合の補助対象経費は、按分等の方式 により算出された当該補助事業期間分のみ対象となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「約期間が補助事業期間を超える場合の補助対象経費は、按分等の方式により算出さ れた当該補助事業期間分のみ対象となります。 ※４ 「改良・修繕」とは、本事業で新たに購入する機械設備の機能を高め又は耐久性 を増すために行うものです。 ※５ 「据付け」とは、本事業で新たに購入する機械・装置の設置と一体で捉えられる 軽微なもの (設置場所に固定等 )に限ります。設置場所の整備工事や基礎工事は含みま」 
[新] : 「＝単価５０万円（税抜 き）以上の設備投資を 行うことが必須 ※４ 「改良・修繕」とは、本事業で新たに購入する機械設備の機能を高め又は耐 久性を増すために行うものです。 ※５ 「据付け」とは、本事業で新たに購入する機械・装置の設置と一体で捉えら れる軽微なもの (設置場所に固定等 )に限ります。設置場所の整備工事や基礎工 事は含みません。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「9.96001」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「せん。 ※６」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「本事業で購入する機械装置等を担保に金融機関から借入を行う場合は、事務局へ の事前申請が必要です。なお、担保権実行時には国庫納付が必要です。 ※ ７ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得して いる場合には、中古設備も対象になります。 ※ ８ グローバル展開型において、海外子会社が主たる補助事業実施主体となる場合に 限り、本事業で購入した機械装置等について貸与の契約を締結した上で、海外子会 社に貸与することも可能です。ただし、海外子会社への貸与価格が市場価格から乖 離している場合など、取引形態によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な 場合がありますので、ご注意ください。」 
[新] : 「※ ６ グリーン枠のうち、既存の機械装置（自社で購入、リースを問わない）を補 助事業で購入する機械装置に入れ替える場合に限り、その撤去・廃棄費用を補 助対象経費として認めます。なお、既存の機械装置を売却した場合は、当該売 却額より撤去費用が大きいときに限り、その差額分を対象経費とします。但 し、補助事業で購入する機械装置を超える額の費用は認めません。 ※７ 本事業で購入する機械装置等を担保に金融機関から借入を行う場合は、事務 局への事前申請が必要です。なお、担保権実行時には国庫納付が必要です。 ※８ ３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得 している場合には、中古設備も対象になります。 ※９ グローバル市場開拓枠のうち、①海外直接投資類型において、海外子会社が 主たる補助事業実施主体となる場合に限り、本事業で購入した機械装置等につ いて貸与の契約を締結した上で、海外子会社に貸与することも可能です。ただ し、海外子会社への貸与価格が市場価格から乖離している場合など、取引形態 によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な場合がありますので、ご注 意ください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「＝補助対象経費総額（税抜き）の３分の１」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「知的財産権を所有する他者から取得（実施権の取得を含む）する場合は書面によ る契約の締結が必要となります。 ※２ 技術導入費支出先には、専門家経費、外注費を併せて支払うことはできません。」 
[新] : 「知的財産権を所有する他者から取得（実施権の取得を含む）する場合は書面 による契約の締結が必要となります。 ※２ 技術導入費支出先には、専門家経費、外注費を併せて支払うことはできませ ん。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＝補助対象経費総額（税抜き）の３分の１」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「17」 
[新] : 「20」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ーランス等の専門家に依頼したコンサルティング業務や旅費等の経費を補助対象 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の２分の１ とすることができます（※ ２の謝金単価に準じるか、依頼内容に応じた価格の妥 当性を証明する複数の見積書を取得することが必要（ただし、１日５万円を上 限））。」 
[新] : 「ーランス等の専門家に依頼したコンサルティング業務や国内旅費等の経費を補助 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１ 対象とすることができます（※ ２ の謝金単価に準じるか、依頼内容に応じた価格 の妥当性を証明する複数の見積書を取得することが必要（ただし、１日５万円を 上限））。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別紙 １ ）の通りとします。」 
[新] : 「国内旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別 紙１）の通りとします。なお、専門家の海外旅費（グローバル市場開拓枠のみ） は、海外旅費に計上してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「クラウドサービス利用 費」 
[新] : 「クラウドサービス利 用費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「クラウドサービス利用に付帯する経費についても補助対象となります（例：ル ータ使用料・プロバイダ契約料・通信料等）。ただし、あくまでも補助事業に必 要な最低限の経費であり、販売促進のための費用（ホームページ作成料等）は対 象になりません。 また、パソコン・タブレット端末・スマートフォンなどの本 体費用は対象となりません。」 
[新] : 「クラウドサービス利用に付帯する経費について、ルータ使用料・プロバイダ契 約料・通信料等の補助事業に必要な最低限のものは補助対象となります。ホーム ページ作成料等の販売促進のための費用は、グローバル市場開拓枠② 海海外場開 拓（ JAPANブランド）類型においてのみ、クラウドサービス利用費ではなく広告 宣伝・販売促進費に計上することができます。また、パソコン・タブレット端 末・スマートフォンなどの本体費用は対象となりません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「18」 
[新] : 「21」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「＝補助対象経費総額（税 抜き）の２分の１」 
[新] : 「＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１」



テキストが挿入されました�

テキスト

「く）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「てください（グローバル展開型において、海外子会社へ外注する場合を除く）。 ※４」 
[新] : 「てください（グローバル市場開拓枠において、海外子会社へ外注する場合を除 く）。 ※ ４ 同一代表者・役員が含まれている事業者、資本関係がある事業者、過去１年間 に令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービ ス生産性向上促進事業で補助事業を実施した事業者を外注先とすることはできま せん。 ※５」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ ５ グローバル展開型において、海外子会社が主たる補助事業実施主体となる場合 に限り、本事業の補助対象経費の区分に該当する費用において、経費総額の過半 を海外子会社に外注することが可能です。ただし、海外子会社への外注価格が当 該業務委託の市場価格から乖離している場合など、取引形態によっては移転価格 税制等の税制上の検討が必要な場合がありますので、ご注意ください。」 
[新] : 「※６ グローバル市場開拓枠のうち① 海 接投資類型型型において、海外子会社が主た る補助事業実施主体となる場合に限り、本事業の補助対象経費の区分に該当する 費用において、経費総額の過半を海外子会社に外注することが可能です。ただ し、海外子会社への外注価格が当該業務委託の市場価格から乖離している場合な ど、取引形態によっては移転価格税制等の税制上の検討が必要な場合があります ので、ご注意ください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＝補助対象経費総額 （税抜き）の３分の１」



テキストが削除されました�

テキスト

「＝補助対象経費総額（税 抜き）の３分の１」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「グローバル展開型のみ」 
[新] : 「グローバル市場開拓枠」



テキストが挿入されました�

テキスト

「のみ ※ １ 海外旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別 紙１）の通りとします。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※２ 国内旅費や本事業と無関係な海外旅費は、補助対象になりません。交付申請時に、海外渡航の計画を予め申請いただくことが必要です。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の５分の１」 
[新] : 「３ 一度の渡航での海外旅費の使用は、事業者３名まで (専門家、通訳者が海外に 同行する場合には事業者 3 名に加え 2 名まで )とし、 1 人あたり最大 50 万円 (税 ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の５分の１ 抜き )を限度とします。 通訳・翻訳費 事業遂行に必要な通訳及び翻訳を依頼する場合に支払われる経費 グローバル市場開拓枠 のうち②海外市場開拓 ※１ 翻訳については、広告宣伝・販売促進に必要な翻訳のみとします。事業計画に 係る契約書の翻訳は不可です。 ※２ 本経費は最大 30万円（税抜き）までを限度とします。 （ JAPAN ブランド類 型）のみ ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の５分の１」

フォントサイズ「9.96001」が「0」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「22」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ １ 旅費は、全国中小企業団体中央会が定める「旅費支給に関する基準」（別紙 １ ）の通りとします。」 
[新] : 「広告宣伝・販売促進費 グローバル市場開拓枠 のうち②海外市場開拓 本事業で開発又は提供する製品・サービスの海外展開に必要な広告（パ ンフレット、動画、写真等）の作成及び媒体掲載、展示会出展等、ブラ ンディング・プロモーションに係る経費 （ JAPAN ブランド）類 型のみ ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 （税抜き）の２分の１ ※ １ 補助事業以外の自社の製品・サービス等の広告や会社全体のＰＲ広告に関する 経費は対象外です。 ※ ２ 補助事業実施期間内に広告が使用・掲載されること、展示会が開催されること が必要です。なお、交付決定後の発注・契約が前提となります。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「※２ 国内旅費や本事業と無関係な海外旅費は、補助対象になりません。交付申請時に、海外渡航の計画を予め申請いただくことが必要です。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「一度の渡航に随行できるのは、専門家含め２名までとします。」 
[新] : 「マーケティング市場調査については、対象外となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「す（グローバル展開型の場合は、１，０００万円（税抜き）まで）。」 
[新] : 「す（グローバル市場開拓枠の場合は、１，０００万円（税抜き）まで）。 ・ 補助対象経費（税抜き）は、事業に要する経費（税込み）の３分の２以上であることが必 要です。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「費以外の諸経費（テスト販売を除く）」 
[新] : 「費以外の諸経費（ただし、グローバル市場開拓枠のうち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブ ランド）類型におけるテスト販売については除く。テスト販売として認められる経費等に ついての詳細は、別紙５をご覧ください。）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「19」 
[新] : 「23」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「＊＊事業所や作業所内のみで走行し、公道を自走することができないものおよび税法上の車両及び運搬具に 該当しないものを除きます。」 
[新] : 「＊事業所や作業所内のみで走行し、公道を自走することができないものおよび税法上の車両及び運搬具に該 当しないものを除きます。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「作成ソフトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機、診療報酬・介護 報酬を受ける事業に使用し得るものなど）の購入費」 
[新] : 「作成ソフトウェア・タブレット端末・スマートフォン及びデジタル複合機）の購入費（ただ し、補助事業のみに使用することが明らかなものは除く）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「20」 
[新] : 「24」
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(13) AEBFERTROMYEEEMETE (CHITD . MBS IREROIRMER N TERVEE(C
DVTIE, SEIHEF(CHDIRRSHPIIREFIRDEE A,
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https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf

https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。」 
[新] : 「を中止、廃止とする場合には、事前に事務局の承認を得なければなりません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「を受けなければなりません（グローバル展開型において、補助事業者から外注を受ける海外 子会社の取得財産についても、同様の制限がかかります）。」 
[新] : 「を受けなければなりません（グローバル市場開拓枠のうち①海外直接投資類型において、補 助事業者から外注を受ける海外子会社の取得財産についても、同様の制限がかかります）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「13）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合に」 
[新] : 「13）補助金の概算払を受けた後に本事業を廃止した場合は、概算払を受けた補助金相当分は全額 返納になります。 （ 14）本事業終了後の補助金額確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合に」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「21」 
[新] : 「25」





(14) #HSEEEN [HHEFCHRDITFEORTOBEIELICE T DEFE (B3 0FEFEHE 179
5) | FOERTDITREF (B BOBRADEINAA. ERRERLE) ZUIEHAICE. #
BEDRZMECH - B8, REODABTDAREFZITOZENHDERT,

(15) BHRF. BBFERARUIIEEN S, RECHDDSITARER(CEHRT IHAEDHNZ
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https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９ 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 （ 15）事務局、経済産業省及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力を」 
[新] : 「15）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９ 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。また、補助事業実施期間 中に他の補助金で同様の行為等をした場合にも、補助金の交付決定取消・返還を行うことがあ ります。 （ 16）事務局、経済産業省及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力を」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「22」 
[新] : 「26」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「９．応募申請にかかる留意点」 
[新] : 「８．応募申請にかかる留意点」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「い。申請の準備にあたっては、【参考様式１･２】を参照し、入力が必要な項目をご確認ください。 添付書類については、表１：添付書類を参照し、決められたファイル名にしてください。」 
[新] : 「い。申請の準備にあたっては、【参考様式】を参照し、入力が必要な項目をご確認ください。添付 書類については、表１：添付書類を参照し、決められたファイル名にしてください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「○ 添付書類に関わる留意点」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「本事業の目的・手段について、今までの自社での取組みの経緯・内容をはじめ、今回の補 助事業で機械装置等を取得しなければならない必要性を示してください。また、課題を解決 するため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明確にしながら、具体的な目 標及びその具体的な達成手段を記載してください（必要に応じて図表や写真等を用い具体的 かつ詳細に記載してください）。」 
[新] : 「本事業の目的・手段について、今までの自社での取組の経緯・内容をはじめ、今回の補助 事業で機械装置等を取得しなければならない必要性を示してください。また、課題を解決す るため、不可欠な工程ごとの開発内容、材料や機械装置等を明確にしながら、具体的な目標 及びその具体的な達成手段を記載してください（必要に応じて図表や写真等を用い具体的か つ詳細に記載してください）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「グリーン枠の申請においては、様式２を用いて、事業場単位での炭素生産性を年率平均」 
[新] : 「グリーン枠の申請においては、様式３を用いて、事業場単位での炭素生産性を年率平均」



テキストが挿入されました�

テキスト

「グローバル市場開拓枠のうち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型の申請にて、 広告宣伝・販売促進費を対象経費に計上する場合においては、ブランディング・プロモーシ ョン等のマーケティング戦略を具体的かつ詳細に記載してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ その３：会社全体の事業計画」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「23」 
[新] : 「27」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「・ その３：会社全体の事業計画」



テキストが削除されました�

テキスト

「10．中小企業庁関連事業データ利活用について 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただ いた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申 請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産 業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、か つ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がご ざいます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は、以下の中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。 中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー 補助金・行政手続（※）・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提 出時等に提供いただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策 立案や経営支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、経済産 業省、中小企業庁及びその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関・施設等機関（政策 の効果検証（ EBPM）目的のみの利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書を提出した機関・研究者で あって、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし 中小企業庁が基準に合致すると認めたものに限る）に提供・利活用され、かつ、支援機関からのデ ータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支援機関にも提供される場合があります。 上記を前提として、申請・利用・報告等を行うことにより、データ利活用に同意したものとみな します。ただし、行政手続については、データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るもの とし、申請時に添付するチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。 （※）「行政手続」とは、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）に基づく経営力向上 計画の申請、事業継続力強化計画の申請、経営革新計画の申請を指します。 なお、申請は新規・変更の両方を含みます。また、経営力向上計画の申請は、経済産業省 （経済産業部局）宛のみの申請に限ります。 ○ 補 助金・行政手続・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等 に提供いただいた情報（提供いただいた情報を加工して生じた派生的な情報も含みます）は、デ ータの区分に従い、効果的な政策立案や経営支援等のために、以下【利活用目的・データ区分・ データ提供先】の表に定める利活用目的で利活用され、提供先に提供（提供を受けた中小企業庁 又はその業務委託先からさらに第三者に提供される場合も含みます。以下同じです）される場合 があります（以下「本データ利活用」といいます）。 〇申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報は、法令等により認められる場合を除 き、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活用目的以外の目的に利活 用されることはなく、また、提供先以外に提供されることはありません。 なお、申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報については、中小企業庁の判断 により提供されない場合や提供先を制限する場合があります。」



テキストが削除されました�

テキスト

「24」
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テキストが削除されました�

テキスト

「〇支援機関情報、支援情報、その他の第三者に関する情報が含まれる情報（以下「支援機関等情 報」といいます）について、以下【利活用目的・データ区分・データ提供先】の表に定める利活 用目的に利活用され、提供先に提供される場合があることについて、申請者は、支援機関等情報 について権限を有する者から事前に承諾を得るものとします。 〇申請・利用・報告等を行うことにより、本データ利活用に同意し、申請等に当たり提供いただい た情報を包括的に本データ利活用に供することに同意したものとみなします。ただし、行政手続 については、本データ利活用につき個別に同意いただいた場合に限るものとし、申請時に添付す るチェックシートにて同意の可否を選択いただきます。 〇なお、令和４年度以降、ミラサポ plus（https://mirasapo-plus.go.jp/）の事業者向けデー タ利活用許諾管理機能（データ利活用の範囲について個別の設定を可能とする機能）により本デ ータ利活用への同意の範囲について変更することが可能になる予定です。本データ利活用のうち 申請時の提供情報の中小企業庁及びその業務委託先以外の提供先への提供については、ミラサポ plusの事業者向けデータ利活用許諾管理機能が実装されて以降、実施するものとします。 〇申請時・利用時・事業報告提出時等に提供いただいた情報を以下【利活用目的・データ区分・デ ータ提供先】の表に定める提供先に提供する場合、提供先に対し、提供を受けた情報について適 切な管理及び取扱いを行うことを義務付けることとしています。特に、政策の効果検証（EBPM） の実施において、大学その他の研究機関・施設等機関に所属する研究者については、EBPM目的 （研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみの利活用や守秘義務等の遵守 に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関に所属する研究者であって、ミラサポ plus上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁が基 準に合致すると認めたものに限り、提供することとしています。さらに、支援機関に個社名（個 人の場合は当該個人の氏名）つきの詳細な情報を提供する場合はミラサポ plus上で申請者に対し 個別に同意を取得することとします。 〇支援機関からのデータ開示依頼への承認や事業者向けデータ利活用許諾管理機能の利用に当たっ ては、ミラサポ plusへの Gビズ ID を用いた会員登録が必要となります。 また、中小企業庁等からの申請者への各種情報提供や支援機関からのデータ開示依頼に当たっ て、申請時に登録いただいたメールアドレスにメールをさせていただく可能性がありますのでご 留意ください。 ○補助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画 名、補助金名、申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等を中小企業庁ホームページ、ミラサ ポ plus、その他中小企業庁が運営するウェブサイト等で公表する場合があります。また、行政保 有データのオープンデータ化推進の観点から、行政手続の申請等に当たって提供いただいた情報 については、申請時に添付するチェックシートにて同意した場合には、gBizINFO（経済産業省 が運営する政府保有の法人情報のオープンデータ化サイト、https://info.gbiz.go.jp/）におい て、認定等の事実、認定日等を公表する場合があります。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「〇本データ利活用に関するお問合せは、以下の宛先までお願いいたします。 【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー窓口】 info@mirasapo-connect.go.jp 【利活用目的・データ区分・データ提供先】 データの区分 提供先 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 1 2 3 4 5 6 7 8 申 共 事 申 担 財 事 申 審 制 課 支 支 経 中 独 大 支 中 申 ホ 請 同 業 請 当 務 業 請 査 度 題 援 援 済 小 立 学 援 小 請 ー ム ー ジ 者 申 ・」 
[新] : 「・ 海外事業の準備状況を示す内容：グローバル市場開拓の専門性について（グローバル市場開拓枠 のみ） ① 申請者のみでグローバル市場開拓に関する業務を自主的に遂行する能力を有する場合には、 これまでいつどの国に対し、どのような商品を輸出し、あるいは役務の提供をしたかなど、 申請者の遂行能力が分かる情報について、具体的かつ詳細に説明してください。 ② 申請者のみでグローバル市場開拓に関する業務を自主的に遂行する能力を有さない場合に は、海外展開・新市場開拓等に成功した支援実績等を有する外部専門家等を活用するなど、 当該外部専門家等がいつどの国に対し、どのような商品の輸出・役務の提供を支援したかな ど、外部専門家等の遂行能力が分かる情報について、具体的かつ詳細に説明してください。 〈特に②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型の方への参考〉 令和４年度当初予算「 JAPANブランド育成支援等事業」支援パートナー検索ページ (https://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/partner/index.html） 中小企業者が海外販路開拓等を行う上で必要となる様々な活動をサポートする民間の支援事業者を掲載 しておりますのでご参考ください（本事業を申請するにあたって、本リストの支援事業者の選択・活用は 必須ではありません。）。本リストに掲載されている支援事業者との契約等は、各申請者の判断と責任の 下に行ってください。なお、本リストに掲載されている支援事業者等を選択することが、本事業の採択を 確約するものではありません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「者 者 情 計 事 情 活 に 機 情 産 企 行 そ 機 企 者 の 識 ・ 属 情 報 請 者 営 業 の 承 情 報 情 報 報 画 業 内 報 用 情 係 る 関 情 報 業 省 （ 中 小 業 庁 除 く 外 局 む ） 業 庁 び 業 委 託 政 法 人 （ ※ の 他 研 究 関 ・ 設 等 機 関 （ ２ ） 所 属 る 研 関 （ ３ ） 業 ・ 規 模 業 者 （ 本 人 ペ ※ 別 情 情 継 容 報 情 報 及 の 小 報 報 報 ・ gBizINFO 性 企 務 １ 機 事 ） を 先 施 利活用目的 ※ ４ ） を ※ 含 に す 究 者 政策の効果検証（EBPM）の 実施（※５） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 効果的な政策立案や経営支 援、業務効率化等のための 行政機関内での情報共有 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 申請者本人による過去の申 請情報等の一括した保存・ 閲覧 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 将来的な申請の円滑化に向 けた申請情報の活用（ワン スオンリー等） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 中小企業・小規模事業者に 対する経営支援情報（補助 金や支援者等）の紹介 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 経営相談に際する支援者に よる中小企業・小規模事業 者の情報の閲覧 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 支援機関の支援実績や専門 知見等の見える化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング 〇 〇 ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 政府保有情報のオープンデ ータ化（※ ６ ） ○」 
[新] : 「９．添付書類」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「8.03999」が「12」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「26」 
[新] : 「28」
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テキストが削除されました�

テキスト

「（※ １）「独立行政法人」とは、利活用目的等に照らし中小企業庁が認めた独立行政法人を指しま す。 （※ ２）「大学その他の研究機関・施設等機関」とは、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主 な研究実績、情報管理体制等の基準に照らし中小企業庁が基準に合致すると認めた大学その他 の研究機関及び施設等機関を指します。なお、利活用可能なデータは、下掲（※５）のとおり とします。 （※ ３）「支援機関」とは、以下のとおりです。なお、ミラサポ plus 上で支援機関からのデータ開示 依頼に対して申請者の承認が得られた場合に限り、当該申請者の個社名（個人の場合は当該個 人の氏名）つきの詳細な情報が利活用可能となります。 • 特殊法人（株式会社日本政策金融公庫等） • 特別法人及び特別法人に所属する組織（日本商工会議所、全国商工会連合会及び各単会等） • 中小企業庁の設置する各種相談窓口（よろず支援拠点等） • 中小企業庁所管法律に定められる中小企業支援者（認定経営革新等支援機関等） • 中小企業庁の所管する事業における中小企業支援者（中小企業１１９の専門家・地域プラッ トフォーム等） （※ ４）「中小企業・小規模事業者等」への提供データは、採択発表時の公表情報とします。 • 法人名・都道府県・市区町村 • 事業計画名 • 補助金名・申請年度・申請応募回、採択 • 支援機関名 等 （※ ５）「政策の効果検証（ EBPM）の実施」に係る誓約書を取り交わした研究者等に提供するデータ は、以下のとおりとします。 • 法人：法人番号 • 個人事業主：企業名、住所、代表者名、電話番号 • 従業員数、資本金、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都道府県 、業種 （主な業 種、日本標準産業分類の中分類） • 売上高、 経常利益 、付加価値額（粗利、減価償却費） • 審査結果（採択/不採択）、審査点 • 補助金名、申請年度、事業実施年度、応募回 （※ ６）ホームページ（中小企業庁ホームページ、ミラサポ plus、その他中小企業庁が運営するウェ ブサイト等）・ gBizINFOにおいて、以下の項目を公表する場合があります。 ・ 【補助金で採択となった案件】法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事業計画名、補助金 名、申請年度、申請応募回、採択、支援機関名等 ・ 【行政手続で認定等となった案件】認定等の事実、認定日等」



テキストが削除されました�

テキスト

「27」
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テキストが削除されました�

テキスト

「なお、上記のデータ区分は、以下のとおりです。 No. データ区分 定義 具体例 1 申請者の識別・属性 情報 申請者を特定し、又は申請者に到達することが可能な情報及 び法人の規模や体制を示す情報 Gビズ ID 申請者名（法人名／屋号等を含む） 本店住所・代表電話番号 代表者名 従業員数、事業所数、設立年（個人事業主は創業年）、都 道府県、市区町村、業種（主な業種、日本標準産業分類の 中分類） 等 2 共同申請者情報 補助金等の事業に申請するに当たり、申請者が提携する法人 及び所属する組織の情報 連携先情報 加入組織情報 等 3 事業・営業情報 申請者の事業概要及び特許情報、取引情報等、事業活動にお いて有用となる技術上又は営業上の情報（営業秘密となる情 報を含む） 事業内容 特許情報 販売先／仕入れ先 株主・出資者 等 4 申請者の承継情報 申請者の事業を承継した（承継する予定の）法人等に係る情 報 事業承継形態・事業承継状況 承継者の要件 承継者の基本情報 等 5 担当者情報 申請者において、補助金の申請を担当している部門名及び従 業員の氏名並びにその連絡先 申請担当者名 申請担当者の所属部署 申請担当者の連絡先 等 6 財務情報 申請者の確定申告及び財務三表（貸借対照表、損益計算書及 びキャッシュフロー計算書）に記載されている情報及びそれ らの情報から算出された経営・財務指標 確定申告書等に記載されている情報 貸借対照表に記載されている情報 損益計算書に記載されている情報 各種利益率 ローカルベンチマーク 等 7 事業計画 申請者の中期経営計画及び補助金等の申請をした事業に係る 計画の内容 中期経営計画 その他事業計画 等 8 申請事業内容 申請者が補助金等を申請する事業の概要並びに補助金交付金 額及び費用などの情報 申請事業名・概要 補助金交付情報 等 9 審査情報 申請に対して審査員等が審査をした際の情報 審査点 等 10 制度活用情報 過去に認定・承認を受けた補助金・行政手続の情報又は申請 中の補助金・行政手続の情報 補助金交付の履歴 行政手続の履歴（認定等の事実､認定日等） 申請年度・事業実施年度、申請応募回 等 11 課題に係る情報 申請者が抱える課題等、申請者から支援者又は支援機関が収 集した情報 事業者が抱える課題 支援機関への相談内容 等 12 支援機関情報 支援機関として登録している情報 認定支援機関 ID 認定支援機関名 認定支援機関のサービス内容 認定支援機関の資格保有内容 等 13 支援情報 申請者が支援機関から受けた支援に関わる内容 支援内容 等 中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーは、中小企業庁のホームページにも掲載しています。 【中小企業庁関連事業データ利活用ポリシー】 https://www.chusho.meti.go.jp/hojyokin/data_policy/」
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テキストが削除されました�

テキスト

「表１：添付書類」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（１） 事業計画書【★★】」 
[新] : 「■■■■■■■■ 必 須の添付書類■■■■■■■■ （１） 事業計画書【☆☆】」

フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「海外事業の準備状況を示す内容：グローバル市場開拓の専 門性について（グローバル市場開拓枠のみ）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申 請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。 ※ 申請の際、見積書等の「入手価格の妥当性を証明できる書類」の 提出は不要ですが、見積書等の補助対象経費に計上する経費に該 当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続 きに移行することができますので、入手価格の妥当性を証明でき る書類は、極力お早めに揃えていただくことを推奨します。 （２） 賃金引上げ計画の誓約書【様式１】【★★】」 
[新] : 「事業計画書（グローバル市場開拓の 専門性について）（事業者名） ※１ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子 申請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。 ※２ 申請の際、見積書等の「入手価格の妥当性を証明できる書類」 の提出は不要ですが、見積書等の補助対象経費に計上する経費に 該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手 続きに移行することができますので、入手価格の妥当性を証明で きる書類は、極力お早めに揃えていただくことを推奨します。 （２） 補助経費に関する誓約書【様式１】【☆☆】 補助対象経費に関する誓約書（事業 者名） ※ 【様式１】を用いて作成し、電子ファイルを電子申請システムの 所定の場所に添付してください。 （３） 賃金引上げ計画の誓約書【様式 2(1月中に掲載 )】【☆☆】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【様式１】を用いて、申請時点の直近月の事業場内最低賃金及び直 近決算における給与支給総額が明記され、これを引き上げる旨の誓 約を提出してください。賃金引上げ幅の大きい事業者は、本資料を 元に加点措置を講じます。 （３）決算書等【★】」 
[新] : 「【様式２】を用いて、申請時点の直近月の事業場内最低賃金及び 直近決算における給与支給総額が明記され、これを引き上げる旨 の誓約を提出してください。賃金引上げ幅の大きい事業者は、本 資料を元に加点措置を講じます。また、大幅な賃金引上げ計画の 誓約書についても共通の様式とします。 （４） 決算書等【☆】」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ 提出する２期分の決算書等は、 １期分を１ファイルとして計２フ ァイルを添付してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「設立２年に満たない中小企業者等（１年以上２年未満）は、１期 分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動 ※ 提出する２期分の決算書等は、１期 分を１ファイルとして計２ファイルを 添付してください。 【個人事業主の場合】 計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付 してください。」 
[新] : 「設立２年に満たない中小企業者等（１年以上２年未満）は、 １期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人 は活動計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記 表）を添付してください。 ※」



テキストが削除されました�

テキスト

「確定申告書等（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ ２ 設立まもなく決算書の添付ができない中小企業者等は、事業計 画書及び収支予算書を添付してください。」 
[新] : 「２ 設立まもなく決算書の添付ができない中小企業者等は、事業 計画書及び収支予算書を添付してください。」

フォントサイズ「9」が「0」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している 場合のみ添付してください。」 
[新] : 「製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成してい る場合のみ添付してください。 【個人事業主の場合】」



テキストが挿入されました�

テキスト

「確定申告書等（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【法人の場合】 （４）従業員数の確認資料【★★ 】」 
[新] : 「添 付 書 類 ファイル名 【法人の場合】 （５） 従業員数の確認資料【☆☆】」

フォント「Meiryo」が「MS-Gothic」に変更されました。
フォントサイズ「9.96001」が「12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「【個人事業主の場合】」



テキストが削除されました�

テキスト

「【個人事業主の場合】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「労働者名簿【★★】」 
[新] : 「労働者名簿【☆☆】」



テキストが挿入されました�

テキスト

「労働者名簿（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「21名以上で、上記（４）従業員数の」 
[新] : 「21名以上で、上記（５）従業員数の」



テキストが削除されました�

テキスト

「労働者名簿（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「様式の定めはありませんが、「事業者名」「従業員数」「従業員 氏名」「生年月日（西暦）」「雇入れ年月日（西暦）」「従事する 業務の種類」の記載があるものを作成してください。」 
[新] : 「様式の定めはありませんが、「事業者名」「従業員数」「従業 員氏名」「生年月日（西暦）」「雇入れ年月日（西暦）」「従事 する業務の種類」の記載があるものを作成してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「上で、上記４従業員数の確認資料 における期末の従業員数が 20 名以 下の場合のみ、添付が必要。」 
[新] : 「上で、上記（５）従業員数の確認 資料における期末の従業員数が 20 名以下の場合のみ、添付が必要。 （７）応募申請時において再生事業者であることを証明する書 類【☆☆】」





2714

(6) WEHBRFCEVWTHBESERETHILZIMPITIE
M o]

(BESEREDH)

X ABRCHITD2BESEEDOEESHIRK 4 DED

(7) RBFSORRZRTHERSER [xx]
(EERE EVF - ERILX#D)

X RBMSORRZINATZEHRE LT, HFEEORERSEESE
AMIL TR,

X WEREEQLIC BFREOER] & [RAHES] OTHOD
HBEDICONTEH. [REBA (A—)LFEH) | ORMSEREE
LET. e-TAX THRELTUVRVSE. PREBBEORZ AN
D (RSERONF) SNTNBTENRETY.
XPTEBBBONZ AR [HEEM (A—ILEM) | onIn
BEELURWBACE. RINT SHERESERDEED [HBLEEH
£ (RO2FSEEEA) | (WASEBEDIHDH TH) ZREY
BCETRBEIBC LN TEET,

(8) mF=EEMM LEERUVREMRH AHEHEIHDEFEIR
o EER2]  [xeox]
(DU—242D3F4)

x (B 2] ZAWT. 3~5F0OFEETEHEIAIC, FBRGHEA
TORFREEMZERFET 1 % U BN E3BEANRETEAST
& INFTICBHTHEEUDREZRI ABHEEIROEREARZE D
BEPZOMREZ. FHCEHL. RMILTIZZ0, |

(9) BABRDEMRRZRIEH [x x]
(Y 0—)VLEBIEDFs)

- OfFE (BHEIERE)
BNFEHEOSEME - MI5HER - KREBRHDDND
=r
MR (BYTHiZRE)
BANRIETEERZN DN DB HGREHRESE
R (> )\ RiizRh)
BARNRETEREN DN D1 /D> RGRABRSEE
A (BASBEELOHESEE)
HEAFEZNIE X (BRSNS (IRSTRORZED)
%1 (1) OBXEOEFKNRATE S(FRIC. Word ETIER®D
L. PDF ERICERUIZEF I 7 (V2 BT RES AT LDAE
DBATICRMfTLTLIZELY (BFELBEB. R—HOFIRRL) .
X2 @FEBEOEFZNEZRET. REEREBEARBTEREINLSE
D. BULKFEREBRZB DIFVEIZWEEDICRDET,
%3 EREERBSOERICEATRIERICDVTE. RMIDHo2E
DICDNT . BEDOMREWZLUET,

[BERERE| (CRIERE (B
ES=E2))

DEADZA]

(H)FEEREERNR—(—)DIEX
(B%ER)

Q)EEREERNERMDER (F
FER)

(3)REEA (FEER)

X e-TAX TRELTLDIBEDH

(EBASEXEDIEE]

(H)EERSEEE—KRDIEX (B
¥ER)

X PTEERL TS B DUNZ BT EN VIR EN
(Z{THEDEIF) snhT\hd &
NHETY,

(QEERESELENR(—)R(Z)D
T2 (BEERA)

Q)=EEA (BEEL)

X e-TAX THELTWBIBEDH

REREEMR EFEORE (B5E
%)

OE . BHAFIUHFOEEME
F (BxE0)

QA BHHIEHAERSEE (B
ES=E2))

QFEE : UM HIGHABERSE
(BEER)

@FRE . HRAFRENESF (S
E=E2))

30




テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「添 付 書 類 ファイル名 「再生事業者」に係る確認書（事 業者名） （６）応募申請時において再生事業者であることを証明する書 類【★★ 】 （再生事業者のみ）」 
[新] : 「（再生事業者のみ） 「再生事業者」に係る確認書（事業 者名）」

フォント「MS-Gothic」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【法人の場合】 （７） 課税所得の状況を示す確定申告書類【★★】」 
[新] : 「（８） 課税所得の状況を示す確定申告書類【☆☆】 【法人の場合】」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「9.96001」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ 課税所得の状況を証明する書類として、前年度の確定申告書等を 添付してください。 ※ 確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記載の あるものについては、「受信通知（メール詳細）」の添付は不要と します。 e-TAXで申告していない場合、所轄税務署の収受日付印が押印（受付日時の印字）されていることが必要です。 ※ 所轄税務署の収受日付印又は「受信通知（メール詳細）」のいずれ も存在しない場合には、提出する確定申告書類の年度の「納税証明 書（その２所得金額用）」（総所得金額の記載のみで可）を提出す ることで代替することができます。 (1) 確定申告書別表一 (一 )の控え （事業者名） (2) 確定申告書別表四の控え（事 業者名） (3) 受信通知（事業者名） ※ e-TAXで申告している場合のみ 【個人事業主の場合】 (1)確定申告書第一表の控え（事 業者名）」 
[新] : 「※１ 課税所得の状況を証明する書類として、前年度の確定申告書 等を添付してください。 ※２ 確定申告書の上部に「電子申告の日時」と「受付番号」の記 載のあるものについては、「受信通知（メール詳細）」の添付は 不要とします。 e-TAXで申告していない場合、所轄税務署の収受日付印が押印（受付日時の印字）されていることが必要です。 ※３ 所轄税務署の収受日付印又は「受信通知（メール詳細）」の いずれも存在しない場合には、提出する確定申告書類の年度の 「納税証明書（その２所得金額用）」（総所得金額の記載のみで 可）を提出することで代替することができます。 (1) 確定申告書別表一 (一 )の控え（事業 者名） (2) 確定申告書別表四の控え（事業者 名） (3) 受信通知（事業者名） ※ e-TAXで申告している場合のみ 【個人事業主の場合】 (1) 確定申告書第一表の控え（事業者 名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（８）炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状 況【様式２】【★★】」 
[新] : 「（９）炭素生産性向上計画及び温室効果ガス排出削減の取組状 況【様式３ (１月中に掲載 )】【☆☆ 】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【様式２】を用いて、３～５年の事業計画期間内に、事業場単位 での炭素生産性を年率平均１％以上増加させる具体的な計画内容 と、これまでに自社で実施した温室効果ガス排出削減の取組内容の 有無やその効果等を、詳細に記載し、添付してください。」 
[新] : 「【様式３】を用いて、３～５年の事業計画期間内に、事業場単 位での炭素生産性を年率平均１％以上増加させる具体的な計画内 容と、これまでに自社で実施した温室効果ガス排出削減の取組内 容の有無やその効果等を、詳細に記載し、添付してください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「30」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（９） 海外事業の準備状況を示す書類【★★】 （グローバル展開型のみ） ・ ①類型（海外直接投資）」 
[新] : 「添 付 書 類 ファイル名 （１０） 大幅な賃上げ計画書【様式４ (1月中に掲載 )】【☆☆】 （大幅な賃上げを行う事業者のみ） ※ 【様式４】を用いて、３～５年の事業計画期間内に取り組む、 大幅な賃上げに取り組むための事業 計画（事業者名） 大幅な賃上げのための具体的な計画内容と、これまでに自社で実 施した賃上げの取組内容の有無やその効果等を、詳細に記載し、 添付してください。 （１１） 海外事業の準備状況を示す書類【☆☆】 （グローバル市場開拓枠のみ） ・ ①海外直接投資類型」

フォント「Meiryo-Bold」が「MS-Gothic」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「・ ②②型（海外市場開拓） 具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書 ・ ③③型（インバウンド市場開拓）」 
[新] : 「・②②外市場開 拓（ JAPANブランド）類型 Ａ．具体的な想定顧客が分かる海外市場調査報告書 Ｂ．海外展開の専門性について ・ ③③ンバウンド市場開拓類型」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「④類型（海外事業者との共同事業）」 
[新] : 「④海外事業者との共同事業類型」



テキストが挿入されました�

テキスト

「の場所に添付してください（様式自由、ページ数の制限なし）。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※２」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「①類型：海外子会社等の事業概要 等（事業者名） ② 類 海外市場調査査査報告書（事 業者名） ③類型：ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ市場調査報告書 （事業者名） ④ 類 共同研究契約書等等等（事業 者名） の場所に添付してください（様式自由、ページ数の制限なし）。」 
[新] : 「提出資料は日本語で作成されたもの、若しくは日本語訳をお つけいただいたものに限ります。 ①海外直接投資類型：海外子会社等の 事業概要等（事業者名） ②海外市場開拓（ JAPAN ブラン ド）：海外市場調査報告書（事業者 名） ③インバウンド類型：インバウンド市 場調査報告書（事業者名） ④海外事業者との共同事業類型：共 同研究契約書等（事業者名）」

フォントサイズ「9.96001」が「9」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「■■■■■■■■ 任 意の添付書類■■■■■■■■ （１２）審査における加点を希望する場合に必要な追加書類 【☆☆】」



テキストが削除されました�

テキスト

「※２」



テキストが削除されました�

テキスト

「④類型の各契約書を除き、提出資料は日本語で作成されたも の、もしくは日本語訳をおつけいただいたものに限ります。 ※ ３ 申請類型以外の類型に関する資料についても、添付のあったも のについては、審査の対象といたします。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「30」 
[新] : 「31」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/index.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

テキストが挿入されました�

テキスト

「添 付 書 類 ファイル名」



テキストが削除されました�

テキスト

「添 付 書 類 ファイル名 （１０）審査における加点を希望する場合に必要な追加書類 【★★】」



テキストが削除されました�

テキスト

「＊所轄税務署の収受印もしくは電子申請の受付刻印のある「個人」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＊所轄税務署の収受印若しくは電子申請の受付刻印のある「個人」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「：デジタル技術の活用及び DX推進の取組状況【様式３】 （デジタル枠に申請する場合）」 
[新] : 「サイバーセキュリティお助け隊の契 約書（事業者名）」

フォントサイズ「10.56」が「9」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「事業継続力強化計画（事業者名） 連携事業継続力強化計画（事業者名）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「特定適用事業所該当通知書（事業者 名） ：サイバーセキュリティお助け隊の契約書の写し（デジタ ル枠のみ）」



テキストが削除されました�

テキスト

「デジタル技術等取組状況（事業者 名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「事業継続力強化計画（事業者名） 連携事業継続力強化計画（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「特定適用事業所該当通知書（事業 者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【★ 】」 
[新] : 「【 ☆】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【★★ 】 ：申請事業者の許可があれば、経済産業省が指定する」 
[新] : 「【 ☆☆】：申請事業者の許可があれば、経済産業省が指定する」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「31」 
[新] : 「32」
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https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf

https://www.chugoku.meti.go.jp/topics/ryutsu/pdf/160219_2.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/shishin.html

テキストが挿入されました�

テキスト

「１０．審査項目・加点項目」



テキストが削除されました�

テキスト

「表２：審査項目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「「４．補助対象事業の要件」を満たすか。３～５年計画で「付加価値額」年率平均３％以上の 増加等を達成する取組みであるか。なお、「応募者の概要」に記載いただいた内容は、審査に考 慮されません。」 
[新] : 「「５．補助対象事業の申請要件、申請枠及び補助率等」を満たすか。３～５年計画で「付加価 値額」年率平均３％以上の増加等を達成する取組であるか。なお、「応募者の概要」に記載いた だいた内容は、審査に考慮されません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「針」に沿った取組みであるか（グローバル展開型では、地域内での革新性だけではなく、 国際競争力を有しているか）。」 
[新] : 「針」に沿った取組であるか。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「調達が見込まれるか（グローバル展開型では、海外展開に必要な実施体制や計画が明記され ているか）。」 
[新] : 「調達が見込まれるか。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ニーズの有無を検証できているか（グローバル展開型では、事前の十分な市場調査分析を 行っているか）。」 
[新] : 「ニーズの有無を検証できているか。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「事業となることが期待できるか（グローバル展開型では、事業の成果・波及効果が国内に 環流することが見込まれるか）。」 
[新] : 「事業となることが期待できるか。 ※ 以下に選定されている企業や承認を受けた計画がある企業は審査で考慮いたします。 ○地域未来牽引企業 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html ○地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ 以下のファイナリスト企業は審査で考慮いたします。 ○アトツギ甲子園 https://atotsugi-koshien.go.jp/」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「32」 
[新] : 「33」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/index.html

https://www.biz-partnership.jp/index.html

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

テキストが挿入されました�

テキスト

「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （５）炭素生産性向上の取組等の妥当性（グリーン枠のみ。【様式２】を元に審査します。）」 
[新] : 「（５）炭素生産性向上の取組等の妥当性（グリーン枠のみ。【様式３】を元に審査します。）」

フォント「MS-Gothic」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「12」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（６）加点項目」 
[新] : 「（６） グローバル市場開拓の取組等の妥当性（グローバル市場開拓枠のみ。事業計画書を元に審査 します。） ➀ 海外展開等に必要な実施体制や計画が明記されているか。また、グローバル市場開拓に係 る専門性を申請者の遂行能力または外部専門家等の関与により有しているか。 ② 事前の十分な市場調査分析を行った上で、国際競争力の高い製品・サービス開発となって いるか。 ③ 国内の地域経済に寄与するものであるか。また、将来的に国内地域での新たな需要や雇用 を創出する視点はあるか。 ④ ブランディング・プロモーション等の具体的なマーケティング戦略が事業計画書に含まれ ているか。（②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型のみ） （７） 大幅な賃上げに取り組むための事業計画の妥当性（大幅な賃上げに係る補助上限額引上の特 例のみ。【様式４】を元に審査します。） ➀ 大幅な賃上げの取組内容が具体的に示されており、その記載内容や算出根拠が妥当なもの となっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来に渡り、継続的に利益の増加等を人件費に充 当しているか。また、人件費だけでなく、設備投資等に適切に充当し、企業の成長が見込 めるか。 （８）加点項目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「において宣言を公表している事業者。（応募締切日時点） ②-3：再生事業者（本事業における再生事業者の定義は別紙４の通り）」 
[新] : 「において宣言を公表している事業者。（応募締切日前日時点） ②-3：再生事業者（本事業における再生事業者の定義は別紙４の通り） ②-4：デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況（デジタル枠のみ） Ａ．経営の方向性及びデジタル技術等の活用の方向性の決定 ａ．デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについて認」



テキストが挿入されました�

テキスト

「34」



テキストが挿入されました�

テキスト

「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「②-4：「デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況」（デジタル枠のみ） ※ 「様式３」を用いて、デジタル技術等の活用の方向性の公表状況や体制の提示等の取組状況を記載 してください。」 
[新] : 「識、その内容について公表 ※ホームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 ｂ．上記ａ．を踏まえた経営ビジョンやビジネスモデルを策定・公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｂ．上記Ａ．の経営ビジョンやビジネスモデルを実現するための戦略を公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｃ．上記Ｂ．の戦略を推進するための体制・組織（ CIO（最高情報責任者）の配置、担 当部門の配置等）を示し、公表 ※ ホ ームページの URLと掲載場所等を記載いただきます。 Ｄ．「ＤＸ推進指標」自己診断フォーマットの定量指標における「人材欄」（ 688～ 690 行目 /Ver.2.3 以降の場合はシート「 IT システム構築の取組状況（定量指 標）」の 11～ 13行目）を全て記載 E． 申請時点において、「サイバーセキュリティお助け隊サービス」※ を 利用している か。 ※ 独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)が公表する「サイバーセキュリティお助け隊サービスリ スト」に掲載されているサービス https://www.ipa.go.jp/security/keihatsu/sme/otasuketai/#list ②-５：令和４年度に健康経営優良法人に認定された事業者 ※ 健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト（ https://www.kenko-keiei.jp/） ②-６： J-Startup、 J-Startup地域版に認定された事業者 ※ J-Startup事務局ポータルサイト（ https://www.j-startup.go.jp/） J-Startup地域版（ https://www.j-startup.go.jp/local_3/） ②-７：「新規輸出 1 万者支援プログラム」に登録した事業者（グローバル市場開拓枠のう ち、②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型のみ） ※ 応募締切日前日時点で「新規輸出 1万者支援プログラム」ポータルサイト （ https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html）において IDを取得している事業者。 ※ 申請者が上記プログラムに登録されているか否かの事実確認を行うことを目的として、本補助金 の申請に関する情報を独立行政法人日本貿易振興機構（ JETRO）と共有することがあります。 ②-８ :取引先の事業者がグリーンに係るパートナーシップ構築宣言をしている事業者（グリ ーン枠のみ）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「④-1:「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均２％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋６０円以上の水準にする計画を有し、事務局に誓約書を 提出している事業者」、又は、「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均３％ 以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋９０円以上の水準にする計 画を有し、事務局に誓約書を提出している事業者」に対して従業員数の規模に応じた加 点を行います。 ④-2:「被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組 む場合」 ※ 最大６項目の加点が可能。デジタル枠に限り、最大 7項目の加点が可能。 ※ 加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致した場合にのみ加点されます。」 
[新] : 「④-1:「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均２％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋６０円以上の水準にする計画を有し、事務局に誓約書 を提出している事業者」、又は、「事業計画期間において、給与支給総額を年率平均 ３％以上増加させ、かつ、事業場内最低賃金を地域別最低賃金＋９０円以上の水準に する計画を有し、事務局に誓約書を提出している事業者」に対して加点を行います。 ④-2:「被用者保険の適用拡大の対象となる中小企業が制度改革に先立ち任意適用に取り組む場合」 ※ 通常枠、回復型賃上げ・雇用拡大枠、グローバル市場開拓枠（②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型 を除く）については最大６項目の加点が可能。 ※ デジタル枠については最大６項目の加点に加え、デジタル技術の活用及びＤＸ推進の取組状況にある６項目 を加えた計１２項目の加点が可能。 ※ グリーン枠については最大６項目の加点に加え、取引先の事業者がグリーンに係る取組を宣言している事業 者の計７項目の加点が可能。 ※ グローバル市場開拓枠②海外市場開拓（ＪＡＰＡＮブランド）類型については最大６項目の加点に加え、 「新規輸出 1万者支援プログラム」に登録した事業者の計７項目の加点が可能。 ※ 加点項目の一部については、エビデンスとなる添付書類を提出していただきます。 ※ 審査の結果、各要件に合致した場合にのみ加点されます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「35」



テキストが挿入されました�

テキスト

「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業、令和元年度補正・令和２年度補 正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業」 
[新] : 「令和元年度補正・令和２年度補正・令和３年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「33」 
[新] : 「36」
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